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MESSAGE

50の手習い

「50歳を過ぎたら人生を自分のために生きる
べし」という「林住期」の教えに従って、あ
らためて学校に通い始めた。2011年の４月か
ら、早稲田大学のビジネススクール（MBA）
に入学したのである。

会計、財務、組織論、マーケティングなど
の基礎科目の授業は、何を今さらという感じ
もあるのだが、実際に受けてみると、これま
で必要に応じてつぎはぎで習得してきた知識
がすっきり再整理されて、なるほどそういう
ことであったかとあらためて納得がいく。体
系化された学問は、ありがたいものである。

経営戦略、組織改革、企業再生、アントレ
プレナーシップなど、実業家やコンサルタン
トとして実績を積んできた先生が教える授業
では、自分自身の企業での経験と照らし合わ
せて思い当たることも多く、まさにそのとお
りとうなずいたり、そういう手もあったかと
気づかされたりしている。

そして、他の学生から受ける刺激も多い。
学生の半数はアジア諸国などからの留学生で
あり、一緒に英語で授業を受けることもあ
る。授業では、共にレポートをつくるグルー
プワークもある。私の英語力の問題もあって
あまり貢献できなくてすまないと思うが、そ
れでも、何とか自分の居場所がつくれたとき
は素直にうれしい。

留学生の多くは、日本の学生と比べて自分
の意見をはっきりいうし、授業でも率先して
発言する。一緒に議論をすると、国による物
の考え方の違いも感じられて新鮮である。

日本の学生は、経営者、自営業、企業から
の派遣、社会人未経験など、バックグラウン
ドはさまざまである。話のなかにそれがにじ

研究理事

淀川高喜
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み出てきてとても面白い。

MBAは、普通の学生に比べても学ぶこと
に皆が一生懸命だし、企業のなかでの活動よ
りも学習密度が高いように思う。

一つは、それぞれの職場でもデキる人、あ
るいはそう自負している人が集まっているこ
とであろう。職場での経験を通じて身につい
た、優れた社会人としての自意識や振る舞
い、能力がそれぞれの学生の下地となってい
て、授業の場でもそれが感じられる。

また、多様な適性、才能、感性を持った人
が集まっていることだ。学生のそれぞれが、
さまざまな方向にさらに拡張可能な潜在能力
を持っているだけでなく、他者と協調できる
器の大きさを備えた大人なのである。だか
ら、お互いに他の学生から学び合える。学び
の場を盛り上げ、議論を深められるのである。

そして、社会において価値を生み出す人間
に飛躍することが、学生の共通の目標になっ
ている。学問的な探究心だけでなく、実務に
おける実践力を追求する意識で一致している。

授業では宿題もたくさん出て大変だが、皆
が真剣に取り組んでいる。私も人生でこんな
に一生懸命勉強したことはないかもしれな
い。会社に行きながら毎日学校に通い、週末
は宿題に追われるという生活を半年やってき
て、なんとか夏休みにたどりついた。

私は学びたいから学校に来たのだから、そ
れほどがんばらないで楽しくやればよさそう
なものだが、周りの学生たちが真剣なのでつ
られてがんばってしまう。でもそうやって真
剣になるからこそ面白いともいえる。

MBAの授業は、体力的にも大変だし、そ
れぞれの科目で会社とは違う頭の使い方を求
められるので、初めは切り替えが難しく、へ
とへとになった。長く会社で暮らしているう
ちに、通り一遍の物の考え方になっている。
特定の思考回路だけが鍛えられて、それにつ
いては早く判断ができる。一方で、一から考
えてみるとか、多方面から考え直してみると
いったことを、あまりしなくなっているの
だ。MBAの授業では、日ごろ使わない頭の
筋肉を使うので、頭が筋肉痛になった感じだ。

でも、しばらくたつと、たくさんやること
が重なっても、うまく切り分けて効率よくこ
なしていくのに慣れてきた。頭の使い方も少
しは柔らかくなってきたかもしれない。

私の場合、学校で学んだ知識を活かしても
っと出世しようだとかさらに新たな職業に転
身しようだとか、特に当てがあるわけではな
い。それよりも、自分の頭を再活性化し、自
分の来し方を見つめ直すには、学校に通うの
も良いことだと思い、学校に入ったのだ。

企業におけるMBAの価値については、最
近は疑問を投げかける向きもあるようだ。確
かに、学んだ知識をそのまま無批判に実業に
当てはめるのはどうかと思う。事実、学んだ
知識はすぐに古くなる。大事なのは知識では
なく、頭の筋肉を鍛え、人生への向き合い方
を変えることではないか。

これから１年半ほど学生を続けて、自分が
どう変わっているか、変わっていないのか、
楽しみである。機会があったら、学校へ通い
直してみてはいかがだろうか。

	 （よどかわこうき）
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中国に続き急拡大するインド国内市場
①「世界の市場」への変貌の兆し

インド国内市場が急拡大している。2010年
は8.5%のGDP（国内総生産）成長を遂げ、
11年も８%を超えると予測されている。筆者
は2005年から08年まで中国に駐在し、中国が

「世界の工場」から「世界の市場」に発展し
ていく大きな節目を目の当たりにした。世界
のブランド品を集めた大型ショッピングセン
ターに毎週末訪れる若者、大型連休に海外旅
行をする人々で混雑する空港、世界各国料理
のレストランで夜遅くまで食事をするビジネ
スマンや家族連れ──。最近インドを頻繁に
訪れているが、そのたびに、現在のインドに
もまさに当時の中国と同じような世界の市場
としての変化と勢いを感じる。

②人口ボーナスを迎えるインド
インド市場の最大の魅力はその巨大な人口

と若さであろう。現在の１人当たりGDPは
中国の３分の１程度とまだまだ小さいが、総
人口においては2025年に中国を上回って約14
億5000万人の世界第１位となり、世界人口の
18％に達すると「国連統計」で予測されてい

る。
また、中国は「一人っ子政策」の影響もあ

って若年人口が急速に低下しており、2035年
には00年時点の日本と同じ程度まで老齢化が
進み、早くも高齢化社会を迎えることにな
る。一方、インドは、老齢者率（65歳以上人
口比率）が５％と低く、これから2025年に向
けても、労働力率（労働力人口／15歳以上人
口）は90%を維持するとされている。これは
1980年代初頭の中国に類似しており、その
後、中国は急速な発展を遂げた。インドも、
現在に見られるような緩やかではあるが安定
的な所得水準の上昇が続けば、中国と同様、

「世界の市場」に変貌する潜在力は十分にあ
るといえよう。

③製造業育成がインドの課題
人口が増えても仕事がなくては社会不安を

招くだけである。インド政府も、この高い労
働力率に対して十分に雇用を供給できるよう
に、2000年以降は、IT（情報技術）に代表
されるサービス業の育成に力を注いできた。
現在は、産業全体に対する製造業の比率を上
げて、農村からの雇用を吸収していくことが

特集 急拡大するインド市場と日本企業の課題  1

急拡大するインド国内市場と
迫られる日本企業の戦略転換
中島久雄
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最大の課題となっている。
製造業を育成したいというインドに対し

て、日本企業が果たせる役割は大きい。日本
の持つ生産技術力、工場現場におけるマネジ
メント力は中国でも実証ずみである。日本の
製造業が、インドを生産拠点とした際の欧州
市場も含めたグローバルサプライチェーン

（国際的供給網）の再構築やインド市場の購
買力の発展に合わせた商品開発ができれば、
欧米企業、韓国企業、そして中国企業に競り
勝って、インドで成功できる可能性は十分に
ある。

④後押し材料を活用しきれない日本企業
歴史的な日印友好関係、ビジネス公用語と

しての英語の普及、デリー−ムンバイ産業回
廊（DMIC）構想に代表される日印政府共同
開発プロジェクトの推進、また最近では、日
印包括的経済連携協定（CEPA）の締結な
ど、日本企業のインド事業を後押しする材料
には事欠かない。日本企業もインドへの直接
投資を増やしてきており、2008年には中国へ
の投資を上回るほどに増大した。しかし、マ
ルチ・スズキ・インディアなどの成功例はあ
るものの、日本企業のインド事業は、先行す
る欧米企業や韓国企業に比して、必ずしも順
調とはいえない。

迫られる日本企業の戦略転換
①大都市中心から地域ドミナント拡大へ
では、日本企業のインド戦略において、何

を見直す必要があるのだろうか。本特集で
は、その戦略転換の方向について、大きく３
つの視点から述べている。第一論考の岩垂好
彦は、「大都市中心の戦略から地域ドミナン

ト戦略」への転換について論じている。現
在、多くの日本の消費財メーカーが、大都市
の富裕層だけを対象に高級商品を売り込む戦
略を取っているが、この方法だけでは、多様
で広大なインド市場をカバーし、かつ利益を
上げることは難しい。

大都市を「点」として捉えて事業展開する
のではなく、大都市周辺で新たに勃興する新
興都市や、比較的豊かな農民を背景にした地
方集客都市などを加えて、「面」で捉える地
域ドミナント的な考え方が必要である。

中国でも日本の消費財メーカーが、競争の
激しい大都市の百貨店やGMS（総合スーパ
ーマーケット）だけに高級商品を配架し、テ
レビ広告を打つことでブランド認知を高めよ
うとしているが、販売量は増えても一向に利
益が上がらずに苦しんでいるケースが多く見
受けられる。一方で、外資との合弁企業や中
国企業は、大都市の周辺都市や地方都市に広
がる伝統的な小規模チャネルをきちんとカバ
ーして、それらの都市に合った低価格商品も
開発し、ブランド構築と利益確保のバランス
をうまく取りながら事業を拡大している。

中国における地域ドミナント戦略の日本企
業の成功事例としては、1990年代に大衆ビー
ルを上海地区に絞って展開したサントリービ
ールがある。日本の消費財メーカーが現地化
を進め、中間卸を介さず零細小売店と直契約
をすることで、低価格でもきちんと収益の取
れるモデルをつくり上げることに成功したの
である。

インドでは、日本企業のこのような地域ド
ミナント戦略の成功例はまだ見られないが、
パナソニック電工が現地のアンカーエレクト
リカルズを買収したり、コクヨがカムリンを
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買収したりすることで、低価格商品と伝統的
販売チャネルを一気に手に入れようとする動
きが出てきたのは頼もしい。

インド市場に本格的に参入するに当たり、
中国と同じ轍を踏まないように、特定地域に
おけるドミナント展開、およびインド企業の
買収や合弁を通じた伝統的販売チャネルの獲
得など、日本企業は事前に的確な意思決定を
したうえで参入して欲しい。

②富裕層中心からインド・ミドルリッチ層
拡大へ

市場を「面」で捉えて事業を展開していく
には、大都市の富裕層だけではなく、地方都
市で急拡大する「インド・ミドルリッチ層

（世帯年収20万ルピー以上50万ルピー未満の
層）」、さらにはその予備軍（同９万ルピー以
上20万ルピー未満の層）に注目する必要があ
る。第二論考の石坂英祐は、これらインド・
ミドルリッチ層の最新消費動向を、野村総合
研究所（NRI）独自のアンケートをもとに、
４年前（2007年度）の調査結果と比較分析し
ている。インドには信頼に値する市場データ
が少なく、４年前と同じ手法で比較した石坂
の分析結果は貴重である。本論考で明らかに
なった課題として、

①若年層を対象にした先行的なブランド投
資

②インターネット上でのマーケティングの
重要性

③「パパママショップ」のような伝統的販
売チャネルへの深耕

──を挙げている。
これらの課題の多くは、この10年間で日本

企業が中国市場で直面した課題と全く類似す

る。インドにおいても中国においても、日本
企業のマーケティング戦略投資の失敗の原因
は「too small, too late（小さすぎるか、遅す
ぎる）」とよくいわれる。累積で見れば、日
本企業は欧米企業などと同じ金額をマーケテ
ィングに投じているケースもあるが、１回当
たりの投資が小さかったりタイミングが遅す
ぎたりして、結果として砂漠に水をまくよう
なことになってしまっている。

中国市場と同じように、インド市場も非常
に広大である。民族などの多様性では中国市
場以上でもある。日本企業にはぜひとも、イ
ンド市場全体をにらんだうえで、どのターゲ
ットセグメントにどのような順番で展開して
いくのかのマーケティング全体計画を立て、
集中分野には迷わず戦略的投資を早め早めに
行って欲しい。

③製品売り切り中心から設計・維持管理ビ
ジネスへと拡大へ

インド進出を考える日本企業の多くは、事
業上のリスクとしてインフラの未整備を指摘
するが、これはインフラ関連企業にとっては
大きな事業機会でもある。第三論考で植村哲
士は、日本のインフラ関連企業が、従来の製
品売り切りのビジネスモデルから、設計・調
達・ 建 設（EPC） や、 運 転・ 維 持 管 理

（O&M）の事業へと、バリューチェーン（価
値連鎖）上の事業領域を広げる戦略転換の必
要性を指摘している。

インド政府は2012年から第12次五カ年計画
を開始するに当たり、電力エネルギー、港
湾、交通、水、都市インフラなどの各分野で
投資計画を発表している。しかし中国政府と
異なり、インド政府の投資余力は限られてい
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る。政府の投資を待って機器調達に参加して
いるだけでは、ビジネスは拡大していかな
い。

先行する欧米企業は、インドのインフラ投
資計画を同事業への参入の好機と捉え、単純
な機器受注だけでなく、インド企業への出
資・提携などをすることで、EPCやO&Mへ
と、リスクを取って事業領域を広げている。

日本政府も、デリー−ムンバイ産業回廊構
想やインド南部中核拠点構想など、日印での
協力関係を引き出そうとしている。日本企業
は、これら官民連携（PPP）プロジェクト
に、インド企業との機能補完的な提携を活用
し参加することで、従来の製品売り切りビジ
ネスに加えて、設計から維持管理ビジネスへ
と事業拡大を果たして欲しい。

中国での苦い経験を
再び味わわないために

急拡大するインド市場に本格参入するに当
たり、日本企業は、これまでの新興国戦略や
グローバル戦略を総点検すべきである。

日本企業の経営者のなかには、中国におけ
る自社の事業展開を振り返り、「あのとき思
いきって投資しておけばよかった」「あのと
きの事業提携の話をもっと積極的に進めてお
けばよかった」と、新興市場に対する戦略的
意思決定の遅れを嘆く方も多いのではなかろ
うか。

インドは、中国に続く、アジア最大にして
最後の新興市場であり、その先の中東・アフ
リカへの玄関市場でもある。ここで失敗する
とその次はない。日本企業には、中国での苦
い経験を活かし、インドでは手遅れにならな
いよう、今こそ英知を結集してこの大市場を
勝ち取って欲しい。本特集がその一助になれ
ば幸いである。

著 者

中島久雄（なかじまひさお）
コンサルティング事業本部事業企画室長（前野村総
研〈上海〉有限公司総経理）
専門は新興国（特に中国・インド）における事業戦略、
販売チャネル戦略、企業経営戦略
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インドの消費市場の新局面と
日本企業の新興国市場戦略

CONTENTS Ⅰ　インドにおいて成長の壁に直面する日本企業
Ⅱ　戦略の見直し──市場の空白地帯
Ⅲ　細分化された「富裕層」市場
Ⅳ　日本企業の戦略オプションと本社の役割

1	 インドは、中国に続く成長著しい新興市場として注目されている。しかし、日
本企業に目を向けると、思い描いたような収益成長が達成できずに苦労してい
る企業が多い。

2	 日本企業の多くは、大都市の富裕層を対象に高級商品を売り込む戦略を描いて
いるが、対象とする顧客層、地域、ポジショニングは、必ずしも現地の実情に
合っていない可能性がある。

3	 インドの富裕層には、伝統的な価値観を持った富裕層もいれば、新興の富裕層
もいる。地域的な視点からは、地方や農村における購買力向上も視野に入れる
必要がある。

4	 インド、欧米、韓国、中国企業などが激しい競争を繰り広げるなかにあって
も、ターゲットを明確に絞り込んだ戦略によって勝機を見出すことが可能であ
る。

5	 今後発展が期待される新興国市場は、日本からの距離が遠くなじみのない市場
であり、厳しい競争のなかでの戦いが予想される。インドでの成功は、今後の
新興国市場戦略にとって試金石となる重要なステップになるであろう。

特集 急拡大するインド市場と日本企業の課題  1 

要約

岩垂好彦
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Ⅰ	 インドにおいて成長の壁に
	 直面する日本企業

1	 インドで収益が伸び悩む日本企業
インドは中国に次ぐ人口を抱える大国であ

り、安定的に高成長を続けている。欧米の先
進国や日本経済に停滞感が広がるなか、イン
ド市場に参入する日本企業が増えている。中
国とともに世界最大の市場となりうるインド
は、今後のグローバル戦略上、重要な市場で
ある。

しかし、インドの市場全体は伸びているに
もかかわらず、収益が期待したほど伸びてい
ない日本企業も少なからずある。それらの企
業は、①販路開拓、②サービス体制の確立、
③現地生産、④現地市場向け製品開発、⑤ブ
ランド認知度を高めるための広告宣伝──と
いった投資ができていない。

このため、日本や東南アジア、中国向けの
製品をインドに輸入して高値で販売している
ケースが多い注1。それでも、「大都市部には
富裕層も増えてきているだろうから、多少高
額の製品でも十分に市場はあるだろう」とい
うのが日本本社のスタンスである。

ところが、インドは中国や東南アジアの市
場とは異なるため、上述のような日本本社の
考え方ではなかなか成功しない。インドの大
都市の富裕層市場は底が浅く、競争も激し
い。ソニーやホンダなど現地で長年事業を展
開している企業および現地企業とのディスカ
ッションによると、現在、インドにおいて市
場の成長性が高いのはむしろ地方である。

戦線がグローバルに広がるなか、インドに
投下できる経営資源が限られるのであればな
おさら、ターゲットを絞り込んだ戦略と、そ

れを実現するための日本本社の関与およびバ
ックアップが必要である。

本稿では、筆者が過去５年間にわたり、企
業の経営者や各界の一線で活躍する人々、消
費市場研究者、学識経験者、政府高官、一般
消費者などとのディスカッションから得た知
見をもとに、地方に広がり始めた消費市場を
はじめ、日本企業には必ずしも広く認知され
ていないインド市場の特徴を踏まえつつ、日
本企業（主に消費財メーカー）の対応方向に
ついて提案する。

2	 苦戦する後発参入の日本企業
苦戦している日本企業の戦略スタンスは、

多くの場合「小さく始めて大きく育てる」方
針で、以下のような点でおおむね共通してい
る。

● 主なターゲットは大都市の富裕層
● 市場には後発参入（すでに先行企業があ

る）
● ハイエンド（高級）製品に特化
● 製品は輸入中心（価格競争力は弱い）
● 広告宣伝は必要最低限
● 代理店に販路開拓を委任
● サービス体制は販売量の増加に合わせて

構築予定
このような企業の製品は、小売店の店頭に

置かれていても、消費者に品質の高さが伝わ
らず、「わざわざ高いお金を払ってまで買う
気にならない」と受け止められていることが
多い。

（1）	 アフターサービスは品質の一要素

たとえば、デリー在住のある富裕層家族
は、かつて日本に住んだこともあり、ぜひ日
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本企業製の冷蔵庫を購入したいと思ってい
た。製品の表面の仕上がりの良さなど、日本
企業ならではの質感の良さを高く評価してお
り、たとえ高額であっても買いたいと考えて
いた。しかし、販売後のサービス体制が不十
分という販売店店員の説明を聞いて諦めてし
まった。

インドでは多くの地域で電力が不足してお
り、停電や電圧の変化などは日常よく起こ
る。また、首都デリーの冬は最低気温が５度
程度、夏は最高気温が40度を超えるという厳
しい気候条件である。大都市部では家の面積
が限られており、洗濯機は屋上やバルコニー
などに雨ざらしで置かれていることもよくあ
る。

そのような厳しい条件下では、「電気製品
などは故障しても仕方がなく、むしろ迅速に
サービス対応をしてくれることこそ重要であ
る」というのが、現地での受け止められ方で
ある。製品そのものの品質は高く評価されな
がらも、修理部品の配送が遅いなど、サービ
ス体制の不備のために支持されない日本企業
の製品は少なくない。

（2）	 価格が高いことについての納得性

日用品の分野ではヒンドゥスタン・リーバ
（ユニリーバの現地法人）、プロクター・アン
ド・ギャンブル（P＆G）、ジョンソン・エン
ド・ジョンソン（J&J）といった企業が先行
している。なかでも、乳幼児向けのトイレタ
リー製品分野はJ&Jの牙城である。乳幼児を
持つ母親に、「トイレタリー製品で最も信頼
のあるブランドは何か」と聞けば、10人中９
人あるいは10人がJ&Jと答える。市場での長
年の実績、全国に広く張りめぐらされた販売

網、積極的なプロモーションなどで信頼を得
ている。

そのように消費者の心理はJ&Jが独占して
いる市場に対し、最近では英国のマザーケ
ア、イタリアのキッコ、日本のピジョンなど
も高級ブランドとして参入している。これら
の新しいブランドは、J&Jと同等以上の価格
帯に商品を投入しているが、J&Jと比べる
と、店頭での商品の回転は遅い様子である。

消費者がこれらの商品を見かけても、「外
国の製品で品質は悪くはないかもしれない
が、実績のあるJ&Jよりもなぜ高いのだろう
か」と疑問に思い、購買に結びつかないこと
もしばしば起こっているようである。

品質の良さや価格の妥当性を消費者に伝え
るに当たって課題となるのは、販売店店員の
商品知識および説明力が一般的に低いことで
ある。店員教育をきちんと行う、消費者にサ
ンプルを配布する、あるいは広告宣伝するこ
となどによって、消費者に商品価値の高さを
認めてもらわなければならない。

3	 難しい先行投資の決断
インドは国土が広く、主要都市も全国に広

がっている（図１）。そのため、販売網やサ
ービス網を全国に展開することは、それだけ
でも大きな投資となる。

市場に後発参入すると、先行企業がすで
に、品質と価格のバランスについての価値観
を形成してしまっている。また、先行企業の
多くは現地生産をしており、コスト競争力が
高い。先行企業のハイエンド製品よりも高い
価格設定で市場参入する場合、なぜそのよう
な高い金額を出すだけの価値があるのかを消
費者に納得してもらう必要がある。
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しかし、マスメディア、なかでも影響力の
強いテレビ広告には多額の費用がかかる。成
功している先行企業では、全国規模の宣伝に
年間に50億円、70億円といった資金を投入し
ているところもある。「小さく始めて大きく
育てる」スタンスの企業からすると、そのよ
うな巨額の広告投資は難しい。

広告宣伝を積極的に行わないと、顧客から
の指名買いも入らないため流通も扱いたがら
ない。流通が扱わないと店頭に商品が出回ら
ないので、ブランド認知度は高まらないまま
という悪循環に陥る。

販路の開拓を代理店に任せている場合はな
おさら難しい。代理店は、「販売量を増やす
ためには価格を下げるべき」「広告宣伝に投
資すべき」といった提案をしてくることが多
い。しかし、高付加価値のプレミアム商品と
して売りたい日本本社の意向にはそぐわない
し、広告宣伝や現地生産をするための投資余
力もない。インド事業の担当者や現地拠点の
社員は、日本本社と現地の事情の間で板挟み
になっており、有効な手が打てない。販路や
サービス網の構築、積極的な広告宣伝、現地
生産によるコスト競争力確保といった先行的
な取り組みができないと、収益はなかなか上
がらない。

インド市場で成功しているといわれる韓国
のLG電子は、現地で2000億円を超える売り
上げを実現しているが、全国に40を超える支
店と数百にのぼるエリアオフィスを展開して
いる。日本のスズキの現地法人マルチ・スズ
キ・インディアも、全国に700の販売店と
2700を超える認定サービス拠点を展開してい
る。

これだけの販売体制の構築には多額の費用

がかかり、後から参入しようにも簡単には追
いつけない。インドの消費者を対象としたグ
ループインタビューでは、「このブランドは
インド市場で長く活動しているので信頼でき
る」といった発言もしばしば聞かれる。時間
が経てば経つほど、先行企業と後発企業の差
は拡大するばかりである。

Ⅱ	 戦略の見直し──市場の空白
	 地帯

それでは、これからインド市場に参入す
る、あるいはすでに参入している事業を大き
く伸ばすためにはどうしたらよいのであろう
か。先行している企業があるならば、その企
業と同程度の販路、製品・サービス、価格、

図1　インドの主要都市位置図

コルカタ

チェンナイ

Tier1都市圏
Tier2都市圏

デリー

バンガロール

ハイデラバードムンバイ

アーメダバード

注）Tier1都市圏：都市人口（稿末注2参照）が400万人以上、Tier2都市圏：都市人口
が100万人以上400万人未満

出所）India Censusなどをもとに作成
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プロモーションに追いつくために、思いきっ
た投資で一気呵成に体制を整えるのが理想で
ある。それが難しいのであれば、現地の実情
を踏まえたうえで、より絞り込んだ戦略とそ
の確実な実行が必要になる。

1	 大都市中心の展開の見直し
日本企業のインドへの進出は、デリー、ム

ンバイ、チェンナイ、バンガロールといった
いわゆるTier1注2の大都市から参入している
ケースが多い。投資余力が限られているな
か、初めは大都市から展開していこうという
スタンスである。

その背景には、「大都市ではインフラも整
備され、生活スタイルも西洋化が進んでいる
が、地方は所得水準も低くて収益性は悪いで
あろう」という印象が、特に日本本社側にあ
る。

確かに中国では、まず沿岸部の都市が発展
し、今は内陸部の市場へと成長が伝播してい
る。このため、沿岸部の一級都市、次に二級
都市、そしてその後に内陸部へ──というの
が中国における市場参入の一般的なコースで
ある。

しかしインドの場合、都市構造や州ごとの
独自性、文化の違いを考えると、中国でのや
り方が適切かどうかは再考する必要がある。

大都市市場から参入すること自体は誤った
戦略ではない。人の往来の多い大都市の市場
で存在感を高めることは、ブランドの認知度
を高めるうえでも重要である。

だが、インドの大都市にはほぼすべての競
合がひしめいている。ハイエンドからローエ
ンド（低価格）までプレーヤーが出そろい、
その多くは現地生産をしているためコスト競

争も激しい。
インドの場合、富は大都市だけでなく、そ

れに次ぐ規模の都市や地方にも幅広く分散し
ている。しかも大都市の富裕層の市場は底が
浅い（これらの事情は第Ⅲ章で詳述する）。

このため、多くの企業と大都市市場で争う
消耗戦によって疲弊するのではなく、一つの
大都市を中心に、その郊外都市および周辺の
地方都市を対象としていくことも一つの戦略
である。

2	 現地代理店の強みを活かした
	 販路開拓

販路開拓を現地代理店に任せているがなか
なか販売網が全国に広がらず、苦戦するケー
スも多い。

当該製品の分野で有力な代理店と組んでい
て、全国各地の二次代理店や卸売業者にも名
前の通った代理店ではあるが、拠点とする都
市以外での販売がどうも広がらないというこ
とがよくある。

インドは英国からの独立の際、言語や文化
が異なる地域ごとに州を形成した。また、商
人のカースト（身分制度）は「Bania（バニ
ア）」と呼ばれ、彼らはそれぞれの地方で長
年にわたって同じカースト内の閉じた付き合
いをしてきた。このため、ある特定の州で有
力な代理店であっても、他の州ではなかなか
販路を開拓できないということはよくある。

また、代理店側に市場開拓の意欲がどの程
度あるのかも見極める必要がある。特に消費
財については、消費者が欲しいといってくる
製品を置いているだけという小売店が多く、
しかもディストリビューター（販売流通業
者）や卸売業者も、小売店が求めるものを右
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から左へ流しているだけというのが実態であ
る。

流通業者のなかには、品ぞろえを広げて取
引コストを増やし回転の低い商品を扱うくら
いなら、トップ３ブランドを扱っていればよ
いというスタンスも少なからずある。

そのような状況では、ブランド認知度がよ
ほど高い製品でないかぎり、代理店任せで市
場を開拓していくのは困難である。せいぜ
い、その代理店の本社のある州ぐらいは任せ
られても、文化や言語の違うエリアまで任せ
るのは難しい。

このような視点からも、全国に散在する大
都市から順に市場展開することは、必ずしも
得策ではない可能性がある。代理店とともに
協力して自社の社員も配置し、その代理店が
強い地盤を持つ地域に根を下ろし、まずはそ
の地域できちんと体制を整えてから次の都市
へと拡げていくことも考えられる。

3	 製品のポジショニングと
	 コスト競争力

インドは価格に厳しい市場である。インド
において洗濯洗剤などの生産立ち上げと市場
投入に携わってきたP&Gインド法人の元副
社長は、「値段をいくらに設定するのかを先
に決めてから生産や販売の体制を立ち上げ
た」と語っている。同社は2004年ごろ、洗濯
洗剤の価格を一気に最大40%も引き下げ、競
合に先んじてシェア拡大を図ったこともあ
る。

消費財ではないが、ある日本の事務機器メ
ーカーは後発であったため、先行他社よりも
戦略的に低い価格設定をして市場に参入し
た。その結果、一気にシェアが拡大し、最終

的に自社が価格主導権を取れるようになっ
た。

日清食品の即席麺「トップラーメン」は、
店頭で見るかぎり、インドの即席麺市場で最
大シェアを持つネスレの「マギー」よりも１
ルピー（約1.8円）程度安い価格設定となっ
ている。インドで即席麺市場が拡大するな
か、日清食品も売り上げを大きく伸ばしてい
る。

後発で市場参入する場合、すでに市場にあ
る製品よりも高い価格設定では、ブランドや
品質、価値の認知度の向上に時間がかかる。
そのため、①現地生産により価格を下げる、
②容量を小さくして１購入当たりの消費者の
支出額を下げる、③製品ラインナップを拡充
し、ハイエンド製品は投入しつつも価格競争
力のある中級商品で販売数量を稼ぐ──な
ど、製品のポジショニングや価格設定につい
ての工夫が必要となる。

Ⅲ	 細分化された「富裕層」市場

1	 全国に散在する富裕層
多くの日本企業は、インドの「富裕層」の

実態を十分に把握できていない。
インド市場への参入を検討する段階では、

富裕層の全体がどの程度の規模であるかを把
握するぐらいでも十分であろう。しかし、ひ
とたび参入し、高い収益を上げていこうとす
るならば、ターゲットを絞り込んだ戦略を立
案する必要がある。

世帯年収が50万ルピー（日本円換算で約90
万円）以上の世帯を富裕層とすると、富裕層
の世帯数は全世帯の3.4%程度にとどまる（次
ページの図２）。それでも、インドの総人口
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は12億人であるため、世帯人員数が一定とす
れば、上位3.4％だけを対象にしても4000万
人の大市場となり、さらにそれに次ぐイン
ド・ミドルリッチ層の一部まで取り込めば、

十分に大きな市場になる。そこまでを顧客層
としてねらうという日本企業が多い。

しかし、現実はそれほど単純ではない。特
に大都市を中心に展開している日本企業は、
これら4000万人が都市部に存在しているとい
う前提で戦略を立案しているケースが多い
が、それは必ずしもインドの現実を正しく捉
えているとはいえない。

インドはもともと多数の藩王国から成り立
っており、各王国に豊かな人とそうでない人
がいた。中国のように、特定の都市や地域だ
けが先行的に豊かになっているわけではな
い。全国の所得の分布を見ると、上位20都市
に30.8%、その他の都市に13.1%、地方には実
に56.1%の富が存在している（図３）。したが
って、上位3.4%の富裕層をすべてターゲット
にしようと思えば、都市部はもちろん、地方
も含めたすべてを市場として取り込む必要が
ある。

2	 地理的な視点で見た
	 富裕層の３タイプ

インドの富裕層は、居住地別に大きく以下
の３つのタイプに分けて把握できる。

①大都市中心部に住む旧来からの富裕層
②大都市近郊の衛星都市などに住む新興の

富裕層
③地方都市に住む資産家の富裕層
筆者が、インドでは大都市だけにこだわら

ないほうがよいと考えている最大の理由は、
①の大都市中心部の裕福な地区に住むのは、
伝統的な価値観を持った富裕層が多いためで
ある。

インドの大都市中心部を見渡すと、埋め立
て地であるムンバイだけは建物が高層化して

図3　インドの所得の地域分布

上位20都市
30.8%

地方
56.1%

その他の都市
13.1%

出所）Rajesh Shukla“How India Earns, Spends and Saves:
Unmasking the Real India,”New Delhi: SAGE and
NCAER-CMCR, 2010

図2　インドの所得階層別世帯数分布

注）1Rs（ルピー）＝1.8円、2001年価格
出所）NCAERのデータをもとに推計

9万以上20万Rs未満 35.2%
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3.4%

11.5%

100万Rs以上
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いるが、デリー、チェンナイ、バンガロール
などでは高層ビルが少ない。2010年秋、デリ
ーを25年ぶりに再訪した日本のあるデベロッ
パーの方は、「25年前と全く変わっていな
い」という認識であった。

これらの地区は、遺跡や自然保護のために
開発規制がかかっているところが多いうえ
に、既存の所有者が土地を手放さず注3、民
主主義的な制度のもとでは移転を促したり強
制的に退去させたりするのも難しい。このた
め再開発が進まず、古くからの住民が住み続
けていることが多い。

この結果、大都市の中心部には、過去10〜
20年の間に興ってきたIT（情報技術）や通
信などの新興産業は比較的少なく、中小も含
めた企業経営者など昔からの富裕層が多いの
である。

一方、②の新興の富裕層は、勤務先が大都
市の外縁部や郊外の衛星都市などにあるた
め、そうした地域に集積する傾向がある。彼
らは外資系企業に勤めたり、外国との取引の
多いIT産業や携帯電話等の通信事業など近
代的産業に従事したりしている。日常業務の
なかで異文化に触れる機会も多く、収入は毎
年10%以上も安定的に伸びてきたような人々
である。

生活スタイルの西洋化も進んでいる。外国
ブランドの国際的な評判についても相応の知
識を持っており、信頼できるブランドの選別
も自分自身で可能である。外国旅行に行く家
族もいるし、中華料理やパスタ、ピザなどの
外来料理にも抵抗感がない。

さらに③として、農村も含めた地方都市に
おいても、主に土地の価格上昇などで資産価
値が上昇した人々が活発に消費をするように

なってきた。最新の電気製品や自動車など
に、多くの注文が入ってきている。

これらの消費者の違いについて、もう少し
詳しく説明する。

3	 価値観が保守的な伝統的富裕層
インドは英国からの独立後、長らく社会主

義的・閉鎖的な経済運営を続けてきた。この
ため、ほとんどの産業部門で内国資本中心の
産業構造となっていた。国際的な競争にさら
されていないぶん、品質の低い製品も少なく
なかった。

インドの消費者は、国内市場で評価の確立
していないブランドの製品を買うことに慎重
になりがちだといわれている。特に保守的な
消費者にその傾向が強い。筆者がインド人家
庭を訪問調査したなかから興味深い事例を挙
げる。

デリー市内西部のPunjabi Bagh（パンジ
ャビ・バーグ）という、古くから富裕層の居
住するエリアの家族についてである。彼らは
一戸建ての広い立派な家に住み、家にはエレ
ベーターを備え、屋内には滝が流れていた。
家財はひととおりそろっているが、ブラウン
管テレビもまだ使っている。日用品や食品
は、近所のよろず屋さんが毎日届けてくれ、
自分たちで買い物に出かけることはあまりな
い。食事は家族がそろって、その家に代々受
け継がれてきたレシピのインド料理を食べて
いる。旅行をすることはあっても国内が中心
で、外国には出かけない。典型的な旧来型の
インドの家族像である。

インドはネルー首相の時代から、外国企業
や大企業に支配されない産業構造を目指して
きたため個人事業主が多い。大都市中心部に
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住む伝統的な富裕層の典型例は、数十人から
数百人程度の従業員を雇用する企業経営者な
どである。

大都市中心部にも進歩的な富裕層がいない
わけではないが、上述のような旧来からの富
裕層が多く居住している。

4	 衛星都市に住む新興富裕層
この大都市中心部の富裕層と対照的であっ

たのが、IT産業が集積することでインドの
新興都市となったバンガロール郊外に住む世
帯である。

この世帯では夫婦（30代後半）ともに外資
系IT企業に勤務し、妻はIBMインド法人の
財務副社長を務める。中上流層向けのマンシ
ョンに夫婦と子ども１人、妻の親と同居して
いる。家の広さは70m2程度とそれほど広く
はないが、ソニー製の液晶テレビなど最新の
電気製品を持ち、自家用車は夫と妻がそれぞ
れ１台ずつ所有する。買い物は週末にまとめ
てスーパーですませている。インド料理以外

にもパスタなどを食べ、長期休暇になれば外
国旅行にも出かける。インドのなかでは生活
スタイルが西洋化した家族の例である。

バンガロールの都市構造を見ると、市の中
心部から20kmほどのところにホワイトフィ
ールド、エレクトロニクスシティといった
IT産業の集積する新興の街区が開けている。
トヨタ自動車の現地拠点や新国際空港なども
市の中心部から30km程度離れた郊外にあ
る。新興の富裕層はそのような街に住んでい
る（図４）。

過去10年、インドの経済成長を支えてきた
のはITや通信などの産業であったが、大都
市の中心部はコストが高く、開発規制なども
あってスペースの確保が難しかったために、
これらの企業は市の外縁部からさらに郊外へ
と立地していった。この結果、大都市の市域
が拡大したり、大都市周辺に衛星都市が次々
と生まれたりしている。

たとえばデリーでも、市の中心部から国道
８号線沿いに30kmほど南西に下った郊外の
衛星都市グルガオンに大規模な近代的オフィ
スビルが建ち並び、IT、通信、対事業所サ
ービスなど新興産業が集積している。チェン
ナイでは、「IT回廊」と呼ばれる郊外のエリ
アに新興の富裕層が集中している。

新興の富裕層は、このような大都市外縁部
や郊外の衛星都市で次々と生まれている。

5	 裕福なインドの地方市場
もう一つ注目すべきは、インドの地方市場

である。
韓国企業はすでに数年前から、また日本企

業も最近になって、「購買力の高い市場」と
して地方市場に注目している。インドで幅広

図4　バンガロールにおけるIT（情報技術）産業拠点などの位置
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い販売網を展開している企業とのディスカッ
ションでは、販売の伸び率が最も高いのは
Tier3都市であるという指摘を受けることが
多くなった。

ムンバイから北東に350kmほど内陸に入っ
たオーランガバードという地方都市は、メル
セデス・ベンツを150台もまとめて注文した
ことで一躍有名になった。それも、「Ｓクラ
ス」や「Ｅクラス」など、上位車種が半分以
上を占めている。

インドの地方や農村は、果てしない貧困の
広がるBOP（ベース・オブ・ピラミッド）
市場では決してない。14ページの図３ですで
に見たように、インドの所得の５割以上は地
方にあり、地方世帯の約６割は土地所有者で
ある（図５）。彼らは、富を有しているうえ
に不動産価格の上昇により保有資産額が増
え、消費を活発化させている。

インドには信頼できる不動産統計情報がな
い。相対取引が多く、価格の決め方も一定で
ないためである。現地不動産デベロッパーへ
のヒアリングによると、現在の土地所有者に
対して、将来の開発利益を還元することを条
件に土地の開発権を確保しているケースもよ
くあるという。こうしたケースでは、土地の
所有権が移転したのかどうかも不明確で、現
時点での土地価格がいくらなのかもよくわか
らない。

しかし、一般的に主要街道沿いやIT企業
がオフィスを展開する地方の小さな町の周辺
などでは、荒野のような何もないところでも
資産価格が上昇しているといわれている。

2006年に在印日本大使館が、日本企業向け
工業団地のための用地を確保しようと、デリ
ーから国道８号線に沿って土地をくまなく探

したものの、ほとんどの土地は現地不動産デ
ベロッパーや個人投資家によって押さえられ
ていたという。一団の工業適地を見つけたの
は、デリーから120km近く離れたラジャスタ
ン州のニムラナであった。120kmは、東海道
新幹線で東京から三島までの距離に相当す
る。

この逸話が示すように、主要街道沿いを中
心に、地方都市や農村まで含めて土地価格が
上昇している。この結果、資産効果によって
地方の消費が盛んになっている。

韓国やインドの電機メーカーへのヒアリン
グによると、このような地方市場では、電気
製品でいえば、冷蔵室と冷凍室が左右に分か
れた、米国などでよく見られる大型の高級冷
蔵庫（Side by Side〈サイド・バイ・サイ
ド〉）、最新の携帯電話端末、32インチの液晶
テレビなどがよく売れているという。

彼らの消費意欲は高く、ケーブルテレビな
どを通じて最新の製品情報に関する知識もあ
り、購買力も高い。比較的評価の定まったブ
ランドを中心に選ぶ傾向が強いといわれるた

図5　インドの地方世帯の土地所有割合

土地所有なし
38.3%

0.1ha以上1ha未満
30.5%

1ha以上
2ha未満
13.5%

4ha以上
10ha未満

10ha以上

2ha以上
4ha未満

9.9%

2.2
%

出所）Rajesh Shukla“How India Earns, Spends and Saves:
Unmasking the Real India,”New Delhi: SAGE and
NCAER-CMCR, 2010
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め広告宣伝などによるブランド認知度の向上
は必要であるものの、有望な市場である。

Ⅳ	 日本企業の戦略オプションと
	 本社の役割

前章までで見てきたように、インドでは
「大都市部の富裕層」という大雑把なターゲ
ット設定をしていては、過当競争のなか、現
場では消耗戦となっている可能性がある。

本稿の最後に、インドのどのような地域に
ターゲットを絞り、どのような展開をすべき
か、またそれに対して日本本社がどのように
関与していくべきかの一つの提案を示す。

1	 新興都市をターゲットとした展開
大都市近郊の衛星都市には新興の富裕層が

集まっており、生活スタイルも西洋化が進ん
でいる。彼らは、旧来型の富裕層よりも新し

い外国製品に対する受容性が高いと考えられ
る。

それでは、新興の衛星都市はどこにできる
のであろうか。そのような都市の形成には３
つのタイプが見られる。

第１に、大都市の市域拡大によって、今ま
では都市郊外であった地区が新たに整備さ
れ、都市機能が集積するタイプ。

第２に、日本の業務核都市（横浜市、八王
子市など）のように、大都市中心部から30〜
50km圏に発展する衛星都市のタイプ。

第３に、既存の大都市から50〜100kmほど
離れ、既存都市とは経済的な結びつきのほと
んどない都市が建設されるスタンドアローン
タイプ。

──である。第１の大都市の市域拡大は、
たとえばムンバイ、チェンナイ、ハイデラバ
ードといった都市で計画されている。既存の
市域内は市政府がそれぞれ都市インフラを整
備しているが、その周辺は開発が遅れてい
た。そのような市の外縁部で新しい街づくり
が進んでいく可能性が高い（図６）。

第２の大都市中心部から30〜50km圏の衛
星都市は、IT産業の立地展開が一つの目安
になる。インドのIT産業は欧米からのアウ
トソーシング（外部委託）を請けて成長して
きたという背景があり、優秀な人材確保とと
もにコスト競争力の維持が不可欠である。こ
のため、当初IT産業はバンガロール、チェ
ンナイ、ハイデラバードなど南部の大都市郊
外に立地していたが、次第に近隣の町にも拠
点を構えたり、Tier2やTier3都市に展開した
りしている。その結果、ITをはじめとした
オフィス街が形成され、さらにIT産業に関
連する支援産業が集積して地域の所得が向上

図6　チェンナイ市の市域拡大計画

注）http://www.chennaicorporation.gov.in/images/COC_City_
　　Map.pdfを参考にした
出所）各種資料より作成

チェンナイ市

北
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表1　Wipro（ウィプロ）およびWipro Infotech（ウィプロインフォテック）の立地都市と拠点数

州 都市 拠点数

Karnataka Bangalore（バンガロール） 17 

（カルナータカ） Mysore（マイソール） 1 

Mangalore（マンガロール） 1 

Belgaum（ベルガウム） 1

Hubli（フブリ） 1 

Raichur（ライチュール） 1 

Tamil Nadu Chennai（チェンナイ） 6

（タミルナド） Coimbatore
（コインバトール）

1

Kerala Kochi（コチ） 2 

（ケーララ） Thiruvananthapuram
（ティルバナンタプラム）

1

Andhra Pradesh
（アンドラプラデシュ）

Hyderabad
（ハイデラバード）

2

Secunderabad
（セカンダラバード）

3

Vijayawada
（ヴィジャヤワーダ）

1

Maharashtra Mumbai（ムンバイ） 5

（マハラシュトラ） Navi Mumbai
（ナビ・ムンバイ）

1

Panvel（パンベル） 1

Pune（プネ） 4

注）濃いアミ掛けはTier1都市
出所）WiproのWebサイト情報より作成

州 都市 拠点数 

Rajasthan（ラージャスタン） Jaipur（ジャイプル） 1
Gujarat（グジャラート） Ahmedabad

（アーメダバード）
1

Baroda（バローダー） 1
Goa（ゴア） Goa（ゴア） 1 
Delhi（デリー） Delhi（デリー） 5 
Haryana（ハリヤーナー） Gurgaon（グルガオン） 2
Madhya Pradesh
（マディヤプラデシュ）

Bhopal（ボーパール） 1 

Uttar Pradesh
（ウッタルプラデシュ）

Lucknow（ラクナウ） 1

Uttarakhand
（ウッタラーカンド）

Kotdwar（コッドゥヴァラ） 1 

Chhattisgarh
（チャッティースガル）

Rajipur（ラジプル） 1 

West Bengal（西ベンガル） Kolkata（コルカタ） 5 
Assam（アッサム） Guwahati（グワハーティー） 1 
Orissa（オリッサ） Bhubaneshwar

（ブハネシュワル）
1 

Bihar（ビハール） Patna（パトナ） 1 
直轄領 Pondicherry

（ポンディシェリ）
3 

Chandigarh
（チャンディーガル）

1

図7　マヒンドラ・ワールド・シティ

オフィスワーカー向け住宅 BMW工場

商業施設 国際学校
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していく。
前ページの表１は、インドを代表するIT

企業であるWipro（ウィプロ）グループのオ
フィス立地都市の一覧である。７つのTier1都
市はもちろん、その周辺の衛星都市（セカン
ダラバード〈Secunderabad〉、ナビ・ムンバ
イ〈Navi Mumbai〉、パンベル〈Panvel〉
他 ）、Tier2都 市（コチ〈Kochi〉、コイン
バトール〈Coimbatore〉他）、さらには地方
の小さな町（フブリ〈Hubli〉、ライチュール

〈Raichur〉など）にも展開している。
第３のスタンドアローンタイプの都市建設

の場合、既存の都市との連携は少ないが、そ
の代わり、都市内に就業の場、住宅、教育機
関、医療機関、レジャー施設など生活に必要
なものはひととおりそろった、文字どおり都
市そのものを建設する。開発規模も東京都の
品川区の面積と同程度であるなど大規模なも
のが多い。

まるでアラブ首長国連邦のドバイの高層ビ
ル街を想起させるようなグジャラート国際金
融技術都市（Gujarat International Financial 
Tech City、グジャラート州）、自動車の設
計開発拠点およびBMWの組み立て工場など
が立地するチェンナイ郊外のマヒンドラ・ワ
ールド・シティ（タミルナド州、前ページの
図７）など、このような街づくりが目白押し
である。

これら大都市近郊のスタンドアローンタイ
プの新興都市は、これまで都市機能があまり
整備されていなかった場所に、近代的な街づ
くりが行われるものである。そこで展開され
るのは、カースト制度に縛られた伝統的な個
人商店や旧来的な価値観に基づく生活スタイ
ルではない。近代的で西洋化された、世界各

地で共通に見られる中間所得層以上の生活空
間である。

このような新しい都市に焦点を絞って販路
を確立し、市場をしっかり取り込む体制を確
立することが望まれる。

インド全国に何十という支店を持つような
先行企業は、すでにそれなりの規模になった
都市を中心に展開してはいるものの、上述の
ような新興都市の販売網は必ずしも充実して
いないという指摘もある。

このような新興都市も、いずれは激しい競
争にさらされる可能性もあるが、それでも後
発企業が入り込む余地の残された市場である
といえる。

2	 市場としての地方集客都市
前章で、インドの地方は豊かであることを

示した。しかし、すべての地方、すべての農
村が高額消費の舞台になっているわけではな
い。資産価格が特に上昇しているのは、大都
市間を結ぶ国の主要基幹道路沿い、あるいは
そうした主要基幹道路から分岐して各地域の
主要都市を結ぶ道路沿いなどが中心になって
いる。民間デベロッパーの投資だけでなく、
インド政府もこれらの場所で道路開発用地を
購入している。

ただし、豊かになったとはいえ、あまりに
も小さな町や遠隔地の農村の小売業は進展し
ていない。そうした地方の住民たちは、家か
ら近い主要街道沿いにある店まで買い物に行
ったり、近隣の町やTier3都市まで買い出し
に出かけたりしている。インド消費者研究で
有名なRama Bijapurkar（ラマ・ビジャプル
カル）氏によれば、80kmぐらい離れた町ま
で買い出しに出かけることさえあるという。
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地方には、そのように周辺から人々が集ま
る「集客都市」とも呼ぶべき都市がある。

デリーとムンバイを結ぶ産業大動脈、ムン
バイからプネ、バンガロールを経てチェンナ
イに至る南部回廊など、参入に当たっては特
に発展の著しいエリアを特定することが重要
である。

3	 地域ドミナント戦略
LG電子やマルチ・スズキ・インディアと

いった先行企業に追いつくには、これらの企
業が10年、20年かけて築いてきた全国の販売
網・サービス網を数年のうちに一気に構築す
るか、それだけの販売網を持つ現地企業を買
収することが一つの方法であろう。

実際に、パナソニックグループは自社ブラ
ンドの専売店網を急速に拡大したり、パナソ
ニック電工（松下電工、当時）では、全国に
販売網を有する現地企業のアンカーエレクト
リカルズを500億円かけて買収したりしてい
る（金額は報道ベース）。

しかし、それだけの投資を一気呵成に実現
するのが難しい場合には、地域を絞った地域
ドミナント的な展開が考えられる。たとえ
ば、マハラシュトラ州は州内に１億人の人口
を抱える巨大な州である（図８）。インド最
大の都市ムンバイとその周辺地域に2300万人
が集まり、さらにTier2都市であるプネを含
む県には940万人。メルセデス・ベンツを150
台発注したオーランガバードを含む県にも
370万人と、州北部の主要地域を押さえるだ
けでも大市場となる。

ムンバイ中心部の激戦区から郊外の新興都
市やTier2都市、地方集客都市などに販売網
を丹念に構築し、地域のターゲットに絞って
広告宣伝も積極的に展開することによって、
州内でブランド認知度が向上していく可能性
がある。

ムンバイにはグジャラート州の出身者が多
いといわれているので、マハラシュトラ州で
成功すれば、次はグジャラート州に展開して
いくことも考えられる。

図8　マハラシュトラ州北部の人口分布

出所）2011年India CENSUS

Nagpur
460万人

Jalgaon
420万人 Amarvati

280万人
Buldana
250万人

Raigarh
260万人

Dhule
200万人

Aurangabad
370万人

Chandrapur
220万人

Mumbai
（郊外）
930万人

Thane
1100万人

Nasik
610万人

Yavatmal
280万人

Ahmadnagar
450万人

Nanded
330万人

Latur
240万人

Mumbai
310万人

Pune
940万人

Satra
300万人

Solapur
430万人
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インド企業には、そのように特定の市場で
地歩を固め、他州に展開していった事例が見
られる。シャンプーの「Chik（チック）」ブ
ランドを持つ1983年創業のCavin Kare（キ
ャビンケア）は、もともとは南部のチェンナ
イの企業で、まずは地元南部のタミルナドゥ
州で成功し、南部各州でブランドの認知度を
上げると、次に北部の食品や飲料の企業を買
収するなどして全国に販路を広げていった。
今では全国に展開するブランドとして、現地
では広く知られている。

米国のウォルマート・ストアーズも第１号
店舗は、競争が比較的緩いパンジャブ州に開
店したし、リライアンス財閥のリライアン
ス・デジタルという家電量販店も、都市の高
コストや過当競争を避けてTier2都市から参
入し、競争力をつけてから徐々にTier1都市
へ参入する戦略を取っている。

限られた経営資源を効果的に活用するため
には、このように地域を特定し、そこでの成
功をもとに他地域へと展開していくことも有
効である。

競争の厳しいなかで、製品セグメント、顧
客セグメント、地域セグメントを的確に見極
めていくことが重要である。

4	 現地企業との提携による
	 コスト競争力強化

コスト競争力強化のためには、現地生産も
視野に入れる必要がある。品目ごとに異なる
関税をよく見極める必要があるが、製品より
も部品・材料で輸入したほうが安いのであれ
ば、それらを輸入して現地で完成品に仕上げ
るような工場を持つことも有効である。ゼロ
からの投資は多額の資金がかかるが、現地企

業への生産委託や工場の買収などで実現して
いくことが考えられる。

前述のとおりパナソニック電工が買収した
現地企業アンカーエレクトリカルズの工場
は、グジャラート州のカッチなど大都市から
遠く離れた地方にあった。日本企業が自社で
工場を建設しようとすると、どうしても日本
からアクセスの良い場所を選びがちだが、そ
れではコストがかかりすぎる。これからの新
興国で通用するようなコスト競争力の高いも
のづくりは、現地企業と協力してつくり上げ
るほうがより現実的である。

5	 日本本社のグローバル戦略の
	 実力が問われるインド市場

最後に、日本本社の役割について確認して
おきたい。

インド戦略をきちんと描き勝ち抜けるかど
うかは、今後グローバルの新興市場で勝てる
かどうかの試金石となる。

なぜならばインドは、日本人にとってなじ
みの深い中国や東南アジアとは異なる特徴を
持った市場だからである。長い歴史のなかで
は、西アジアや中近東、それに英国を中心と
した欧州の影響を強く受けている。日本から
の距離も遠く日本本社の目が届きにくい。現
場のことは、遠い日本本社が口出しするので
はなく、現地に任せたほうがよいことが多
い。

一方で、現地拠点にしてみれば、遠い異国
の地で巨大な多国籍企業やインド企業との激
戦を強いられているのにもかかわらず、日本
本社の関心や理解度が低く、経営資源の補給
も逐次投入のため思いきった展開ができない
というケースが多い。



23インドの消費市場の新局面と日本企業の新興国市場戦略

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

ある日本企業の現地拠点長が、「インド事
業はガダルカナル島の戦い」と比喩したこと
もある。中途半端な経営資源の補給では、十
分な戦力とならず討ち死にしてしまう。現地
では何をすれば収益が上がるのかを理解して
いながら、経営資源がなくその手立てが講じ
られないという場合は非常に多い。

今後発展が期待される新興国、たとえばブ
ラジル、トルコ、中央アジア・西アジア、北
アフリカといった国や地域は、インドよりも
さらに遠く、日本企業にとってなじみの薄い
国ばかりである。

このような新興国で成功していくには、中
長期のグローバル戦略を立て、市場の特徴や
競合の状況なども踏まえたうえで、どの地域
にどの程度の経営資源を、どのようなタイミ
ングで投下していくのか──といったロード
マップを描いておく必要がある。

日々のオペレーション（運営）は現地に任
せつつ、必要な経営資源は計画的に投下し、
人材育成や販路開拓、ブランド構築といっ
た、時間も手間もかかる取り組みについて
は、着実に実行していく必要がある。

6	 着実な戦略実行でまず地歩固めを
インドの経済成長は、中国の７、８年遅れ

と認識されることが多い。中国よりも10年ほ
ど遅れて経済の自由化が始まり、１人当たり
GDP（国内総生産）の推移を見ると、確か
に７、８年前の中国の水準にある。

しかし、市場の特徴や競争の状況は異な
る。欧米、韓国、台湾企業はすでに相当な額
を投資し、広い国土への販売網の整備やブラ
ンド認知度の向上に努め、有力な現地企業と
手を組んだり買収をしたりしている。

インドは将来性の豊かな市場ではあるが、
席は埋まりつつある。「小さく始めて大きく
育てる」戦略であっても、まずはどこに焦点
を絞って始めるのかをよく見極め、そこで確
実に実績を上げて地歩を固め、次のステップ
へと備えていくことが必要である。

注

1	 インドの通貨ルピーは減価傾向で、外貨建て商
品はルピーに換算すると価格が上がり続ける。
また、インドはWTO（世界貿易機関）に加盟し
ているものの、特に完成品には多くの製品分野
で高関税が残っている

2	 本稿では次の定義としている。Tier1：都市人口
が400万人以上。Tier2：同100万人以上400万人
未 満、Tier3： 同50万 人 以 上100万 人 未 満、
Tier4：同50万人未満。また、都市人口とは、就
業年齢に当たる男性の75％以上が農業以外の定
職に就いており、人口密度が１km2当たり400人
以上で、１地方当たり（１行政区分当たり）人
口5000人以上の地域に住んでいる人口を指す

3	 インドには相続税がないため、不動産はそのま
ま遺産として受け継がれることが多い
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インド・ミドルリッチ層の生活スタイル変化に
対応するためのマーケティング戦略

CONTENTS Ⅰ　インドにおけるミドルリッチ層の重要性
Ⅱ　インド・ミドルリッチ層の生活変化
Ⅲ　インド・ミドルリッチ層の消費意識・行動変化
Ⅳ　インド・ミドルリッチ層に対するマーケティング戦略のポイント

1	 新興国として注目を集めているインドの消費市場に日本企業が参入していくた
めには、今後の消費拡大を牽引すると考えられる「インド・ミドルリッチ層」
に目を向けることが重要である。急速に世帯数が拡大しつつあるインド・ミド
ルリッチ層は、日本企業が得意としてきた「品質」を重視し始める傾向にあ
り、日本企業の強みが活かせられる可能性を持っている。

2	 インド・ミドルリッチ層が重視する「品質」を理解するとともに、「価格相場
観」を踏まえた商品を提供することが重要である。現地の生活に即した消費者
理解や、流通チャネルを利用した価格調査など、多面的な検討が重要である。

3	 インド・ミドルリッチ層の間では、家庭内を含め、インターネットの利用が着
実に増加しつつある。マス広告に加え、インターネットの活用により、品質に
対する意識が高い層へのアプローチが可能となる。

4	 インド・ミドルリッチ層が購入時に利用するチャネル（小売業態）は、所得の増
加に伴いスーパーマーケットが増加する傾向が見られるが、個人商店などの小
規模チャネルへの依存度が依然として高い。参入を図る企業には、商品のパッ
ケージや売り方で小規模チャネルでの販売を意識した工夫が求められる。

5	 インターネットの普及を背景に情報収集力が高まるなか、商品についての評判
や「ブランド」を重視する人々が増えている。若年層を中心とするそうした
人々に向けて、購入時のみならず、アフターサービスの充実など、「評判」を
高めながらブランドを根づかせ、将来の顧客を育てることが重要である。

特集 急拡大するインド市場と日本企業の課題  1 

要約

石坂英祐
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Ⅰ	 インドにおけるミドルリッチ層
	 の重要性

新興国として注目されるBRICs ４カ国（ブ
ラジル、ロシア、インド、中国）のなかで、
インドは大きな人口（約12億人）を抱えるも
のの、１人当たりGDP（国内総生産）では
４カ国中で最も低い。IMF（国際通貨基金）
による１人当たりGDPの予測を見ると、2015
年の時点でも約1900ドルと、BRICs ４カ国の
なかでは依然として低い値にとどまる（表１）。

その背景として、インドでは州単位の政治
運営が中心となっており、中国のような中央
政府主導による大規模な経済振興策の実行が
難しいこと、また、膨大な人口を抱える一方
で教育程度のばらつきも大きく、多数の貧困
層が存在すること──などが挙げられる。

このようなインドの消費市場をビジネスと
して捉えるためには、ターゲットとする消費
者層を明確にし、その行動特性・意識を把握

したうえで、マーケティング戦略を構築する
ことがきわめて重要である。インド市場で
は、韓国企業や欧米企業が事業を拡大する一
方で、日本企業の多くは苦戦している。その
理由として、「自社がねらうべき消費者がは
っきりしていない」、あるいは「高所得者層
にフォーカスしているため、全体のボリュー
ムが少ない」といった点が挙げられる。

野村総合研究所（NRI）の予測では、イン
ドにおいて世帯年収「20万ルピー以上50万ル
ピー未満（36万円以上90万円未満、１ルピー
1.8円で換算）」の層は、2005年度の約1300万
世帯から10年度には約2600万世帯へ、さらに
15年度には約4400万世帯へと増加する（年平
均 増 加 率 で 見 る と、05年 度 か ら10年 度 が
+14%、10年度から15年度が+11%）。

NRIは、世帯数増加率の高いこの層が今後
のインドの消費市場を牽引する重要な層であ
ると考え、「インド・ミドルリッチ層」と名
づけている。世帯数が最も多いのは、世帯年

表1　新興国（BRICs4カ国）の人口および1人当たりGDPと、インドにおける年収階層別世帯数の予測

新興国（BRICs4カ国）の人口および1人当たりGDP

2010年（推計） 2015年（予測） 1人当たりGDPの
年平均成長率
（2010→15年）

人口
（億人）

1人当たりGDP
（ドル）

人口
（億人）

1人当たりGDP
（ドル）

ブラジル 1.9 10,816 2.0 15,554 8%

ロシア 1.4 10,437 1.4 21,208 15%

インド 12.2 1,265 13.2 1,937 9%

中国 13.4 4,382 13.8 7,316 11%

注）BRICs：ブラジル、ロシア、インド、中国、GDP：国内総生産
出所）IMF（国際通貨基金）「World Economic Outlook Database」2011年4月

インドにおける年収階層別世帯数の予測

世帯数（万世帯） 2005→10年度
年平均増加率

2010→15年度
年平均増加率年収階層（ルピー） 2005年度 2010年度 2015年度

100万以上 173.1 287.5 417.0 11% 8%

50万以上100万未満 321.2 475.4 591.0 8% 4%

20万以上50万未満 1,318.3 2,588.1 4,434.6 14% 11%

9万以上20万未満 5,327.6 7,921.8 9,415.2 8% 4%

9万未満 13,224.9 11,211.2 9,504.2 －3% －3%

出所）2005年はNCAER（National Council of Applied Economic Research：インド国立応用経済研究所）による05年発表の推計値、そ
れ以降はNCAERによる09年までの予測をもとに野村総合研究所推計
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収「20万ルピー未満」の世帯（2010年度で約
１億9100万世帯）であるが、この層は日本企
業が得意とする中〜高価格帯の商品には手の
届かない人々であり、世帯数の増加率も低い。

消費を牽引する層として注目すべきイン
ド・ミドルリッチ層の将来像を描き、今後、
日本企業が取り組む方向性を検討するために、
NRIでは2007年度（07年８月）および10年度

（11年１月）に、インドの主要３都市（デリ
ー、ムンバイ、チェンナイ）で「インドの生
活者意識・行動調査」を行った。今後のイン
ド・ミドルリッチ層へのアプローチを多面的
に検討するため、いずれも400万人以上の人
口を抱える代表的な３都市を選定した。デリ
ーは政治、ムンバイは商業、チェンナイは自
動車・家電産業の中心地である。

以下では、主に2010年度調査に基づいて、
インド・ミドルリッチ層の全体像や３都市の
違いを明らかにするとともに、07年度調査の
結果と比較して、インド・ミドルリッチ層に

この３年間でどのような変化が起こったのか
を見ていく。時系列比較に当たっては、今後
の経済成長に伴う所得増加で生じる変化も考
察するため、インド・ミドルリッチ層の中核
である世帯年収が「20万ルピー以上50万ルピ
ー未満」の世帯に加えて、「50万ルピー以上
75万ルピー未満（90万円以上135万円未満）」、
および「75万ルピー以上（135万円以上）」の
世帯を対象とし、世帯年収区分（３都市のサ
ンプルの単純合算値）による検討を行った。
そのうえで、今後のインド・ミドルリッチ層
の変化を検討し、インドにおける日本企業の
マーケティング戦略に対する示唆をまとめる。

調査概要および対象者属性は表２のように
なっている。

Ⅱ	 インド・ミドルリッチ層の
	 生活変化

1	 家庭への浸透が進む
	 インターネット

３都市におけるインターネットの利用率を
見ると、いずれの都市でも約半数以上の回答
者がインターネットを利用している（図１）。

インターネットの利用率、および家庭での
利用率がいずれも高いのはムンバイであり、
家庭でのインターネット利用率は55%と、商
業の中心地として、他の２都市よりもインタ
ーネットの普及が進んでいる。チェンナイで
は、インターネット利用率と家庭での利用率
の間に大きな差が見られ、職場ではインター
ネットを利用するものの、家庭への普及は進
んでいない。

2007年度と10年度の調査を比較すると、急
速にインターネットの利用が進んでいること

表2　インド主要3都市における生活者調査の概要（2007年度・10年度）

■　調査方法：調査員による訪問聞き取り（対象世帯の構成員に対する世帯調査）

■　対象者

●　現地で用いられる社会・経済階層分類のうちのA1、A2、B1層を基準
として設定

※学歴では主に高卒以上、世帯主職業が政府機関や零細でない企業の
勤務者や個人商店主などが該当

※社会・経済階層は世帯年収による条件区分ではないため、別途世帯
年収別による集計をしている

※年収区分は途中で変更が生じ、「50万ルピー未満」の区分が、2007
年度は「25万ルピー以上50万ルピー未満」、10年度は「20万ルピー
以上50万ルピー未満」となっている

■　回収サンプル数

2007年度 2010年度

合計 375 941

3都市別 デリー 108 315

ムンバイ 137 363

チェンナイ 130 263

世帯年収別 75万ルピー以上 75 53

50万ルピー以上75万ルピー未満 83 138

50万ルピー未満 217 750

注）1ルピー＝1.8円
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がわかる。2007年度は、世帯年収の多寡によ
らずインターネット利用率はほぼ一定の割合

（約30%）だったが、10年度では世帯年収の
高い層ほどインターネット利用率が高くなる
傾向が見られた。

2	 インターネットの普及に伴う
	 情報収集の多様化

インターネットで利用するサービスの内容
は、３都市ともに「電子メールの送受信」が
最も多く挙げられている。インターネットを
週１回以上利用する人の間では約90%の利用
経験率となっており、電子メールの利用が定
着している（次ページの図２）。

都市別の差異を見ると、チェンナイでは
「商品・サービスの情報収集」「orkut（オー
カット）、LinkedIn（リンクトイン）などの
SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サー
ビス）サイト」の利用経験率が低く、他の２
都市に比べるとサービス利用の多様化が遅れ
ている。チェンナイでは家庭へのインターネ
ット普及が進んでいないことがその背景にあ
ると考えられる。

2007年度との比較で急速な普及が見られる

のが「orkut、LinkedInなどのSNSサイト」
である。両者はいずれも、米国系企業（orkut
はグーグルが、またLinkedInは同名の企業
がサービスを提供）によるオンラインコミュ
ニティである。

一般の生活者に尋ねると、「初対面のとき
にSNSサイトのアカウントを交換することが
多い」という声も聞かれ、インターネットの
SNSサイトを介したコミュニケーションが急
速に進んでいる。世帯年収が高い層ほどこの
傾向は顕著である。

一方、eコマース（電子商取引）の利用は
進んでいない。インドでは、米国のeBay（イ
ーベイ）や現地企業が提供するオンラインオ
ークションサービスが存在するので、2010年
度の調査では「オークションでの商品売買」
についても質問したが、利用が最も多かった
チェンナイでも６%にとどまっており、ほと
んど利用されていない。

利用しない理由についての質問はしていな
いが、インドにおけるネットオークションに
対する一般的な問題点として、支払い方法の
確実性や、商品が送られてくるかどうか、ま
た送られてきた商品の品質等に対する不安感

図1　インターネット利用状況および家庭での利用率

注）「インターネット利用率」は、職場・家庭を問わず、インターネットの利用を質問している
出所）野村総合研究所「インドの生活者意識・行動調査」2007年度、10年度
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などが根強いからであろう。加えて、後述す
るように、世帯年収が高い層ほど「実物を見
てから購入する」意識が強いことも影響して
いると考えられる。

3	 人とのつながりに対する
	 意識の高まり

今後お金を使いたい分野を見ると、全体で
最も多く挙げられたのは「生命保険・損害保
険」、次いで「預金・貯金」である（図３）。
いずれの都市でも６割以上の回答が挙げられ

ており、インド・ミドルリッチ層が将来に備
える堅実な考えを持っていることがわかる。

都市別の違いを見ると、チェンナイでは
「外食」が98%と多く挙げられる一方で、「人
とのつきあい・交際費」は22%と、他２都市
に比べてずっと低い。ただし、他２都市に比
べてチェンナイが人とのつながりを求めてい
ないわけではない。後述するように、現在の
チェンナイでは友人・知人を情報源とする傾
向が強く、この結果は、今後「人とのつきあ
い・交際費」にさらに支出を増やす意向は少

図2　インターネットでのサービス利用経験

注）SNS：ソーシャル・ネットワーキング・サービス
出所）野村総合研究所「インドの生活者意識・行動調査」2007年度、10年度
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ないことの反映と考えられる。
また、「投資」については、ムンバイが

66%と、他の２都市よりも多く挙げられてお
り、商業の中心地という性格を反映して投資
意欲が高いことがうかがわれる。

2007年度からの変化では、いずれの層にお
いても全体に支出拡大の意向が高まる傾向に
あるなか、特徴的な点として、世帯年収が高
い層ほど「外食」や「人とのつきあい・交際
費」に対する支出を増やしたいという意向が
高まることが挙げられる。たとえば2007年度

は５割前後だった「外食」が、10年度には８
割前後へ、「人とのつきあい・交際費」も３
割前後から６割前後へと、それぞれ支出意向
が高まっている。

特に世帯年収の高い層ほど、「人とのつき
あい・交際費」に対する支出拡大の意向が高
まっている（世帯年収「50万ルピー未満」の
層では＋15ポイント、同「50万ルピー以上75
万ルピー未満」の層では＋34ポイント、同

「75万ルピー以上」の層では＋44ポイント）。
今後のインド・ミドルリッチ層の間では、人

図3　今後お金を使いたい分野

注）複数回答のうち、全体での上位5項目を抜粋
出所）野村総合研究所「インドの生活者意識・行動調査」2007年度、10年度
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とのつながりを求める活動やそのための出費
も高まると考えられる。

Ⅲ	 インド・ミドルリッチ層の
	 消費意識・行動変化

1	「品質を重視する意識」の高まり
主要な消費価値観について３都市を比較す

ると、デリーでは「価格が品質に見合ってい
るかどうかをよく検討してから買う」が最も
多く挙げられた（66%）のに対して、ムンバ
イ、チェンナイでは「多少値段が高くても品
質の良いものを買う」が最も多い（ムンバイ
は53％、チェンナイは51％）という違いが見
られた（図４）。特に商業の中心地として、
国内外から多様で品質の高い商品が集まって

図4　インド・ミドルリッチ層の消費価値観とその変化

ムンバイ（N＝363） チェンナイ（N＝263）デリー（N＝315）

インド・ミドルリッチ層の消費価値観（2010年度、複数回答）
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注）複数回答のうち、価格・品質・ブランドに関連する意識項目を抜粋
出所）野村総合研究所「インドの生活者意識・行動調査」2007年度、10年度
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くるムンバイでは、他の２都市に比べると評
価力を持つ消費者が多いことが、ムンバイに
おける消費者の品質意識の高さに影響してい
ると考えられる。

2007年度からの変化を見ると、世帯年収が
相対的に低い層は、「価格と品質のバラン
ス」を重視する傾向に変化がない一方で、世
帯年収が相対的に高い層では、価格よりも

「品質」を優先したり、「ブランドに対するプ
レミアム価格」を許容する傾向が強まってい
る。世帯年収の高い世帯数が増加するにつれ
て、インド・ミドルリッチ層においても、

「品質」や「ブランド」を重視する消費価値
観が高まるものと考えられる。

2	 ブランド構築で若者の
	 取り込みが重要に

今後のインド・ミドルリッチ層の消費スタ
イルを見るうえで、NRIは図５に示すような
４つの消費スタイルに着目することが重要と
考える。同図は、高まる品質意識にとって重

要となる品質の証「『ブランド』に対する志
向」と、情報収集力が高まるなかで重要とな
る「使っている人の『評判』に対する意識」
の２つの軸で消費スタイルのセグメンテーシ
ョンを行ったものである。

インターネットの普及などを通じて人々の
情報収集力が高まるなか、「ブランド」に対
する意識を見ると、右上の象限に位置する

「定評あるブランド」を求める層が、2007年
度の６%から10年度の16%へと増えている。
逆に、左下の象限に位置する「こだわりな
し」という層は、54%から40%へと減っている。
「定評あるブランド」を求める層には20代を
中心とする若年層が多く含まれており、彼ら
が今後のインドの消費スタイルの主流となる
と考えられる（次ページの表３）。

3	 テレビと口コミを利用した
	 情報収集

商品の購入に当たって、インド・ミドルリ
ッチ層は具体的にどのような情報源を利用す

図5　インド・ミドルリッチ層の消費スタイルの変化方向

注）インド・ミドルリッチ層の平均像を仮想的に見るため3都市合算サンプル（N＝941）を用いている
出所）野村総合研究所「インドの生活者意識・行動調査」2007年度、10年度
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るのであろうか。ここでは、耐久消費財の例
として「テレビ」を、非耐久消費財の例とし
て「加工食品（スナックなど）」を取り上げ
て示す（図６）。
「テレビ」の購入に当たって利用する情報源
では、いずれの都市でも「テレビのコマーシ
ャル」が最も多く挙げられた（デリーでは
89%、ムンバイでは64%、チェンナイでは
78%）。デリーとチェンナイはそれに加えて、

「知人・友人から聞いて」という口コミを重
視する傾向が見られた。

また、各都市で特徴的なのは、デリーの
「新聞の記事・広告」（68%）、ムンバイの「雑
誌の記事・広告」（34%）、チェンナイの「店
や展示場で実際に見て」（51%）といった情
報源を利用する傾向が相対的に強く見られた
ことである。

一方、世帯年収別では、耐久消費財に関す
る情報収集に目立った差は見られず、世帯年
収よりも都市による違いが大きい。その背景
には、チェンナイでは友人・知人を情報源と
して重視する一方、他の２都市ではそのよう
な意識が低いことがあると考えられる。

次いで、「加工食品（スナックなど）」の購

入に当たって利用する情報源を見ると、「テ
レビのコマーシャル」を１位に挙げるデリー
とムンバイに対し、「知人・友人から聞い
て」という口コミを１位に挙げるチェンナイ
という、都市による違いが見られた。

また、世帯年収別では、年収が高い層ほど
「店や展示場で実際に見て」という回答が高
いことが特徴的である。所得の増加により購
入可能な商品の選択肢が増えるため、店頭で
実物をさまざまに比較・検討しながら購入を
決める傾向が強まることがその理由と考えら
れる。

4	 伝統的なチャネルと
	 近代的なチャネルの併用

インド・ミドルリッチ層が商品を購入する
際に利用するチャネル（小売業態）について
も、情報源と同様に、「テレビ」および「加
工食品（スナックなど）」を例に取り上げる

（34ページの図７）。
「テレビ」の購入チャネルを見ると、特定の
ブランド商品を扱う「ブランドショップ」が
全体で最も多く挙げられた。ブランドショッ
プとは、たとえば韓国のLG電子や日本のパ

表3　インド・ミドルリッチ層における4つの消費スタイルの割合（属性別）
（単位：%）

サンプル数 定評あるブラン
ド重視派

好きなブランド
重視派

自己判断派 こだわりなし派

合計 941 16 18 26 40

性別 男性 563 17 19 27 37

女性 378 16 16 24 44

年齢 10代・20代 411 19 18 23 40

30代 276 17 18 25 41

40代 149 13 15 32 40

50代 63 16 22 30 32

60代以上 42 2 10 36 52

注）インド・ミドルリッチ層の平均像を仮想的に見るため、3都市合算サンプル（N＝941）を用いている
出所）野村総合研究所「インドの生活者意識・行動調査」2010年度
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ナソニックなど、個別の家電製品メーカーが
構築する自社商品の直販チャネルを指し、日
本の「町の電器店」に似た業態（専売）であ
る。
「ブランドショップ」での購入割合が特に高
いのはチェンナイであり、92%となってい
る。そのぶん、チェンナイは他の２業態（「専
門量販店」および「個人経営の専門店」）で
の購入割合が低い。専門量販店とは、日本の
家電量販店に似た業態（併売）を、また個人

経営の専門店は、個人店主が複数ブランドの
商品を扱う業態を指している。

世帯年収別に見ると、年収が高い層ほど
「専門量販店」の利用が増える傾向にある
が、「ブランドショップ」「個人経営の専門
店」については、年収にかかわらずさまざま
な所得階層で利用されていることがうかがわ
れる。
「加工食品（スナックなど）」では、個人商
店である「キラーナショップ」および「スー

図6　インド・ミドルリッチ層の商品購入時の情報源（「テレビ」と「加工食品（スナックなど）」について、複数回答）
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注）複数回答のうち、上位に挙げられた項目を抜粋
出所）野村総合研究所「インドの生活者意識・行動調査」2010年度
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パーマーケット」が、３都市に共通して多く
利用されており、いずれの都市でも約４割以
上の利用率となっている。ここでの「スーパ
ーマーケット」は食品スーパーマーケットを
指しており、生鮮食品などを扱う日本のスー
パーマーケットと似た業態である。

伝統的な購入チャネルであるキラーナショ
ップに加えて、こうした近代的なスーパーマ

ーケットも利用されているが、世帯年収別に
見ると、年収が高い層ほど「スーパーマーケ
ット」の利用が増加し、逆に「キラーナショ
ップ」の利用が減少する傾向が見られた。

近年、大型のショッピングモールが展開す
るインド都市部において、「加工食品（スナ
ックなど）」でのその利用率は最も高いデリ
ーでさえ19%にとどまっており、依然として

図7　インド・ミドルリッチ層の商品購入チャネル（「テレビ」と「加工食品（スナックなど）」について、複数回答）
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注）複数回答のうち、上位に挙げられた項目を抜粋
出所）野村総合研究所「インドの生活者意識・行動調査」2010年度
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個人商店が多く利用されていることに注意し
たい。日常的に購入する機会が多く、価格の
安さに対する意識が高い加工食品について
は、高価格商品を扱う傾向のあるショッピン
グモールを避けていると考えられる。

現地のショッピングモールを訪れて気づく
のは、人出は多いものの、実際に買い物をし
ている消費者が少ないことである。その背景
には、消費者はより自宅に近い身近なチャネ
ルでの購入を中心に生活をしていることがあ
ると考えられ、その点からも個人商店を見過
ごすことはできない。

今後の経済成長に伴って、利用するチャネ
ルもより近代的なスーパーマーケットへシフ
トしていくと考えられる。検討が進められて
いるインド小売業の外資規制緩和に伴って、
欧米企業を中心とする近代的なチャネルが進
出する可能性もあるが、日本と同じように近
代的なチャネルへ利用が一気にシフトするこ
とは考えにくく、伝統的な個人商店と近代的
なスーパーマーケットが当分は併存すると考
えられる。

2007年度・10年度の調査から見えてきたイ
ンド・ミドルリッチ層の消費意識・行動の特
徴および今後の消費スタイル変化は、以下の
ようにまとめられる。

①価格と品質のバランスを意識しながら
も、品質を重視する意識が高まる

②インターネットの普及に伴って情報収集
力が高まるとともに、他の利用者などの

「評判」を気にする傾向が強まる
③定評あるブランドを求める意識が高まる
④スーパーマーケットの利用は増えるもの

の、個人商店などの小規模チャネル利用
は残る。

Ⅳ	 インド・ミドルリッチ層に
	 対するマーケティング戦略の
	 ポイント

1	 ブランド構築を通じた
	 若年層の取り込み

今後のインド・ミドルリッチ層の消費スタ
イル変化として指摘したように、日本企業は
ブランドとしての評価を確立することの重要
性を認識する必要がある。特に家電製品など
の耐久消費財は、他者の利用経験や評判を踏
まえたうえで「定評あるブランド」を選択す
るインド・ミドルリッチ層が増加することを
考えると、これまで以上にブランドを意識し
たマーケティング戦略が求められる。

たとえば、機能を極端に絞り込んだ低価格
帯の商品は、元のブランドとは異なるブラン
ドで提供し、元のブランドイメージを毀損し
ないよう注意を払うといったブランドマネジ
メントの重要性が高まってくる。一例とし
て、米国の大手家電メーカーであるワールプ
ールでは、インドにおける冷蔵庫のラインア
ップを、冷却方法と霜取り機能の違いによっ
て区別し、異なるブランド名で販売すること
で、わかりやすい訴求を図っている。

また、将来の優良固定客化を図るべく、若
年層に着目したブランドイメージにすること
も必要である。特に、「評判」を意識する若
年層に対応するためには、たとえば迅速なア
フターサービスの提供や、その他のサポート
体制の充実などが考えられる。商品の購入時
のみならず、実際の利用時にも満足感が得ら
れるような取り組みを通じて、良い評判をつ
くり続けていくことが重要である。

32ページの表３の４つの消費スタイルの割
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合で示したように、他の世代に比べると、若
年層は評判を意識しながら定評あるブランド
を求めている。こうした若年層に対しては高
い水準のサービスを提供するなど、これまで
以上に本格的な取り組みが必要となるだろ
う。

2	 現地に即した消費者理解と
	 商品開発

インド・ミドルリッチ層が品質を意識する
ようになりつつあるなか、その「品質」は何
を指すのかを正しく理解することの重要性が
高まっている。品質という視点は日本企業に
とって強みとなりうるものの、インド・ミド
ルリッチ層がその価値を認めてくれるか否か
を慎重に見極めなければならない。

欧米企業や韓国企業などがインド独自の仕
様で商品を開発・販売するなかにあって、今
後日本企業が成功するためには、徹底した消
費者理解およびニーズ把握が必要となる。た
とえば、韓国のLG電子は現地に開発拠点を
構え、インド女性の民族衣装であるサリーが
傷まないように水を回転させるパルセーター
の羽根のないタイプの洗濯機や、ベジタリア
ン（菜食主義者）向けに野菜室を大きくした
冷蔵庫を開発することで、現地消費者の支持
を得ている。

日本企業にとっては、インドの消費者が持
っている価格相場感および品質相場感をスタ
ート地点にして、提供する価値・機能を絞り
込むことも検討に値する。価格相場感を知る
ためには、流通チャネルからの情報収集が欠
かせない。ただし、個人商店利用が多い現状
ではPOS（販売時点情報管理）データなどを
求めることは難しく、店頭における価格調査

や、購入者に対する満足度調査などを行うこ
とも重要となる。

3	 小規模チャネルを意識した
	 販売戦略

加工食品（スナックなど）を例に説明した
ように、インド・ミドルリッチ層ではいずれ
スーパーマーケットの利用が進むとはいえ、
小規模な個人商店の利用も引き続き盛んであ
る。日常的な停電の発生など生活インフラが
脆弱な地域が存在するため、インドでは、家
庭内での買い置き（特に、保冷が必要な生鮮
食品など）が難しく、スーパーマーケットで
もまとめ買いをするのではなく、その日に使
うものを少量ずつ購入するという消費行動が
主流となっている。

個人商店などでの少量購入を考えた際、企
業サイドには、パッケージサイズ（容量）や
デザイン、パッケージ上で訴求すべき内容に
ついての工夫が求められる。それには、消費
者視点からはたとえば、１回当たりの使用量
にふさわしいサイズでの提供や、詳しい商品
説明の記載などが考えられる。また、小売チ
ャネルに対する視点からは、店頭にそのまま
並べても販売できるデザインにする、単品価
格を個別の商品に印刷しておく──などの工
夫をすることで、インド・ミドルリッチ層の
購入スタイルを含め、身近なチャネルである
個人商店へも配慮することができる。近代的
なチャネルの売り場にある価格を示すカード

（プライスリスト）は、さまざまな種類の商
品が雑然と並べられる個人商店では存在しな
いことが一般的である。

一例として、味の素は商品のパッケージを
小分けにすることで個人商店での日々の買い



37インド・ミドルリッチ層の生活スタイル変化に対応するためのマーケティング戦略

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

物に対応しており、そこで培った評価をもと
にさまざまなチャネルへ販路を拡大している。

4	 マス媒体とインターネットを
	 組み合わせた消費者への
	 アプローチ

国際電気通信連合（ITU）が2009年に公表
したデータによると、中国のインターネット
の世帯普及率は約28%、インドは約５%であ
った。中国のインターネット世帯普及率が約
５%だったのは2002年の時点であったことを
踏まえると、インドのインターネット利用も
今後数年のうちに急速に拡大すると予想され
る。

インド・ミドルリッチ層の間で拡大（普
及）が予想されるインターネット利用者は、
品質への意識が高い層でもある。品質に対す
る意識とインターネット利用率の関係を見た
ものが図８である。

インド・ミドルリッチ層では、「多少値段
が高くても、品質の良いものを買う」という
消費価値観に「あてはまる」と回答した人が
週１回以上インターネットを利用する割合は
54%であるのに対して、品質に対する意識が
低い人（「あてはまらない」と回答した人）
は46%となっている。「品質の高さを意識す
る消費者」に対して、インターネットは有効
なコミュニケーション手段といえよう。

また、インターネット利用の浸透に伴っ
て、SNSサイトなどインターネット上の口コ
ミのインパクトを考慮する必要性も高まって
いる。マス広告だけではなく、口コミも情報
源として活用するインド・ミドルリッチ層に
とって、それらを効率的に収集できるインタ

ーネットは、便利なツールとして今後急速に
その利用が進むと考えられる。

インターネットを活用した商品の訴求は、
現時点でインドでは積極的に展開されていな
いが、テレビ広告などのマス広告に続く新た
な訴求手段となる可能性を持っている。

先進国で近年活発に行われているソーシャ
ルメディア・マーケティングの導入・展開は
まだ先であるとしても、「テレビを通じた大
衆向けブランド認知」と「インターネットを
通じたより詳細な情報提供」といった形で、
各メディアの役割を明確にしながら、イン
ド・ミドルリッチ層とのコミュニケーション
を図ることが重要になるだろう。

著 者

石坂英祐（いしざかえいすけ）
消費財・サービス産業コンサルティング部副主任コ
ンサルタント
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援、消費者の価値観・行動研究

図8　インド・ミドルリッチ層におけるインターネット利用と品質に
　　 対する意識の関係性（2010年度）

注）インド・ミドルリッチ層の平均像を仮想的に見るため3都市合算サンプル（N＝
941）を用いている

出所）野村総合研究所「インドの生活者意識・行動調査」2010年度
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拡大するインドのインフラ市場への
参入に向けて
機 能 補 完 型 提 携 の 必 要 性

CONTENTS Ⅰ　拡大するインドのインフラ市場
Ⅱ　新たに見られるインフラ整備機会
Ⅲ　オープンで経済効率的に設計されたインフラ整備の仕組み
Ⅳ　インフラ関連企業にとってのインドのインフラ整備を進めるうえでの課題
Ⅴ　インドの地場・外資系企業の動向
Ⅵ　インドのインフラ関連企業との機能補完型の提携による市場参入が必要

1	 インドでは、第10次五カ年計画から第11次五カ年計画を経て第12次五カ年計画
に至るまで、インフラ投資が倍々に増加しており、民間の不動産開発も盛んで
ある。

2	 インドの政府部門の財政赤字は膨大であり、投資余力は限られている。このた
め、インドのインフラ整備には官民連携プロジェクトが積極的に活用されてお
り、分野によっては民間企業によるインフラ事業への参入が可能である。

3	 日本政府や日本企業も、日本のインフラの有力な海外展開先としてインドを想
定しており、デリー−ムンバイ産業回廊構想やインド南部中核拠点構想をはじ
め、すでにいくつかの取り組みを始めている。しかしながら、日本企業は、価
格水準、入札制度、競争環境などのさまざまな理由により攻めあぐねている。

4	 インドのインフラ関連企業は、すでに設計・調達・建設（Engineering, 
Procurement, Construction：EPC） や 運 転・ 維 持 管 理（Operation and 
Maintenance：O&M）の能力を持ち、多くのプロジェクトを実施している。
さらにバリューチェーン（価値連鎖）の内製化を進めたり、弱みをカバーする
ため提携を行ったりしている。

5	 インドのインフラ整備市場の機会を日本企業にとっての事業機会に変えていく
ためには、インド企業との機能補完を目指した提携やターゲット地域・分野の
絞り込み、入札参加資格の確保が不可欠である。

特集 急拡大するインド市場と日本企業の課題  1 

要約

植村哲士
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Ⅰ	 拡大するインドのインフラ市場

2003年のゴールドマンサックス「Dreaming 
with BRICs：The Path to 2050」（通称、

「BRICsレポート」）以来、リーマン・ショッ
クを乗り越え引き続き経済成長を遂げている
インドへ進出する日本企業は、04年の200社
から10年には400社と、６年間で２倍に増加
している注1。

インドへ進出した、もしくは進出を検討す
る日本企業から見ると、インドのインフラは
事業遂行上の課題として認識されている注2

（図１）。実際に、「2011年対インド政府建議
書」では、チェンナイ周辺およびエンノール
港へのアクセス道路の整備や、エンノール港
使用料の引き下げ、ナバ・シェバ港の取り扱
い容量拡大・輻輳解消などのインフラについ
ての課題が取り上げられている注3。

インド政府もインフラ整備の遅れを認識し
ており、五カ年計画や分野別長期計画によっ
て、官民連携（Public Private Partnership：
PPP）プロジェクトを活用しながらインフラ
整備を推進している。実際、第11次五カ年計
画中の2007年と11年を比較しても倍増してお
り（図２）、インドにおける05年から09年の
年平均成長率ベスト５地場企業にインフラ関
連企業がランクインするなど、インド経済を
牽引する成長セクターになっている。

今後も安定的に継続されるこうしたインド
のインフラ投資は、日本企業の事業活動の基
盤整備という側面だけでなく、日本企業製品
の市場や事業機会としての観点からも重要な
意味を持つ。

本稿は、このように成長著しいインドのイ
ンフラ分野について今後の動向を確認すると

ともに、その発注の仕組み、インフラ整備の
課題、日本企業の対応の方向性について議論
するものである。

Ⅱ	 新たに見られるインフラ整備
	 機会

本章では、インドの、①全国的なインフラ
整備、②州レベルでのインフラ整備、③都市
レベルでのインフラ整備、④都市内でのイン

図1　日本企業から見たインドの事業リスク

出所）日本貿易振興機構（JETRO）「平成22年度日本企業の海外事業展開に関するア
ンケート調査概要」2011年

インフラが未整備

法制度が未整備、運用に問題
あり

税務上のリスク・問題あり

労務上の問題点あり

関連産業が集積・発展してい
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知的財産権の保護に問題あり

人件費が高い、上昇している
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図2　インドの第11次五カ年計画における年次インフラ投資額の推移

出所）Planning Commission，Government of India“Projections of Investment in
Infrastructure during the Eleventh Plan,”Planning commission，2008
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フラ整備──の４つの空間レイヤーから、今
後のインフラ整備について整理する。

1	 国レベルのインフラ整備計画
	 としての第12次五カ年計画の
	 概要

インドでは、2012年度が第12次五カ年計画
の開始年であり、同年度で総額６兆2000億ル
ピー、16年度で総額10兆4000億ルピーの投資
が計画されている注4、5。

個別分野で見ると、電力分野の場合、第11
次五カ年計画では５万MWの発電容量の整備
しか実現できていないが、第12次五カ年計画
では10万MWの整備を目指している。現在、
電力セクターでは費用の上昇分を価格に転嫁
できておらず、州政府の電力公社の財政状況
は悪化している。この状況に対しても、第12
次5カ年計画期間中に料金改定を推進すると
ともに、進んでいないオープンアクセスにつ
いても改善を試みるとされている。また、石
炭火力発電所向けの石炭の生産や、石炭の輸
入に関しては港湾機能強化の必要性が指摘さ
れ て い る。 さ ら に 石 炭 だ け で な くLNG

（Lique-fied Natural Gas：液化天然ガス）の
パイプラインネットワークの限界も指摘され
ており、迅速な同ネットワークの拡張が必要
とされている。

特にインドにおいてLNGは、都市ガスの
原料としてだけでなく、電力不足を補う自家
発電設備の燃料としても重要である。インド
の沿岸には天然ガスの埋蔵が確認されてお
り、すでに西部ではムンバイ沖天然ガス田か
らデリーに至る幹線LNGパイプラインが整
備されている。これを利用して、日本企業が
集積するバワルの工業団地（デリーの西南部

に位置する）では、ガスコンバインドサイク
ルによる共同自家発電施設（10MW規模）が
導入されるが、これは、上述のインド西部と
インド北部を結ぶ幹線LNGパイプラインに
同工業団地が近接していることで成り立って
いる。一方、東部地域では、東部ガス田を開
発しているリライアンスがLNGパイプライ
ンの新設を計画しており注6、2012年までに
南部−東部のパイプラインを建設することが
予定されている注7。

再生可能エネルギー分野においては、すで
に全量買い取り制度などのインセンティブ政
策が導入されており、風力分野でインドは世
界第４位の発電量になっている。従来、太陽
光 分 野 の 発 電 所 建 設 は 遅 れ て い た が、
Jawaharlal Nehru National Solar Mission 

（JNNSM：ジャワハルラール・ネルー国家太
陽光ミッション）によって、2020年を目標
に、太陽光発電事業の推進や関連産業の誘致
が進められている。ただし、JNNSMは資金
の問題で遅れており、入札プロセスが見直さ
れる可能性がある。さらに、農村部のエネル
ギー事情の改善のためのオフグリッド（非系
統連携）太陽光発電やバイオマスエネルギー
の 有 効 活 用 が 推 進 さ れ、LPG（Liquefied 
Petroleum Gas：液化石油ガス）のネットワ
ークも拡張されることが予定されている。

交通については、デリー−ムンバイ間とデ
リー−コルカタ間の貨物専用鉄道の建設が進
められる予定である。また、港湾接続道路や
港湾接続鉄道の整備、既存港湾設備の浚渫、
取り扱い貨物能力の増強なども引き続き進め
られる。さらにメトロも、PPPプロジェクト
が成立可能な都市については積極的に導入が
進められる予定である。
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設、建機に関する産業の振興を掲げ、関連団
体や関連省庁が共同して第12次五カ年計画期
間中に新たな政策プログラムを立ち上げる予
定である注4。ただし、その内容、方向性につ
いては2011年９月時点で公開されていない。

2	 州レベルのインフラ開発の状況
インフラ投資は州間格差が大きい。総資本

投資額とともに、面積当たり資本投資額注9

を用いてインドの州別のインフラ整備の盛ん
な州を検討した。この結果、ウッタルプラデ
シュ州、マハラシュトラ州、タミルナド州、
西ベンガル州で、相対的にインフラ投資が盛
んであることがわかった（図３）。

ウッタルプラデシュ州は首都デリー近郊に
あり、グレーターノイダなどの工業団地が開
発されている。また、マハラシュトラ州には
ムンバイがあり、タミルナド州にはチェンナ
イがあるなど、それぞれの地域の中心都市が
立地していることから、資本投資が多いのは
容易に予想される。

図3　2009年度の資本投資総額、面積当たりの資本投資額が多かった州

注）アミ掛けの濃い順に2009年度の資本投資総額、面積当たりの資本投資額が多かっ
た州（4分類）

出所）Reserve Bank of IndiaおよびCensus of Indiaより作成

（経度）

ウッタルプラデシュ州

西ベンガル州

タミルナド州

マハラシュトラ州

水分野では、水資源の有効活用や灌漑制度
改 革 を 進 め る た め に 水 規 制 庁（Water 
Regulatory Authority）の設立の必要性が謳
われている。また、都市部や産業向けの水資
源の不足、地下水位の保全、地下水質・表流
水質保護の観点から、水循環（再生水利用）
の促進が謳われている。これらの新たな水プ
ロジェクトへの投資状況をモニタリングする
ために、National Water Commission（国家
水委員会）の設立が必要とされている。

都市インフラについては、都市人口が2011
年の４億人から30年の６億人に増加すると予
測され、今後20年間で60兆ルピーの投資が必
要とされる。このため、すでに大都市・観光
都市向けにJawaharlal Nehru National Urban 
Renewal Mission（JNNURM：ジャワハルラ
ール・ネルー国家都市再生ミッション）、
中 小 都 市 向 け にUrban Infrastructure 
Deve l opmen t  Scheme for Small and 
Medium Towns（UIDSSMT：中小都市向け
都市インフラ開発計画）、北東州の都市向け
に N o r t h  E a s t e r n  R e g i o n  U r b a n 
Development（NERUDP：北東部都市開発）
が用意されている注8。

また、上水道向け政策としてAccelerated 
Urban Water Supply Programme （AUWSP：
都市上水道促進プログラム）が、下水道向け
政 策 で はNational Urban Sanitation Policy

（国家公衆衛生政策）が用意されている。さ
ら に、 都 市 交 通 向 け に はNational Urban 
Transport Policy（国家都市交通政策）が用
意されている。これらの政策は第12次五カ年
計画で引き続き促進されていく予定である。

今後、これらのインフラ整備を促進するた
めに、インド政府は重電関連製品、交通施
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一方で、現時点でインフラ整備が遅れてい
る諸州に市場性が全くないわけではない。イ
ンフラ投資は、通常、経済成長に先行して行
われるものであり、西ベンガル州での資本投
資の多さは、将来的な経済成長の先行指標に
なっている可能性がある。

インドでは、経済発展の遅れている州はイ
ンフラ整備も遅れており、州間格差が拡大し
つつある注10。経済発展の遅れているこれら
の州は、しばしば政治体制に問題を抱えてい
るケースが多い。逆にいえば、選挙などで政
権が交代し、それを機会に経済発展を目指す
場合に、インフラ投資が先行して行われる可
能性がある。

西ベンガル州でも、2011年５月の選挙で34
年間続いた左翼政権が敗北し、新たに女性の
ママタ・バナジー氏が州首相に就任した。新
政権は、産業の活性化を推進しFDI（Foreign 
Direct Investment：海外直接投資）を誘致
する方針であり、今後、産業基盤整備のため
のインフラ投資が促進される可能性がある。

また、代表的な後進州であるビハール州で
も、2005年の選挙でジャナター・ダル（統一
派 ） と イ ン ド 人 民 党（Bharatiya Janata 
Party：BJP）による国家民主連合（National 
Democratic Alliance：NDA）に政権が交代
し、ニティージュ・クマール氏が州首相に就
任して以降、従来の独自性を重視した政策運
営から、開発をも考慮した政策運営に転換し
た注11。この結果、都市部に偏在している建
設・通信・商業・ホテル・レストランなどの
産業が成長し、１人当たりGDP（国内総生
産）が急成長している。

2010年のビハール州議会選挙においても、
国家民主連合は議席の85％を獲得する圧倒的

勝利を収め、クマール州首相が続投してい
る。特に、道路、教育、医療などのインフラ
整備の進捗について、有権者らは改善を実感
している。

ビハール州は、デリーとコルカタの間に位
置し、将来的には前述の貨物専用鉄道が通過
する地域である。政権交代によって生まれた
国家民主連合政権が継続するかぎり、インフ
ラ整備市場も徐々に拡大すると期待される。

3	 都市圏（ディストリクト）レベルの
	 インフラ開発状況

インドの都市化率は継続的に上昇してお
り、都市人口は増加の一途をたどっている。
先行調査によると、人口100万人以上の都市
数は、2030年には現在の約1.5倍注12〜約２
倍注13になると予想されている。

インドの自治体構造は、日本の「国−県−
（郡）−基礎自治体（市町村）」に対して
「Central（連邦政府）−State（州政府）−
District（県）−Municipality/Panchayat（自
治体）」という構成を取っている。したがっ
て、一つの都市や都市圏が一自治体で構成さ
れるとはかぎらない。特にインフラ整備に関
しては、人口集積地域で都市地域が複数の
MunicipalityやPanchayatを越えて広がる場
合、都市開発公社が設立される場合も多い。
Chennai  Metropo l i tan Development 
Authority（チェンナイ都市開発公社）が顕
著な例である。

現在、いくつかの都市地域では、都市開発
公社の管轄範囲を拡大することで旧市街地周
辺に広がる地域の都市開発を促進しようとし
ている。たとえばタミルナド州では、チェン
ナイやコインバトールをはじめとする諸都市
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で、都市開発公社の管轄範囲の拡大が2011年
10月に予定されている。ただし、ハイデラバ
ードをはじめとするアンドラプラデシュ州の
主要都市ではこのような都市域拡大はすでに
終了しているため、州による対応状況の違い
には留意する必要がある。

これらの都市近郊の人口成長地域では、道
路、上下水道、電力などのインフラ投資が不
可欠になってくる。したがって、どの都市地
域が人口成長しているのかを把握することは
重要である。統計上の制約のため、本稿で
は、ディストリクトと呼ばれる行政組織で人
口成長率の高い地域を確認した。

基本的に人口が増加しているのは農村地域
である。しかし、都市的な経済発展による人
口増加と見られる地域がいくつか見られる

（図４）。
日本でも高度経済成長時に太平洋ベルト地

帯に位置する諸都市が発展したように、現在

のインドでも、人口成長率が高いディストリ
クトが核になって、都市化・人口集中と、そ
の人口集中地域の連坦が始まっていくことが
予想される。インドの場合、財政制約によっ
てインフラ整備は人口成長の後追いで行われ
ているため、各州内におけるこれらの地域が
当面のインフラ整備の重点地域になるであろ
う。

4	 都市圏内（ディストリクト内）
	 レベルのインフラ開発状況

インドの大都市は植民地時代に旧市街地が
形成されており、土地制度の影響を受け再開
発が進んでいない。そのなかで唯一進むの
は、政府主導によるスラムの生活改善のため
の再開発（スラムクリアランス）である。ス
ラムは、しばしば土地の不法占拠によって発
生している。そのため政府は、郊外に建設し
たアフォーダブル住宅と呼ばれる低所得者層

図4　都市圏（ディストリクト）レベルの2001年から2011年の人口増減

ハイデラバード都市圏

チェンナイ都市圏

デリー－ムンバイ間のトラッ
ク輸送経路沿線の人口増加

デリー－カンドラ・ムンド
ラ港間のトラック輸送経路
沿線の人口増加

マハラシュトラ州内の産
業都市を結ぶ道路沿い

ムンバイ－ハイデラバード・バ
ンガロール－チェンナイ間のト
ラック輸送経路沿線の人口増加

州都
人口減少（0%以下）
10%未満の人口成長
10%以上20%未満の人口成長
20%以上30%未満の人口成長
30%以上の人口成長

1

1

1
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2
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4
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（経度）

注）ウッタルプラデシュ州、チャティスガル州、アッサム州などは英語での資料がないため、データ欠落
出所）Census of India 2011より作成
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向け住宅にスラムに住む住民を立ち退かせる
一方で、その跡地を再開発する。これは一般
的に都市開発事業の一環として行われ、前述
のJNNURMやUIDSSMTプログラムに位置
づけられているため、計画段階で情報を得る
ことが可能である。　

２つ目の開発形態として、工業団地周辺の
住宅整備が挙げられる。主に州政府の産業開
発公社が工業団地を開発した場合に見られ
る。インドでは、州政府が開発する工業団地
は土地のみを提供する場合が多く、上下水道
や電気などのインフラだけでなく、従業員の
居住スペースも整備されないことが多い。こ
のような工業団地の周辺には、しばしば民間
住宅デベロッパーが従業員向けの住宅団地を
開発する。たとえば、チェンナイ近郊のオラ
ガダム工業団地周辺で見られる。

３番目が複合型タウンシップ（Integrated 
township）と呼ばれる複合開発である。工
業団地やSEZ（Special Economic Zone：特
別経済ゾーン）だけでなく、従業員向けの住
宅および生活に必要な商業施設、学校などが
併設される。最近、インドやシンガポールの
民間デベロッパーによって開発されている。

Mahindra World City（マヒンドラ・ワール
ド・シティ）などが顕著な例である。

これらの都市内の開発エリアは、必ずしも
大規模なものではない。ただし、工場や商業
施設で働くワーカーやマネージャーが対象に
なるため、平均的なインド人よりも現金を保
有している。また、一定の生活水準を求めて
おり、都市内の他の地域と比較して、相対的
に水準の高いインフラサービスが望まれてい
る地域といえる（図５）。

Ⅲ オープンで経済効率的に設計
 されたインフラ整備の仕組み

本章では、オープンで、民間投資を促進し
つつ、政府部門の支出抑制を可能にするイン
ドのインフラ整備の仕組みについて確認する。

1	 公共調達の仕組み
インフラ分野の調達は、大別すると公開調

達（Public/Open Tender）と事前資格審査
型調達（Empanelment）の２種類の方法に
よって行われる。

公開調達は、新聞やWebサイトなどで情
報が公示され、希望者は、仕様書を有料もし
くは無料で入手する。入札希望者は仕様書に
従って提案書を作成し、期日までに提出す
る。提出された提案書は、審査委員会によっ
て技術ポイント、価格ポイントがつけられ、
総合評価される。公開調達においても、Pre-
qualifi cation（事前資格審査）が行われるこ
ともある。

事前資格審査型調達は、業者の経験、財務
基盤、専門家の数、製品の仕様などを勘案
し、公募情報を送付する業者を事前に選定す

図5　都市圏内（ディストリクト内）レベルの開発余地

住宅開発

市街地拡大

工業団地

幹線道路

幹線道路

複合型
タウンシップ開発
（商工住複合）

住宅整備旧市街地

再開発
（スラムクリアランス）
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る調達方法である。事前資格審査を希望する
企業はこの段階で審査プロセスに応募し、そ
の審査を受ける必要がある。その後、選定さ
れた業者に対してのみ、公募情報をメーリン
グリストなどで提供し、ある程度事前審査さ
れた業者間のみで企画提案をする。また、事
前資格審査に通らなかった企業は、多くの場
合、その後の調達には参加できない。実際の
調達の際には、仕様書に従って提案書を作成
し、期日までに提出する。提出された提案書
は、審査委員会によって技術ポイント、価格
ポイントがつけられて総合評価される。

代表的な事例としては、PPPプロジェクト
の案件形成のために連邦政府や州政府が利用
できるようなコンサルタントのショートリス
トや、連邦政府電力省の配電部門の改革プロ
グ ラ ム（Restructured Accelerated Power 
Development and Reforms Programme：
R-APDRP）におけるIT（情報技術）や集中
監 視 制 御 シ ス テ ム（Supervisory Control 
And Data Acquisition：SCADA）の調達が
ある（表１）。

公開調達と事前資格審査型調達は使い分け
られる。一般に、高度な専門知識や技術が要
求されたり、大量の入札参加者が予想された
りするような場合、事前資格審査型調達が行
われるようである。

インドの公共調達は一般的に、資格審査書
や提案書に相当量の文書作成を要求される。
たとえば、企業情報として過去３年程度の財
務状況、当該分野の過去の一定基準を満たし
たプロジェクト経験、プロジェクト経験の詳
細な記述、当該企業に所属する専門家とその
履歴書──などであり、すべて英語で準備す
る。インド国内の経験は必ずしも必要とされ
ず、全世界での経験でもかまわないとされ
る。しかし、日本国内でしかプロジェクト経
験 が な い 企 業 の 場 合、LOI（Letter of 
Intent：基本合意書）やReference（実績証
明書類）などの必要書類を英語で揃えられな
かったり、企業や専門家のプロジェクト経験
を詳述するような英文資料を持ち合わせてい
なかったりするため、書類の準備に相当程度
の時間を要することになる。特に、海外展開

表1　R-APDRPのSCADA分野に登録された企業リスト

登録企業 コンソーシアム企業 
企業名 国籍 企業名 国籍 

1 ABB インド 
2 Areva T&D India インド Areva T&D SAS フランス 
3 Chemtrols インド OSI 米国 
4 Efacec ポルトガル 
5 Honeywell Automation India インド 
6 KEPCO KDN 韓国 POSCO ICT 韓国 
7 L&T インド Telvent Energia スペイン 
8 Schneider インド Schneider フランス 
9 Siemens インド Siemens ドイツ 
10 Digital Energy,  Canada カナダ 
11 Dongfang Electronics 中国 ICSA インド 
12 Easun Reyrolle インド 
13 Crompton Greaves インド 
14 Nucleo Communicaciones y Control スペイン 
15 IGE Energy Services（UK） 英国

注）R-APDRP：連邦政府電力省の配電部門の改革プログラム（Restructured Accelerated Power Development and Reforms 
Programme）、SCADA：集中監視制御システム（Supervisory Control And Data Acquisition）

出所）Empanelment of SCADA/DMS Implementation Agencies dated 25.09.2009（http://www.apdrp.gov.in/Empanelled_List/
　　　SCADA_Imp_Agencies.pdf）
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が遅れている業界や、国内市場に注力してき
たり、中華圏のアジア事業が海外事業の中心
であったりする企業がインドの資格審査を通
過することは、相当の難関になる。

一方で、日本の公共調達にも少額案件の特
例があるように、インドでも、小規模発注に
は随意契約が可能なケースがある。調達側が
発注手続きが面倒だと感じたとき、あるいは
調達プロセスの時間を節約したいときに、発
注プロジェクトの期間を短縮し金額を小さく
することで随意契約を可能にしている。ただ
し、この調達手法は政府系企業に案件を発注
する際に使われる手法であり、日本企業がそ
の対象になることはそうそう期待できない。

公開調達にしろ、事前資格審査型調達にし
ろ、必ずしも発注者が提案書の審査をするわ
けではない。

インドでは、ナレッジパートナー（Knowledge 
Partner）と呼ばれる調達支援コンサルタン
トが発注者によって雇用されている場合があ

り、このとき、提案書の評価基準や審査は、
これらのナレッジパートナーが作成、実施す
る。実際に、PwC（プライスウォーターハ
ウスクーパース）などの会計系コンサルタン
ト会社がナレッジパートナーになっている事
例が見られる。

これらの調達制度については各発注者の
Webサイトで公開されているだけでなく、
インドの政府部門の調達情報を集めたポータ
ルサイトにも情報技術通信省から提供されて
いる注14。これらの公開情報をしっかり読み
込んで、対策を立てる必要がある。

2	 PPP（官民連携）プロジェクト
連邦政府の計画委員会（Planning Commis-

sion）のインフラ担当（Secretariat for infra-
structure）が中心になり、高速道路、都市
交通、空港、港湾、鉄道、電力等の分野で進
められており、モデルコンセッション契約が
公開されている注15。

また、非収益プロジェクトにおけるPPP促
進のためにViability Gap Funding（VGF）
が導入されている。VGFとは、受益者負担
だけでは採算が合わないようなインフラプロ
ジェクトについて、一定の収益を政府が補て
んすることで残りの収益見合いのリスクを民
間に取らせ、プロジェクトを成り立たせるス
キームである。VGFを承認するためには９
つの条件を満たす必要がある（表２）。基本
的には、民間企業が政府の定めた手続きをす
べて満たし、かつ資本費用を限界まで削減
し、利用料金を最大限引き上げても発生する
収支差に対して補助する仕組みとなってい
る。

一方、India infrastructure f inance 

表2　Viability Gap Funding（VGF）の条件

No. 条件

1 政府か、資産を保有する主体によるプロジェクト提案書かどうか 
2 民間企業によって決められたプロジェクト期間中にプロジェクトが実

施（開発、資金調達、建設、維持管理・運営）できるかどうか 
3 ガイドラインによって定められたセクターのプロジェクトかどうか 
4 民間企業が、透明で公開された調達プロセスを通じてプロジェクトを

所有した主体か、政府によって選定された主体であるかどうか 
5 プロジェクトが、サービスの対価として事前に定められた料金支払い

によって運営されているかどうか 
6 料金が政府か制度主体によって決定されたかどうか 
7 政府や制度主体が提案を作成することが、以下の理由から明白に認め

られるかどうか
①PPPプロジェクトの収支差を除去もしくは削減するために料金を引
き上げることができない
②収支差を削減するためにプロジェクト期間を延長することができな
い
③資本費用は合理的であり、類似のプロジェクトに一般的に適用され
る基準や仕様に基づいているかどうか、つまり資本コストは収支差
を削減するためにこれ以上削減できない状況かどうか 

8 VGFの総額がガイドラインに定められている収支差の範囲内かどうか 
9 提案されたプロジェクトが、関連する政府によって承認される標準的

なモデル文書に基づいているかどうか

出所）Ministry of Finance, Department of Economic Affairs “Guidelines for forwarding
　　　proposals for financial support to Public Private Partnerships in infrastructure under 
　　　the Viability Gap Funding Scheme，”F.No.1/4//2005 –PPP，2006
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（IIFCL）注16は、政府が保有するインフラ整
備のための長期資金を供給する政策金融機関
である。2006年に設立され、プロジェクトに
長期資金を直接供給したり、インフラプロジ
ェクトに資金を提供している銀行や投資家の
５年以上のリファイナンスを支えたりするこ
とが役割である。原資は市場からの10年債で
の調達や、世界銀行やアジア開発銀行など開
発金融機関からの借り入れで、政府に事前承
認を得たうえで外貨商業借り入れを実施す
る。これらのIIFCLの借り入れには政府保証
がついている。借り入れ条件は基本的に
VGFと同様であるが、借り入れ主体や関連
政府は、入札前にIIFCLの事前承認を得る必
要がある注17。

さらに、良質なPPPプロジェクトパイプラ
インを形成するために、インフラ企画開発フ
ァンド（India Infrastructure Project Develop-
ment Fund：IIPDF）がプロジェクト開発費
用の75％までを無利子で融資する制度が創設
されている。インドでは、コンサルタントが
実施したインフラ事業のF/S（実現可能性調
査）結果を民間企業が購入し、事業を開始す
る場合がある。デリー−ムンバイ産業回廊構
想（DMIC）では、DMIC開発公社（DMIC 
Development）がF/S結果だけでなく許認可
も合わせて取得したうえで、民間企業に売却
することになっている注18。類似の仕組みは
ウルトラ・メガ・パワー・プロジェクトでも
見られ、この場合、発電金融公社が政府出資
や許認可を取得し、特別目的会社に権利を付
与した後に、事業権を民間企業に売却してい
る注19。インドにおいて許認可の取得は、プ
ロジェクトを開始するための期間を延長させ
る要因であり、この部分の終了後にプロジェ

クトに参加できることで、事業運営主体のリ
スクを低減させられる。

最後に、PPPプロジェクトは官の支出を伴
うため、官側のプロジェクト承認を円滑化す
るためのPPP審査委員会（PPPAC）も設立
されている。

以上の改革を経て、現在のインドのPPP制
度は先進国と比較しても事業者が参入しやす
い制度になっている注20。2009年時点で連邦
政府・州合わせて450ものプロジェクトが実
施されており、契約総額は２兆2417億5800万
ルピーに達している。

Ⅳ	 インフラ関連企業にとっての
	 インドのインフラ整備を進める
	 うえでの課題

インド政府はインフラ整備を積極的に推進
しているが、それでも多くの課題が指摘され
ている。

①計画の遅延
②入札制度
③訴訟リスク
④発注者の支払い能力
⑤人材不足
⑥資材高騰と資金調達
⑦紛争解決メカニズムの弱さ
──などである。
１点目の計画の遅延については、日印協力

のシンボリックな案件であるデリー−ムンバ
イ間の貨物専用鉄道構想の遅れが代表例であ
る。現在、インド政府は次期第12次五カ年計
画内での完工を目指している。この事例が象
徴するように、インドでは、インフラ整備計
画が立てられるものの、後述のさまざまな理
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由により、遅延が日常的に発生している。
２点目として、前述したようにインドの入

札制度は透明で公平な制度であるものの、一
方で、提案書を提出したなかで実績などが豊
富な上位５社のみの提案書が評価対象になっ
たり、１社入札が認められなかったりする。
これは、インド政府は透明で公平な入札を志
向しつつも、有象無象の企業が応札してきた
際に、限られた人的資源では対応しきれない
からである。この点についてはインド企業も
課題として認識している注21が、インド政府
の状況に鑑みると改善の望みは薄い。企業側
で事前資格審査型調達に応札したり、入札時
の事前資格審査にパスするような体制づくり
を行っていかざるをえないであろう。

３点目として、計画遅延が発生する原因の
一つに土地問題が挙げられる。インドのイン
フラ開発プロジェクトの場合、入札と前後し
て政府や落札者による土地収用が行われるこ
とがあり、土地収用が遅れるとプロジェクト
の進捗が遅れる。こうしたとき、プロジェク
トの遅れで落札民間企業が被る遅延損害を補
償する制度が十分ではなく、インド企業にと
っても悩みの種になっている。また、収用後
に土地価格が上昇し、以前の所有者から訴訟

を起され費用の増大を生むなどの問題もあ
る。この背景として、土地記録台帳の未整備
や、1894年土地収用法における買い取り目的
の定義・買い取り価格・再移住等の保証のな
さなどが挙げられる（表３）。

４点目として、インフラ整備プロジェクト
のPPPの契約相手が州政府や州政府の下部組
織である公社などの場合、PPPの契約に記さ
れていた政府側の支払い能力に民間企業側が
不安を持つケースもある。

インドの公共部門は慢性的な財政赤字にあ
り、政治家が選挙民の人気取りのために電気
料金や水道料金を、原価が回収できない水準
にまで低く抑える傾向がある。この結果、
PPP契約相手である州の電力公社などが慢性
的な赤字となり、長期的な支払い能力に疑問
を持たれるのである。

５点目として、優秀な技術者が不足してお
り、彼らの賃金が高騰していることが課題と
して認識されている注21。インドでは、公共
事業をはじめとしてインフラが相当の速度で
整備されている一方で、経験豊かな技術者が
少なく、各社とも人材確保が難しくなってい
る。確保できても、すぐに転職したり賃金引
き上げ交渉をしてきたりするため、インフラ

表3　土地収用問題で遅れているインフラプロジェクト

立地 州名 プロジェクト名 開発主体 総額（億ドル） 状況

大都市近郊 ウッタル・プラデシュ州 ガス火力発電所建設計画 リライアンス・パワー 45 2009年中断
ヤムナ高速道路建設計画 ジャイビー・グループ 10 2006年中断

マハラシュトラ州 空港開発建設計画 GVK 20 2006年中断
国際空港建設計画 マハラシュトラ州都市産業開

発公社、インド空港局および
民間企業による特別目的会社

12 2007年中断（環境問題
が解決せず。ただし、
土地収用は継続中）

地方部 オリッサ州 アルミニウムおよびボーキサ
イト工場拡張計画

ベタンタ・リソーシズ 96 2004年中断

1200万トンの製鉄所建設計画 アルセロール・ミタル 100 2006年中断
1200万トンの製鉄所建設計画 ポスコ 120 2003年中断
600万トンの製鉄所建設計画 タタ・スティール 35 2004年中断

ジャルカンド州 1200万トンの製鉄所建設計画 アルセロール・ミタル 100 2006年中断
メガラヤ州 鉱山プロジェクト ラファージ N.A. 1997年中断

出所）飯田康久「土地収用問題でインフラ開発が頓挫（ムンバイ発）」『通商弘報』2011年7月11日付、日本貿易振興機構（原典：エコノミックタイムズ紙報道）
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関連企業の収益を圧迫する原因の一つとなっ
ている。

６点目として、資材の高騰と資金調達の問
題が挙げられている。リーマン・ショック後
も、政府による公共支出拡大も含めて経済の
落ち込みがそれほど深刻でなかったインド経
済であるが、一方で、インフレによる資材費
の高騰が生じている。前者については、一部
のインフラ関連企業はセメントなどの資材産
業に参入している。また、後者については、
インドの民間銀行からの借入金利は10〜12％
ともいわれ、インフラ事業のように多額の資
金を長期で借り入れなければならない場合、
借り入れに対する支払い金利がインフラ関連
企業にとって相当の負担になる。この点につ
いてインドのインフラ関連企業は、株式公開
による市場からの資金調達を志向したり、デ
ベロッパーなどは非居住インド人投資家

（Non Resident Indian：NRI）から投資資金
を集めたりしている。

最後は、実際のプロジェクトにおける紛争
解決メカニズムの弱さである。インドは法制
度・裁判制度も整備され、裁判で政府が敗訴
することもある国だが、PPP案件でも調停や
法的仲裁に持ち込まれることがある。インド
の裁判期間は、「ひと声10年」といわれるほ
ど長期化する傾向がある。この状況は現時点
でも改善されておらず、ひとたび紛争が発生
した場合、解決の見通しが立たないことも課
題になる。

これらの課題についてインド政府も認識し
ており、たとえば土地制度に関しては、国民
ID番号の導入に従い、土地登記を可能にす
るような対応を順次進めていくとされてい
る。すでに土地収用法改正案や地権者補償法

案などが国会に提出されている注22。しか
し、修正案や多数の政治的意見のために成立
の目途が立っていない注23。このように、課
題の多くは政府部門の努力だけでは解決でき
ず、世界最大の民主国家ゆえの構造的な問題
になっている。

この状況は、日本企業だけでなく、中小規
模のインド企業からも同様に課題視されてい
る。したがって、日本企業にとっての課題解
決は、インドの中小企業にとっての状況改善
にもつながる。このため、日本企業や日本政
府も、インドの業界団体（たとえばインド工
業連盟〈Confederation of Indian Industry〉）
などと連携して、インド政府に状況改善に向
けた提案を行っていくことも選択肢の一つに
なるであろう。

Ⅴ	 インドの地場・外資系企業の
	 動向

2008年度の売上高、従業員規模などのデー
タからインドの代表的なインフラ関連企業を
抽出すると、ラーセン・アンド・トゥブロ

（Larsen & Toubro、以下、L&T）、パンジ
ャ・ロイド（Punj Lloyd）などが上がってく
る。これらの企業は、道路、港湾、空港、上
下水道、電力などのインフラのEPC・事業運
営だけでなく、石油化学プラント建設や航空
宇宙分野でも事業を展開している。なかには
DLFのような建物・タウンシップ開発に特
化した企業もあるが、基本的にはEPC、イン
フラ事業運営、機械製造、鉱山開発・資材製
造を行う複合企業である。その出自を見る
と、鉱山開発やEPCから会社を興し、資材製
造や機械製造などの他の事業分野に事業領域
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を拡大してきた。この点は、得意分野に特化
する傾向がある日本のインフラ関連企業とは
対照的である。特に、日本メーカーの場合、
グループ内にEPC企業を持っていても、その
位置づけは必ずしも高くない。

インフラビジネスで活躍しているインド企
業は、EPCやO&M、PPPプロジェクトを成
功させるためには内製化が必要であると考え
ている注24。L&Tが建機に進出したり、ジャ
イプラカシュ・アソシエイツ（Jaiprakash 
Associates）が資材に進出しているのも、イ
ンフラ事業におけるバリューチェーンをでき

るだけ自社で内製化しようとする動きと理解
できる。

一方で、インドのインフラ関連企業は、事
業分野を拡大したり強化したりする際に、積
極的にアライアンスを行っている。たとえば
L&Tは、日立製作所、東洋エンジニアリン
グとアライアンス、小松製作所、三菱重工
業、神戸製鋼所などと合弁会社を設立するだ
けでなく、ウェスチングハウスエレクトリッ
ク カ ン パ ニ ー（Westinghouse Electric 
Company）、ロールス・ロイス（Rolls Royce）、
サムスン電子（Samsung Electronics）など

表4　インドの代表的なインフラ関連企業10社の事業概要

事業分野 
EPC

インフラストラクチャー エネルギー

企業名 創業
（年）

グループ
売上高

FY 道路 空港 港湾 鉄道・メトロ
・モノレール

上下水道 廃棄物
処理

通信 建物 電力 再生可能エ
ネルギー

石油・
ガス

製鉄・セ
メント

鉱山・
採掘

航空宇宙・
防衛産業

工業団地・
SEZ

起業事業 海外展開地域 備考

ラーセン・アンド・トゥブロ
（Larsen & Toubro）

1938 210億ドル 2010 日用品製造販
売、建設、ス
イッチギア

製造拠点：中国、オマーン、サウ
ジアラビア
エンジニアリング：マレーシア、
MENA、英国他

インドを代表するEPC企業。日立製作所・東洋エンジニアリング
とアライアンス、小松製作所、三菱重工業、神戸製鋼所などと合
弁会社を設立するだけでなく、ウェスチングハウスエレクトリッ
クカンパニー（Westinghouse Electric Company）、ロールス・
ロイス（Rolls Royce）、サムスン（Samsung）などとも提携 

パンジャ・ロイド
（Punj Lloyd）

1982 818億8,000万
ルピー

2010 パイプライン インドネシア、カザフスタン、ア
ブダビ、カタールなどに進出ずみ

パイプラインから、タンク、ターミナル、リファイナリ、発電所、
インフラと事業を展開してきた

IVRCLインフラストラクチャー &
プロジェクト
（IVRCL Infrastructures & Projects）

1990 49億ドル 2009 エンジニアリ
ング・建設業

UAEに進出ずみ 上下水道インフラに強みあり。今後、発電、石油&ガス、産業イ
ンフラ、地下鉄・鉄道事業を強化する予定

シンプレックスインフラストラク
チャー（Simplex Infrastructures）

1924 488億600万ル
ピー

2011 土木工事業 スリランカ、カタール、オマーン
などで工事実績あり

チェンナイ100Feet Roadの立体交差、コチ港の国際トランスシッ
プ港整備

ジャイプラカシュ・アソシエイツ
（Jaiprakash Associates）

1958 1,167億2,000
万ルピー

2009 建設業 海外展開情報なし イラクで創立。近年は、ホテル、病院、不動産、スポーツ、教育、
セメント産業に展開し、セメント産業ではインドで第3位になっ
ている

ナーガールジュナ・コンストラク
ション（Nagarjuna Construction）

1978 508億8,400万 
ルピー

2010 建設業 オマーン、UAEでプロジェクト実
施

インフラ分野には1998年以降に展開している。現在「フォーブ
ス500」にランクインされている

ランコ・インフラテック
（Lanco Infratech）

1960 25億ドル 2010 工事現場への
トラック輸送

EU、中国、マレーシア、インド
ネシア、オーストラリア、米国

再生可能エネルギー（太陽光・風力）の施工実績あり

DLF 1946 956億1,000万
ルピー

2010 住宅団地開発 AMANリゾートとして、ASEAN、
パリ、モロッコ、米国などに進出

住宅・商業施設・タウンシップ開発に特化。今後、エンジニアリ
ング企業レイン・オルーク（Laing O'Rouke）と共同でインフラ
開発にも進出予定。また、フラポート（Fraport）と提携し空港
開発にも進出

KECインターナショナル
（KEC International）

1945 40億ドル 2010 食器製造 EPC：MENA、 南 ア フ リ カ、
ASEAN、中央アジア
製品：北米、オーストラリア、ブ
ラジル、ペルー、アルゼンチン

タワー製造（1950年）、220kV送電線EPC（1959年）、ニュージー
ランドへのタワー輸出（1960年）、鉄道電化プロジェクト（1961
年）、初国外EPC（1968年）

アルストムプロジェクト・インディ
ア（ALSTOM Projects India）

1911 180億3,600万 
ルピー

2010 車両製造 ALSTOMとして海外展開 フランスのアルストムグループのインド法人。 1911年コルカタ
に車両工場設立以来のインド事業。タービン製造のためにバーラ
ト・フォージと合弁企業を設立。また、ボイラー製造のために 
BHELと合弁企業を設立

注）ASEAN：東南アジア諸国連合、EPC：設計・調達・建設、EU：欧州連合、FY：会計年度、MENA：中近東・北アフリカ、SEZ：経済特別区、UAE：アラブ首長国連邦
出所）各社Webサイトより作成
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とも提携している。また、ビル開発やタウン
シップ開発に特化してきたDLFも、レイン・
オルーク（Laing O'Rouke）と共同でインフ
ラ開発への進出を図ったり、フラポート

（Fraport）と提携し空港開発への進出を企図
したりしている。小規模なインフラ関連企業
は、より大きなプロジェクトや、自社で技術
優位が確保できない分野のプロジェクトに応
札するために補完関係になるような企業との
提携を志向する動きもある注25。

このようにインドのインフラ関連企業は、
自助努力だけでなく、他者の能力を活用しつ

つ、インフラ事業を日々拡大している。
これらのインフラ関連企業は、すでに、イ

ンドの安価な労働力を活用してMENA（中
近東・北アフリカ）、南アフリカ、ASEAN

（東南アジア諸国連合）の各国などインド国
外にも展開している。特に中近東では道路・
水道などのEPCプロジェクトを進めており、
海外プロジェクトの経験も豊富である（表４）。

公共調達であれPPPプロジェクトであれ、
日本企業がインドでインフラプロジェクトを
受注したり、自らの製品を供給したりしてい
く際に、これらのインド企業といかにして組

表4　インドの代表的なインフラ関連企業10社の事業概要

事業分野 
EPC

インフラストラクチャー エネルギー
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鉱山・
採掘

航空宇宙・
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工業団地・
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1938 210億ドル 2010 日用品製造販
売、建設、ス
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製造拠点：中国、オマーン、サウ
ジアラビア
エンジニアリング：マレーシア、
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クカンパニー（Westinghouse Electric Company）、ロールス・
ロイス（Rolls Royce）、サムスン（Samsung）などとも提携 

パンジャ・ロイド
（Punj Lloyd）

1982 818億8,000万
ルピー

2010 パイプライン インドネシア、カザフスタン、ア
ブダビ、カタールなどに進出ずみ

パイプラインから、タンク、ターミナル、リファイナリ、発電所、
インフラと事業を展開してきた

IVRCLインフラストラクチャー &
プロジェクト
（IVRCL Infrastructures & Projects）

1990 49億ドル 2009 エンジニアリ
ング・建設業

UAEに進出ずみ 上下水道インフラに強みあり。今後、発電、石油&ガス、産業イ
ンフラ、地下鉄・鉄道事業を強化する予定

シンプレックスインフラストラク
チャー（Simplex Infrastructures）

1924 488億600万ル
ピー

2011 土木工事業 スリランカ、カタール、オマーン
などで工事実績あり

チェンナイ100Feet Roadの立体交差、コチ港の国際トランスシッ
プ港整備

ジャイプラカシュ・アソシエイツ
（Jaiprakash Associates）

1958 1,167億2,000
万ルピー

2009 建設業 海外展開情報なし イラクで創立。近年は、ホテル、病院、不動産、スポーツ、教育、
セメント産業に展開し、セメント産業ではインドで第3位になっ
ている

ナーガールジュナ・コンストラク
ション（Nagarjuna Construction）

1978 508億8,400万 
ルピー

2010 建設業 オマーン、UAEでプロジェクト実
施

インフラ分野には1998年以降に展開している。現在「フォーブ
ス500」にランクインされている

ランコ・インフラテック
（Lanco Infratech）

1960 25億ドル 2010 工事現場への
トラック輸送

EU、中国、マレーシア、インド
ネシア、オーストラリア、米国

再生可能エネルギー（太陽光・風力）の施工実績あり

DLF 1946 956億1,000万
ルピー

2010 住宅団地開発 AMANリゾートとして、ASEAN、
パリ、モロッコ、米国などに進出

住宅・商業施設・タウンシップ開発に特化。今後、エンジニアリ
ング企業レイン・オルーク（Laing O'Rouke）と共同でインフラ
開発にも進出予定。また、フラポート（Fraport）と提携し空港
開発にも進出

KECインターナショナル
（KEC International）

1945 40億ドル 2010 食器製造 EPC：MENA、 南 ア フ リ カ、
ASEAN、中央アジア
製品：北米、オーストラリア、ブ
ラジル、ペルー、アルゼンチン

タワー製造（1950年）、220kV送電線EPC（1959年）、ニュージー
ランドへのタワー輸出（1960年）、鉄道電化プロジェクト（1961
年）、初国外EPC（1968年）

アルストムプロジェクト・インディ
ア（ALSTOM Projects India）

1911 180億3,600万 
ルピー

2010 車両製造 ALSTOMとして海外展開 フランスのアルストムグループのインド法人。 1911年コルカタ
に車両工場設立以来のインド事業。タービン製造のためにバーラ
ト・フォージと合弁企業を設立。また、ボイラー製造のために 
BHELと合弁企業を設立

注）ASEAN：東南アジア諸国連合、EPC：設計・調達・建設、EU：欧州連合、FY：会計年度、MENA：中近東・北アフリカ、SEZ：経済特別区、UAE：アラブ首長国連邦
出所）各社Webサイトより作成
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むかを考えることが重要になる。

Ⅵ	 インドのインフラ関連企業との
	 機能補完型の提携による市場
	 参入が必要

1	 日本企業の参入の難しさ
日本政府は、デリー−ムンバイ産業回廊構

想および南インド中核拠点構想、国土交通省
とインド海運省（Ministry of Shipping）の
港湾分野のワーキングに代表される政府対政

府の政策対話、インドのインフラ市場に関す
る調査や日本企業の参入可能性が考えられる
プロジェクトのF/Sの委託業務──などを通
じて、日本企業によるインドのインフラ市場
参入を支援している。このような動きを受け
て、日本企業もインドのインフラ市場での事
業機会を積極的に探索している（表５）。

こうした積極的な活動に反して日本企業は
インドのインフラ市場攻略に苦戦している。

多くの失敗経験の末、インド政府は現時点
で、世界の民間企業に広く市場を開放するこ

表5　日本政府・日本企業のインドのインフラ市場へのアプローチ状況

分類 日本の分類 本稿での分類 日本政府・日本企業の動き

再生可能エネルギー 電力 三井造船・三菱重工業などによる「平成23年度太陽熱発電技術導入可能性に関する調査」
（NEDO）

原子力発電 日印原子力協定締結交渉が進行中
石炭火力・石炭ガス化プラント 東芝他が、超臨界石炭火力発電所向け蒸気タービン設備を受注
スマートグリッド（次世代送電
網）

● IBMがインドのエネルギー効率局（Bureau of Energy Efficiency）とスマートグリッ
ドプロジェクト推進のために提携

送配電 ● 「平成23年度デリー・ムンバイ間産業大動脈、都市部電力インフラ環境改善のための
本邦技術活用に係る基礎情報収集・確認調査」（JICA）

都市開発・工業団地 工業団地 ● DMICのスマートコミュニティ実証実験4カ所　他
● 日揮・みずほ銀行がシンガポールの政府系不動産デベロッパーのアセンダスと共同で
チェンナイ南部のマハバリプーラム近郊で複合型タウンシップ（工業団地、住居、商
業施設）開発を実施中

都市インフラ ● 国土交通省によるインド都市交通セミナーの実施、および日本モノレール協会、東京都・
広島市・東京モノレールの参加

● 日立製作所・三菱商事グループによる事業機会探索
水 ● 「平成22年度下水道施設設計・維持管理マニュアル策定計画調査」（JICA）

● 日本水道協会がインドに調査団を派遣（2011年7月）
リサイクル 環境省「平成23年度静脈産業の海外展開促進のための実現可能性調査等支援事業」によ

り、日本環境設計がグジャラート州で調査中
情報通信 情報通信 NTTドコモがTATA-DOCOMO（タタ・ドコモ）として市場参入
鉄道 鉄道 ● エルナクラム－バンガロール－チェンナイ間の新幹線構想に対する国土交通省の実現

可能性調査（F/S）、 JARTSによるプレF/S実施
● 「平成23年度インド国本邦技術を活用した高速鉄道事業化に係る情報収集・確認調査」
（JICA）公募中

道路 道路 ● 「平成22年度インド・ムンバイ湾横断道路計画調査」を大日本コンサルタント、建設
技研インターナショナル、東日本高速道路、オリエンタルコンサルタンツなどで実施

● エンノール港接続道路に対して、 JICAが円借款の提供可能性を調査中
● 平成23年度チェンナイ－バンガロール間の有料高速道路の日本の国土交通省が発注の
実現可能性調査をNEXCO他が受注

● 「平成23年度ハイデラバード都市圏における ITS導入実施支援調査」（JICA）を日本
工営・首都高速道路・東日本高速道路が受注

港湾 港湾 ● 日本郵船他による「平成21年度民活インフラ案件形成等調査（インド・エンノール港
コンテナ物流高度化プロジェクト調査）」

● 海外港湾物流プロジェクト協議会のインドワーキンググループで2011年2月25日以降、
港湾物流の展開方策を検討中

航空・空港 航空・空港 ANAが2011年7月のJETROの南インドミッションに参加

注）DMIC：デリー－ムンバイ産業回廊構想、ITS：高度道路交通システム、JARTS：海外鉄道技術協力協会、JETRO：日本貿易振興機構、JICA：国際協力機構、
NEDO：新エネルギー・産業技術総合開発機構、NEXCO：Nippon EXpressway Company（ネクスコ）

出所）公募情報を含む各種公開資料およびチェンナイ日本商工会月例会での報告資料、現地での日本企業・インド企業へのインタビューより作成
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とにより、安価で良質なインフラを調達しよ
うとしている。そこには「低価格・低品質」
や「公明正大で透明な入札手続きと大量のド
キュメント」といった、日本企業が苦手とす
る状況がある。また、入札参加の際の実績面
でも、日本国内のインフラ整備経験が必ずし
も比較優位にならない。

たとえば日本の場合、従来は自治体や地方
公営企業などの官がインフラの事業運営を行
ってきた。第三者包括委託や性能規定発注な
ど、2001年以降、事業運営に比較的寄った発
注形式が模索されてきたが、PFI（民間資本
による公営事業）プロジェクトも公共施設中
心のBTO（Build〈建設〉-Transfer〈譲渡〉
-Operate〈運転〉）型、もしくはDBTO（Design

〈設計〉-Build-Transfer-Operate）型が中心
であった。一方、インドの場合、PPP案件は
道路・港湾などの土木系インフラに多い。さ
らに日本とは異なり、BOT（Build-Operate-
Transfer）型やBOOT（Build-Own〈所有〉
-Operate-Transfer）型のプロジェクトが多
い。このため、事業運営者はインフラ所有の
リスクを負うことになる。また、インドの
PPPの場合、たとえば鉄道案件では、入札の
際に受注者側に乗降客数の保証を求めたり、
最終的な利用者へのサービス価格を主要な評
価項目にすることもある。さらに、詳細な
F/Sを経ずに、プロジェクトアイデアだけを
公募する場合もある。特に、日本のインフラ
関連企業はEPCや機械製造が中心であり、
O&Mですらほとんど経験がなく、大規模な
設備を所有・運営した経験を持つ企業は少な
い。このような日本とインドのインフラビジ
ネスモデルの違いから、リスクテイクの面
で、日本企業はインドでのインフラ事業の実

施を躊躇するケースがある。
本来的にインフラの海外展開は、従来の

「製品売り切り」から、バリューチェーンを
EPCやO&Mに拡大することで、インフラビ
ジネスの付加価値をメーカーとしての日本企
業に取り込むことが目標であった。しかしな
がら、あらためて、エンジニアリングや維持
管理・運営案件、資産保有が前提の案件にな
ると、受注活動を躊躇する場合もあるようで
ある。さらに、デリー−ムンバイ間の貨物専
用鉄道に対する日本のゼネコンの冷めた姿勢
に見られるように、付加価値の低い土木工事
が主体となるインフラ建設に日本企業がかか
わることは難しい注26。

L&Tと日立製作所、小松製作所、三菱重
工業、神戸製鋼などのアライアンスや合弁
は、インフラ事業推進というよりも、建機や
タービン類の製造・販売に関するものであ
る。インドのインフラ関連企業は、上位の企
業を除いて必ずしも規模が大きくない。今
後、モノづくりだけでなく、インフラのEPC
や事業運営に進出するためにも、インフラ関
連企業に対して、出資を含む企業提携や企業
買収をしていく必要がある。

2	 機能補完型の提携による
	 市場参入が必要

空港から一歩街に出て見える風景から、多
くの日本人はインドのインフラ整備の遅れを
実感する。このため、日本企業にとっての事
業機会は、一見、豊富にありそうだと感じ
る。しかしながら、政府調達の制度、土地関
連制度、インド地場企業の成長などさまざま
な要因により、実態は、日本企業にとって相
当厳しい市場となっている。
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一方で、インドのインフラ整備は、IT分
野を超えた経済成長をけん引する成長分野に
なっている。インフラ事業運営やEPC、
O&Mだけでなく、製品売りという観点から
も、インドのインフラ市場に機会があること
は疑いがない。

現状では、インドのインフラ市場は確実に
存在しているが、日本企業単独の事業機会は
きわめて小さい。さらに、日本企業から見た
市場の解像度が必ずしも高くないために、本
来、参入可能性がある機会もみすみす見逃し
ている。このような事業機会をしっかり刈り
取っていくためには、インド企業との機能補
完を目指した提携、対象地域・分野の絞り込
み、入札参加資格の確保が不可欠である。

インド企業は、すでにグローバルな視点を
持ち展開も始めている。しかしながら、ごく
一部の大手企業を除けば、前述のようにイン
ドのインフラ関連企業の規模はまだ大きくな
い。インド企業自身もより大きなプロジェク
トに対応していくために技術や規模、実績な
どを補完する相手を必要としている。これら
の企業とうまく補完関係を構築し提携してい
くことが、日本企業にとってインドのインフ
ラ市場参入の第一歩となろう。

次に、今後、増加が予想される小規模のイ
ンフラ開発案件は、都市郊外や工業団地周辺
などの地域特性を持つ。つまり、どの都市周
辺のどの工業団地周辺でインフラ開発ニーズ
があるかという、エリアマーケティングがイ
ンフラ分野でも必要になってきている。

３点目として、入札参加資格を確保してい
く必要がある。公共調達で事前資格審査型調
達がある場合、ときとして行われる事前資格
審査に応募しないかぎり、案件に応札できな

い。45ページの表１にあるように、日本企業
のお家芸である省エネルギー関連の事前資格
審査ずみ企業リストに日本企業は１社もエン
トリーされていない。この時点で、すでに市
場参入の門戸が閉ざされている。日本企業も
普段からインド政府との関係を構築して事前
資格審査の機会を探索し、同審査に積極的に
エントリーする必要がある。もちろん、入札
参加資格取得についても、すでに取得ずみの
企業と提携するなど、提携戦略が有効になる
場合がある。

インフラ分野でも、外資誘致・FDI導入に
積極的な連邦政府・州政府は、外資企業の要
望を聞きながらFDI促進のために制度を適宜
変更している。第12次五カ年計画では、イン
フラ投資を進めるだけでなく、建機他の関連
産業に対する優遇措置も検討されている。こ
うした流れをうまく活用していかないかぎ
り、日本企業のインドのインフラ市場参入
は、時間の経過とともにますます難しくなる
だろう。外見的な変化の遅さに惑わされず、
日本企業には早急な行動が求められている。

注
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今後必要性が増す省エネ政策・
省エネビジネス
民 生 部 門 （ 家 庭 ・ 業 務 部 門 ） を 中 心 と し て

C O N T E N T S
Ⅰ　環境・エネルギー政策の再構築
Ⅱ　時間軸で見た省エネルギー政策の方向性についての提案
Ⅲ　民間事業者が対処すべき課題と事業機会
Ⅳ　海外展開も見すえた官民による取り組みの推進

要約

NAVIGATION & SOLUTION

1	 東日本大震災を受けて、環境・エネルギー分野では電力需給バランスの調整と
いう喫緊の課題への対応とともに、中期的にはエネルギーの安定供給や低炭素
化の推進に向けて、環境・エネルギー政策の再構築が不可欠となっている。再
生可能エネルギーの導入・拡大に大きな関心が集まってはいるが、容量やコス
トなどの問題で短期的な対応においては限界があることから、省エネルギーの
加速化が果たすべき役割はたいへん大きい。

2	 抜本的な省エネルギーを推進し、豊かで快適かつ持続可能な社会を実現するた
めには、中期的な観点から社会システムの変革が必要不可欠であり、制度面、
技術面、生活・行動面の３つのイノベーションを起こす必要がある。特に制度
面のイノベーションは、技術の開発・普及や、ライフスタイル・ワークスタイ
ルの変革を促すための基盤となるため、たいへん重要な位置づけを担う。

3	 本稿では制度面のイノベーションとして、５つの施策を提案する。施策実施に
当たっては、新築・既築や用途（住宅・業務用ビル）、形態、規模によって対
策効果やアプローチのしやすさが変わってくることに留意が必要である。

4	 民間事業者にとっては、本稿で提案したような制度が導入された場合、事業機
会の拡大が想定される一方、事業上の課題も想定されることから、各種制度が
自社の事業に与える影響を想定し、その影響を最小化し、事業機会を最大化す
るための手をいち早く打つことが重要となる。

水石  仁 茂野綾美 福地  学滝  雄二朗 科野宏典
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2011年３月11日に発生した東日本大震災で
は、発電施設などの被災により電力需給バラ
ンスが逼迫し、同月には東京電力管内におい
て計画停電が実施され、国民生活や経済活動
に大きな打撃を与えた。震災を受けて、環
境・エネルギー分野では電力需給バランスの
調整という喫緊の課題への対応とともに、中
期的にはエネルギーの安定供給や低炭素化の
推進に向けて、環境・エネルギー政策の再構
築が不可欠となっている。なかでも再生可能
エネルギーの導入・拡大に大きな関心が集ま
っているが、容量やコストなどの問題で短期
的な対応においては限界があることから、省
エネルギー（以下、省エネ）の加速化が果た
すべき役割はたいへん大きい。

本稿では、民生部門（家庭・業務部門）に
おける省エネの推進（および再生可能エネル
ギーの導入促進注1）に焦点を当て、特に中
期的な視点から今後の省エネ政策の方向性を
提案するとともに、それらの政策が実現され
た場合、民間企業が対処すべき課題と事業機
会について考察する。

なお、本稿は、中期的に考えうる政策オプ
ションを幅広く提示することに主眼を置いて
いる。このため、各方策の実施の是非やそれ
らの実施方法、タイミングなどは、今後の動
向を見極めつつ慎重に判断していくことが重
要と考える。

Ⅰ	 環境・エネルギー政策の再構築

1	 変わらない低炭素化の流れ
東京電力福島第一原子力発電所の事故を受

けて、わが国の原子力発電所の新増設は当面
凍結の可能性があり、新増設を前提注2とし

てきたわが国の低炭素化政策は、抜本的な見
直しを迫られる可能性が高い。

わが国は、すべての主要国における公平か
つ実効性のある国際的な枠組みの構築および
意欲的な合意を前提としたうえで、温室効果
ガス排出量を2020年までに1990年比で25%削
減するという中期目標を国際公約として掲げ
ている。しかし、政府の試算では、福島第一
原子力発電所の発電量を石油火力発電で代替
すると、わが国の温室効果ガス排出量は2100
万トン増加する。これは、2009年度の温室効
果ガス排出量の1.8%に相当する。

しかしながら、気候変動への対応は国境を
越えたグローバル規模の問題であり、将来的
な人類の存続にとってきわめて重要な課題で
あることから、中長期的な視点では、世界的
な低炭素化のトレンドは変わらない。

2010年11月末から12月上旬にメキシコで開
催された気候変動枠組条約第16回締約国会議

（COP16）では、京都議定書に参加していな
い米国や、中国およびインドなどの新興国も
自主的な削減策を示すことで合意した。これ
を京都議定書に代わる新たな法的枠組みとす
るまでには時間を要するものの、低炭素化に
対する世界的な圧力は確実に強まっている。
わが国の国際的立場を考慮すれば、東日本大
震災以降の状況を踏まえつつ、省エネの推進
や再生可能エネルギーの導入促進などによ
り、化石エネルギー多消費型社会からの脱却
を図り、豊かで快適かつ持続可能な社会の実
現を率先して目指していくべきである。

2	 民生部門（家庭・業務部門）に
	 おける対策の重要性

民生部門はわが国の最終エネルギー消費の
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３割を占め、産業部門や運輸部門に比して過
去からの増加が顕著である（図１）。民生部
門における政府の中期目標の達成において
は、住宅・建築物の断熱化や高効率機器の導
入など住宅・建築分野の対策によるCO2（二
酸化炭素）排出量の削減は３分の２程度にと
どまり、残り３分の１程度を電力CO2排出原
単位の低下により見込んでいる。しかし福島
第一原子力発電所の事故の影響で、目標の達
成はきわめて厳しい状況が想定される。

原子力発電所の新増設については今後の見
通しが不透明であることから、中期目標の達
成のためには、現在想定されているシナリオ
以上のさらなる省エネ対策の推進が不可欠で
ある。

Ⅱ	 時間軸で見た省エネルギー政策
	 の方向性についての提案

ここではタイムスケール（時間軸）を、短

期（現在〜２年後まで）と中期（３〜５年後
まで）の２つに分けて、省エネ政策の基本的
な考え方（方向性）を整理する。

1	 短期的な方向性
	 （現在〜２年後まで）

冬場の電力需要のピークにいかに対応する
かという課題は残るものの、今夏（2011年
夏）を乗り切れれば、省エネ設備・機器の導
入といったハード対策を含め、政策効果を浸
透させるための時間的猶予が生じる。家庭向
けには家電エコポイント制度の延長や対象製
品の追加（LED〈発光ダイオード〉電球な
ど）、事業者向けには高効率空調設備や高効
率照明設備等への導入補助などが考えられ
る。また、震災後、多くの家庭や企業で実施
されている節電のためのライフスタイルやワ
ークスタイルを継続させることも非常に重要
であり、国民への負担が小さくかつ受け入れ
やすい対策を明らかにするとともに、これら

図1　わが国における最終エネルギー消費の推移
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の取り組みを浸透させるための普及・啓発施
策が求められる。

太陽光発電などの再生可能エネルギーやコ
ジェネレーションシステム注3といった分散
型エネルギーシステムの導入は、省エネに貢
献するとともに、個人・地域レベルでの災害
対応能力（減災性）を向上させる効果もあ
る。被災地復興のなかでこれらの対策の導入
を図り、さらには政府が推進しようとしてい
るネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）
や ネ ッ ト・ ゼ ロ・ エ ネ ル ギ ー・ ハ ウ ス

（ZEH）、LCCM（ライフサイクル・カーボ
ン・マイナス）住宅注4のような、究極的な
省エネ住宅・ビルの建設を促進することは、
防災・減災性に優れたエコシティの実現に資
すると考えられる。

2	 中期的な方向性（３〜５年後まで）
しかしながら、短期施策としての緊急的な

節電などのソフト対策や、補助金などの時限
的な施策だけでは限界があり、これらは抜本
的な省エネの推進にはつながらない。豊かで
快適かつ持続可能な社会の実現には、中期的
な観点からの社会システムの変革が必要不可

欠であり、それには、①制度面、②技術面、
③生活・行動面──の３つのイノベーション

（革新）を起こす必要がある（図２）。
特に①の制度面のイノベーションは、技術

の開発・普及やライフスタイル・ワークスタ
イルの変革を促すための基盤となるたいへん
重要な位置づけを担う。省エネ分野は、政策
主導によって市場が立ち上がるケースが多
く、民間事業者の技術開発を促すような制度
設計が必要である。また、家庭や企業におけ
る生活や行動を直接的に規定することは難し
いため、省エネ型のライフスタイル・ワーク
スタイルに誘導していく仕組みづくりも求め
られる。

以下に、①制度面、②技術面、③生活・行
動面のイノベーションの主な視点を整理する。

①制度面のイノベーション
● 効果的な省エネ対策に関する情報が十分

でない、初期費用を負担できないなどの
理由により、省エネ対策を実施してこな
かった家庭・企業の巻き込み

● すでにある程度の省エネ対策を実施して
いる家庭・企業に対するさらなる動機づ

図2　3つのイノベーションによる省エネルギーの推進

省エネルギーの推進

制度、仕組み

技術開発 技術の普及

①制度面のイノベーション

ライフスタイル・
ワークスタイルの
変革

②技術面の
イノベーション

③生活・行動面の
イノベーション
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けのための制度設計（規制、ラベリング
〈評価・認証〉、インセンティブ等）　など

②技術面のイノベーション
● 空調や照明、給湯、家電製品、OA（オ

フィスオートメーション）機器などの高
効率化

● 太陽光発電システムや燃料電池システム
の変換効率の向上

● 蓄電池システムの大容量化
● 各種製品の低コスト化
● ZEB・ZEHやLCCM住宅の技術開発、実

証　など

③生活・行動面のイノベーション
● 快適性や利便性を保ちつつ省エネ効果を

発揮する新たなライフスタイル・ワーク
スタイルの提案

● 高齢者が集まって住まう、家族が集まっ
て過ごすといった住まい方の改善　など

3	 制度面のイノベーションの提案
ここでは、制度面のイノベーションとし

て、「需要サイドへの直接的アプローチ」と
「供給サイドからの間接的アプローチ」の２
つに分け、中期的に考えうる政策オプション
として５つの方策を提案する。なお、需要サ
イドへの直接的アプローチについては、国土
交通省や経済産業省などを中心に、すでに具
体的な検討が開始されているものもある。

（1）	 需要サイドへの直接的アプローチ

①住宅・建築物の省エネ基準の適合義務化
民生部門では、住宅・建築物のハード対策

として、新築や改修時に一定の省エネ基準を

満たすための義務づけが考えられる。これに
ついては、2010年４月に国土交通省と経済産
業省が、20年までにすべての新築住宅・建築
物に対して省エネ基準適合を義務化する方針
を公表し、有識者を交えた具体的な検討が進
められている。

住宅・建築物の寿命は平均30〜50年と他の
工業製品に比べて長いことから、新築や改修
のタイミングで確実に省エネ性能を高めてい
くことはきわめて合理的である。さらに、省
エネ基準の段階的な強化の将来的な見通しを
国が早くから提示することで、市場主導によ
る技術開発や先進技術の普及・促進が期待さ
れる。

ただし、省エネ基準とは、設計段階におい
て一定の使用状況を想定したうえでの基準で
あり、実際のエネルギー消費量には直結しな
い点に留意する必要がある。使用状況が想定
と大きく乖離したり、省エネ意識が低く無駄
なエネルギー消費が大きかったりすれば、建
築・設備の仕様がどんなに高くても省エネに
はつながらない。また、義務化の遵守を担保
する方法も検討する必要がある。すでに省エ
ネ基準を義務的措置として導入している欧米
の一部の国や州では、法的拘束力が与えられ
ていながら、実際にどの程度遵守されている
のか明らかではないという現状もある。

②運用段階の実績値に基づくベンチマー
ク・ラベリング制度注5

省エネ対策の実効性をより高めるには、設
計段階と運用段階を一体的に評価していくこ
とが重要である。そのための仕組みとして、
運用段階のエネルギー消費量の実績値に基づ
くベンチマーク・ラベリング制度が大切な位
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置づけを担う。設計段階で想定したとおりの
省エネ効果を発揮できているか、また、他の
同じ用途・種類の住宅・業務用ビルと比較し
て省エネ性能が十分かどうかを認識させるこ
とで、建物オーナーや使用者の省エネ意識を
喚起し、それが省エネ対策の実施を促す契機
となる。

住宅や建築物の省エネ性能評価に当たって
は、設計段階の推計値に基づく評価ととも
に、運用時における実績値に基づく評価をセ
ットにしてエネルギー効率の改善を図ってい
くというのが世界的なトレンドになりつつあ
る。運用段階におけるこうした省エネ性能の
評価を浸透させていくには、HEMS（ホー
ム・エネルギー・マネジメント・システム）
やBEMS（ビル・エネルギー・マネジメン
ト・システム）注6などのエネルギーのモニ
タリングやマネジメントの仕組みの普及が肝
要となる。

③取引時の省エネ性能証書の提示義務
新築や改修のタイミングは限られることか

ら、運用段階における省エネ性能の評価の仕
組みは、既存住宅・建築物の省エネ対策の推
進にも活用すべきである。

欧州では、新築や改修といった建設行為が
伴うときだけでなく、売買や賃貸借といった
取引行為のタイミングも対象として、当該住
宅・建築物の省エネ性能を可視化した「省エ
ネ性能証書」を取引相手に提示することを建
物オーナーに義務づけている。

また米国では、環境保護庁（Environmental 
Protection Agency：EPA）が主導する「国
際エネルギー・スタープログラム（Energy 
Star Program）」と、米国グリーンビルディ

ン グ 協 会（U.S. Green Building Council：
USGBC） が 主 導 す る「LEED（Leadership 
in Energy and Environmental Design：リー
ド）」というベンチマーク・ラベリング制度
が設けられている。ベンチマーク・ラベリン
グ制度による評価を建物オーナーに義務的措
置として課すかどうかについては各州の判断
に委ねられているが、一部の積極的な州（カ
リフォルニア州、ワシントンDCなど）では
法的枠組みに組み入れ、建築物の売買や賃貸
借等の取引時に、評価結果を取引相手に提示
することを義務づけるなどの動きも見られる。

このような仕組みは、中長期的な観点か
ら、省エネ住宅・建築物への市場の関心を高
め、不動産価値の向上に寄与する。米国で
は、Energy Star Programの認証を受けてい
るビルは、規模や賃貸期間、築年数などの特
徴が類似しているものの、しかし、認証を受
けていない一般的なビルと比較して、賃料が
１割弱高いという調査結果も公表されている

（米国の不動産情報会社CoStar〈コスター〉
による調査、2008年）。前述の省エネ基準の
適合義務化やベンチマーク・ラベリング制度
と併せて、総合的な制度設計をセットで行う
ことが重要である。

（2）	 供給サイドからの間接的アプローチ

供給サイドからアプローチする仕組みとし
ては、量的政策手段であるホワイト・サーテ
ィ フ ィ ケ ー ト 制 度（White Certificate 
Scheme）と、価格政策手段である省エネ固
定 価 格 買 取 制 度（Energy Saving Feed In 
Tariff）が考えられる。

供給サイドからのアプローチは、これまで
特に省エネ対策が進んでいなかった家庭や中
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小企業を巻き込むという面では非常に効果的
である。一方、これらの制度の導入には、関
係主体間の公平性の確保や計測機器、システ
ム開発、普及など、さまざまな制度的・技術
的課題があるため、ここでは今後の省エネ政
策のオプションの一つとして提示する。導入
の是非を含め、早い段階から論点を整理し、
官民一体となった議論を進めておくことが重
要と考える。

①ホワイト・サーティフィケート制度
ホワイト・サーティフィケート制度とは、

エネルギー供給事業者に一定量の省エネ目標
を課す制度で、再生可能エネルギー分野にお
ける RPS（Renewable Portfolio Standard）
制度注7に相当する。エネルギー供給事業者
は、自らの費用負担によって家庭や企業の省
エネ対策を促進し、それに要する費用をエネ
ルギー料金に転嫁して回収する。

本制度の特徴として、規定の省エネ量を最
低の費用で達成することが可能というメリッ
トがある一方で、規定の省エネ量を超えてま
で省エネを推進するインセンティブが働かな
いという制度的な問題がある。ただし、世界
的には、英国、イタリア、フランス、ベルギ
ーなどで導入されている。

わが国では2003年度からRPS制度が導入さ
れているが、総合エネルギー調査会新エネル
ギー部会RPS法評価検討小委員会は、06年５
月に公表した報告書において、電気事業者に
課された新エネルギー（以下、新エネ）等の
利用義務量が超過達成されていることを踏ま
え、経過措置として、利用目標量より低く定
められている義務量を引き上げるよう提言し
た。ホワイト・サーティフィケート制度の導

入に当たっては、省エネ目標の設定が最大の
論点となる。

②省エネ固定価格買取制度
2009年11月から開始された太陽光発電の余

剰電力買取制度の省エネ版を想定したもの
で、省エネ量を「仮想のエネルギー源」とし
て捉え、家庭や企業で省エネした分をエネル
ギー供給事業者が一定価格で買い取る制度で
ある。買い取りに要する費用はエネルギー料
金に転嫁して回収する。本制度を導入した事
例は世界的にはまだないが、わが国では、東
日本大震災以降の電力需給の逼迫を受けて、
来夏（2012年）に企業の節電電力を買い取る

「ネガワット取引制度」導入が検討されている。
なお、経済産業省の試算では、太陽光発電

の余剰電力買取制度の場合、標準家庭（１カ
月当たり電力使用量300kWh）における買い
取り負担額は月100円程度、現在導入が検討
されている再生可能エネルギーの全量買取制
度の場合、同150〜200円程度とされている。

ネガワット取引制度の場合、買い取り価格
と買い取り期間が示されることによって、事
業性（採算性）を評価できることが大きな利
点となる。ただし、検討に際しては適正な価
格設定が肝要である。省エネ量の上限値が設
定されていないことから、ホワイト・サーテ
ィフィケート制度とは異なり、価格設定によ
っては省エネ対策が加速度的に推進される可
能性も考えられる注8。

ホワイト・サーティフィケート制度、省エ
ネ固定価格買取制度ともに、省エネ量をいか
に計測するかが大きな課題となる。たとえ
ば、ベースラインをどのように設定するか、
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設備・機器効率の改善や、ライフスタイル・
ワークスタイルの改善ではない外的要因（気
候条件の変化、生産量・活動量の変化など）
をどのように評価するかといった点が挙げら
れる。また、モニタリングの仕組みの構築も
不可欠となる。

さらには、いずれの制度も省エネ対策に要
する費用を最終的にはエネルギー料金に転嫁
することになるため、国民の合意形成を図る
ことも重要となる注9。

（3）	 その他の方策

前述した方策以外にも、特にハード面にお
ける省エネ対策の実施では、消費者が適切な
判断ができるための情報提供が必要である。
具体的には、各対策による初期費用、省エネ
効果、投資回収期間、限界削減費用などのデ
ータを整備し、情報提供をしていくことが求
められる。

また、省エネ対策の実施は、光熱費削減と
いうエネルギー便益（EB：Energy Benefit）
だけでなく、エネルギー面以外の便益（非エ
ネルギー便益、NEB：Non Energy Benefit）
をももたらす。EBは消費者にとってたいへ
んわかりやすいが、節減金額が十分に大きい
とはかぎらないことから、各対策による
NEBの定量化が重要となる。特に今後は、
エネルギー供給の安定化や災害対応能力とい
った観点がより重視されると考えられる。ま
た、各対策の実施による外部不経済注10を示
すことができれば、そのぶんを誰がどのよう
に費用負担すべきかといったことも重要な検
討課題となる。

さらには、住宅と電気自動車やプラグイン
ハイブリッドカーとの連携など、部門の垣根

を越えた対策も考えられる。

4	 対象セグメントを勘案した
	 各方策のロードマップ（案）

短期的な対策については、すでに政府を中
心に具体的な検討が進められている。一方、
中期的な対策についてはシステムや考え方の
転換が求められることから、３〜５年後の導
入の実現に向け、今の段階から検討を開始し
ておかなければならない。当面は、短期的な
対策に重点が置かれるべきであるが、大規模
な省エネを実現するためには、中期的な視点
での議論は必要と考える。

住宅・建築物の省エネ対策は、新築・既築
や、用途（住宅・業務用ビル）、形態、規模
によって対策効果や対策のアプローチのしや
すさが変わってくることから、各方策の実施
に当たっては、対象セグメントごとに適切な
アプローチを検討していくことが重要であ
る。ここでは、新築と既築、住宅と業務用ビ
ルに分け、新築住宅については、デベロッパ
ーなどからある程度まとまった戸数が供給さ
れる分譲・建売住宅と、個別に供給される注
文住宅とに分け、業務用ビルについては、新
築・既築ともに建物規模による大規模・中小
規模に分類して整理する。

対象セグメントと各方策の実効性注11の関
係を整理したものを次ページの表１に示す。
また、各方策のロードマップ（案）を次ペー
ジの図３に示す。

①住宅・建築物の省エネ基準の適合義務化
新築（大規模改修を含む）が中心となる。

また、行政的なアプローチのしやすさの点で
は、分譲・建売住宅や大規模業務用ビルか
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ら、注文住宅、中小規模の業務用ビルに段階
的に拡大させていくことが妥当と考えられる。

②運用段階の実績値に基づくベンチマー
ク・ラベリング制度

エネルギー消費量や、エネルギー消費への
影響が大きいパラメータのモニタリングシス
テムの構築が求められるため、既築の大規模
業務用ビルから段階的に拡大させていくこと
が望ましい。

表1　対象セグメントと各方策の実効性の関係

凡例：実効性の高いほうから◦、〇、△、×の順に4段階で評価、─は対象外
新築・既築 新築注1 既築（運用）

用途 住宅 業務用ビル 住宅 業務用ビル
形態・規模 分譲・建売 注文 大規模 中小規模 ─ 大規模 中小規模

需要サイドへの直
接的アプローチ

①住宅・建築物の省エネ基
準の適合義務化 ◦ 〇 ◦ 〇 × × ×

②運用段階の実績値に基づ
くベンチマーク・ラベリ
ング制度注2

─ ─ ─ ─ △ ◦ 〇

③取引時における省エネ性
能証書の提示義務 ◦ 〇 ◦ 〇 △ ◦ 〇

供給サイドからの
間接的アプローチ

④ホワイト・サーティフィ
ケート制度 〇 ◦ 〇 ◦ ◦ × ◦

⑤省エネ固定価格買取制度 ─ ─ ─ ─ 〇 △ 〇

注1）新築には大規模改修も含む
　2）あくまで任意制度としての位置づけ

図3　各方策のロードマップ（案）

現在 2015年度 2020年度

データベースの整備

評価指標・基準の策定

シミュレーションツール、
インターフェースの開発

モニタリング手法の確立

ベースラインの設定

評価・確認機関（者）など
運用体制の構築

①住宅・建築物の省エネ基準の適合義務化
　（大規模業務用ビルから段階的に拡大）

連携

連携

③取引時における省エネ性能証書の提示義務
　（大規模業務用ビルから段階的に拡大）

④ホワイト・サーティフィケート制度

②運用段階の実績値に基づくベンチマーク・ラベリング制度
　（大規模業務用ビルから中小規模業務用ビルへ拡大）

設計仕様に基づく評価も考えられる

③取引時における省エネ性能証書の提示義務
　（大規模業務用ビルから中小規模業務用ビルへ拡大）

④ホワイト・サーティフィケート制度
　（住宅および中小規模業務用ビルを中心）

⑤省エネ固定価格買取制度
　（住宅および中小規模業務用ビルを中心）

インセンティブの重複はなし

注）年度はあくまで想定

新築

新築

新築

既築

既築

既築

既築
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難しいと想定されることから、「新成長戦略
──『元気な日本』復活のシナリオ」（2010
年６月閣議決定）に紐づく総合特区制度や

「環境未来都市」構想ともからめて、限定的
な地域でのトライアルから始め、全国へと段
階的に導入していくことも考えられる。

Ⅲ	 民間事業者が対処すべき課題と
	 事業機会

本稿で提案したような制度が導入された場
合、家庭や企業にはさらなる省エネの推進が
不可欠となり、省エネビジネスは今後、一層
拡大していく可能性が高い。一方、規制が強
化されることで、民間事業者は規制に対応す
るためのコストを支払うことになる。ここで
は、住宅、業務用ビルに関連の深い民間事業
者にとって、本稿で提案したような制度が導
入された場合に想定される、対処すべき課題
と事業機会について考察する（次ページの
図４に「対処すべき課題」、同図５に「事業
機会」をまとめた）。

まず対処すべき課題として、各種規制への
対応コストの増加とエネルギー使用量の減少
によるエネルギー供給事業者の売り上げ減少
への対応が想定される。なお、これらの対応
を検討する際は、自社が受ける影響が事業上
の競合他社と比較して大きいか小さいかが重
要な論点となる。一方、事業機会としては、
顧客との接点増加によるサービス提供機会の
拡大、省エネ製品の価値増加、取得したデー
タを活用した新たなビジネスの拡大などが考
えられる。以下、各民間事業者ごとに対処す
べき課題と事業機会について整理する。

③取引時における省エネ性能証書の提示義
務

①と②の仕組みが構築・整備されると、そ
れらの結果に基づき本制度の実施が可能とな
る。これも、①、②と同様に、分譲・建売住
宅や大規模業務用ビルから段階的に拡大して
いくことが考えられる。また、②の運用実績
値に基づくベンチマーク・ラベリングが困難
なセグメントであっても、設計仕様に基づく
評価のみで実施可能である。

④ホワイト・サーティフィケート制度
新築・既築ともに適用可能である。特に、

自ら省エネ対策を実施することが難しい家庭
や中小規模の事業者に対するアプローチが有
効と考えられる。

⑤省エネ固定価格買取制度
実績ベースでインセンティブを与える仕組

みであるため既築のみが対象となる。④と同
様に、家庭や中小規模の事業者に対するアプ
ローチが有効である。

各方策の実施に際しては、住宅・建築物に
おけるエネルギー消費に関するデータベース
の整備や評価指標・基準の策定、シミュレー
ションツールおよびインターフェースの開
発、モニタリング手法の確立、省エネ量を定
義するためのベースラインの設定、制度運用
に当たっての体制構築などが不可欠である。
特に④と⑤については、これまで十分に検討
されていないことから、制度導入までに時間
を要する。

新たな制度の導入に当たっては、機器やシ
ステムの構築など、いきなり全国的な導入は
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1	 エネルギー供給事業者
（1）	 対処すべき課題

電力会社、ガス会社、石油元売会社などの
エネルギー供給事業者にとって最も大きな課
題は、省エネ規制の強化により自社のエネル
ギー販売量が減少することである。この課題
は、省エネが推進されればエネルギー供給事
業者にとって避けられないことから、競合他

社よりもいかに影響を小さくするかが重要な
論点となる。

①省エネの対象をなるべく利益率の低いエ
ネルギーにする

エネルギー販売量の減少による影響を小さ
くする方法は３つに大別される。１つは、

「省エネの対象をなるべく利益率の低いエネ

図4　民間事業者にとって対処すべき課題
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図5　民間事業者にとっての事業機会
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ルギーにすること」である。たとえば電力会
社は、使用している発電設備が時間帯によっ
て異なることから、発電コストも自ずと異な
る。そのため、発電コストの高いピーク時間
帯の電力から省エネをしていくことが考えら
れる。また、原子力発電所が停止しているケ
ースでは、場合によっては深夜の時間帯から
省エネを実施することも考えられる。電力会
社は、まず需要家が設備機器をどのように使
っているのかを理解したうえで、時間帯別の
電気料金と発電コストを勘案し、省エネを実
施する設備機器を選定する。

すなわち電力会社は、「（電気料金−発電コ
スト−その他コスト）÷電気料金＝利益率」
の低い時間帯に使用している設備機器から省
エネを推進することで、戦略的な省エネが実
施できる。優先順位をつける軸は、時間帯以
外にも需要家別の料金メニューが考えられる。

ただし、この手段は、自社が販売するエネ
ルギーに利益率の差が大きく、利益率の低い
領域の省エネ余地の大きいことが条件となる。

②省エネの対象をなるべく他社のエネルギ
ーにする

２つ目は、「省エネの対象をなるべく他社の
エネルギーにすること」である。たとえばガ
ス会社は需要家に、電力の省エネを提案して
省エネ規制に対応するよう働きかけることで
ある。具体的には、家庭であればHEMS等を
活用して電力の省エネに対するアドバイス（LED
照明への転換や省エネ家電への転換）を実施
することで、省エネ規制に対応しつつガスの
販売量の減少を避けることが考えられる。

また、エネルギー消費量を減らすだけでは
なく、同時に住宅や業務用ビル内で代替エネ

ルギーを創り出すことによって省エネ規制に
対応することも考えられる。たとえば電力会
社の場合には、太陽熱温水器（ガスに代替す
るエネルギーをつくるのでガスの販売量は減
るが、電力の販売量は減らない）を推進する
ことで、電力の販売量の減少を避けることが
可能になる。

ただし、これらの手段は、自社が販売する
エネルギーに省エネの余地が少なく、他社が
販売するエネルギーに省エネの余地が多いこ
とが条件となる。さらに、他社の販売するエ
ネルギーに対する省エネの知見やノウハウも
保有する必要がある。

③自社の販売するエネルギーに需要家の転
換を図る

３つ目は、「自社の販売するエネルギーを
利用する機器のなかで、省エネ効果が大きい
製品を軸に、需要家のエネルギー転換を図る
こと」である。たとえば電力会社であれば、

「エコキュート」（電気ヒートポンプ給湯器）
を利用し、従来のガス給湯器、灯油給湯器か
ら電化への転換を図ることが考えられる。ガ
ス会社であれば、「エコジョーズ」（潜熱回収
型高効率ガス給湯器）や「エコウィル」（家
庭用ガスコジェネレーションシステム）、「エ
ネファーム」（家庭用燃料電池）を利用し、
従来の電気温水器や灯油給湯器からガス機器
への転換を図ることが考えられる。

ただし、この手段は、自社の販売するエネ
ルギーを利用した省エネ効果の高い製品を保
有していることが条件となる。

④マルチユーティリティへの進化
なお、ここで挙げたいずれのケースも、自
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社が販売しているエネルギーの省エネ余地の
程度や主要機器の省エネ性能の制約を多分に
受ける。そのため、エネルギー供給事業者に
とっては、複数のエネルギーを扱うマルチユ
ーティリティになることが、エネルギー販売
量の減少を最小化する最終的な手段として考
えられる。

⑤ホワイト・サーティフィケート制度への
対応

もう１点、エネルギー供給事業者の課題と
して、ホワイト・サーティフィケート制度へ
の対応策を検討する。

省エネ対策の実施主体となるエネルギー供
給事業者は、家庭や業務用ビルを対象とする
省エネ基準の適合義務を達成するため、需要
家とのチャネルを強化し、効果的な省エネ提

案を実施するためのコスト増加が想定され
る。この課題への対応についても、前述の

「省エネの対象をなるべく利益率の低いエネ
ルギーにすること」や「省エネ対象をなるべ
く他社のエネルギーにすること」「自社の販売
するエネルギーに需要家の転換を図ること」
が基本となる。

加えて電力会社は、省エネを実施する時間
帯をなるべく昼間のピーク需要のタイミング
にすることで、負荷平準化をねらうこともで
きる。たとえば、白熱灯から蛍光灯やLED
照明への変更を促す際も、なるべく昼間に電
灯を使っている場所からの変更を促すことが
考えられる。ちなみに米国では電力会社が家
庭の空調を直接制御できる仕組みがすでに導
入されており、昼間のピーク需要の削減に活
用されている。わが国でも将来、省エネ型エ

図6　エネルギー供給事業者が考える将来像の例

出所）関西電力公表資料
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アコンに変更するタイミングで、エアコンの
遠隔制御機能をセットで導入することも想定
される。

また、ホワイト・サーティフィケート制度
への対応の結果として構築した需要家のチャ
ネルを活かし、需要家向けサービスの高度化
を図ることで逆に事業機会につなげるという
視点も重要である。需要家向けのチャネルを
活かした事業機会の獲得については、事業機
会の検討部分で詳細を述べたい。

（2）	 事業機会

エネルギー供給事業者の事業機会として
は、顧客との接点の増加によるサービス提供
機会の拡大が挙げられる。エネルギー供給事
業者にとっては、省エネによるエネルギー販
売量への影響を小さくするための対応や、ホ
ワイト・サーティフィケート制度への対応で
も、需要家との接点が必要不可欠となる。一
方、これまで多くの電力会社や一部のガス会
社、石油元売会社は、家庭や中小規模の業務
用需要家へ直接アクセスできるチャネルを保
有してこなかった。そのため、本稿で提案し
たような制度が導入されるタイミングで、家
庭や中小規模の業務用需要家とのチャネルを
他社に先駆けて強化することによって、事業
へのマイナス面での影響を最小化するととも
に、新たな事業機会を獲得できる可能性があ
る。

たとえば関西電力は、事業の長期ビジョン
において、家庭向けサービスの拡大・高度化
を志向している（図６）。エネルギーに限定
しないトータルソリューションとしての家庭
向けサービスを、本稿で論じているような制
度が導入されるタイミングに合わせて提案す

ることで、他社との差別化が図れると考えら
れる。

エネルギー供給事業者にとって、省エネ規
制の強化は、「できるだけ多くのエネルギー
を販売し収益を上げる」という事業目的との
ジレンマを抱えるきわめて厳しい制度である
が、一方で、将来を見すえた新しいビジネス
モデルを構築するチャンスとなる可能性もあ
る。新しいビジネスモデルのコンセプトとし
ては、複数のエネルギーをまとめて供給する
前述のマルチユーティリティ、需要家向けサ
ービス事業の拡大・高度化（トータルソリュ
ーションの提供）などが挙げられる。

2	 機器メーカー
（1）	 対処すべき課題

機器メーカーが対処すべき課題としては、
運用段階の実績値に基づくベンチマーク・ラ
ベリング制度や、省エネ固定価格買取制度が
導入された場合の自社製品のモニタリング対
応コストの増加が考えられる。エネルギー供
給企業が対処すべき課題ほど大きなものでは
ないが、競合他社と比較していかにして低コ
ストでモニタリング対応できるかが重要とな
る。また、得られたモニタリングデータをど
のように活用するのかも事業機会の獲得の面
で重要となる。

（2）	 事業機会

機器メーカーにとっては、省エネや新エネ
の製品の競争力が通常の製品と比べて高まる
ことが最も大きな事業機会と考えられる。さ
らに、遠隔モニタリング機能を搭載すること
で、製品の遠隔メンテナンス実施による保証
期間の延長という新たな付加価値を提供でき
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る可能性もある。遠隔モニタリングの実施
は、リコール時の回収コストの低減などに寄
与すると考えられる。たとえばシャープは、
太陽光発電システムをインターネットにつな
ぐことで、遠隔監視サービスなどの付加サー
ビスの提供をすでに始めている。

このように、機器メーカーにとっては省エ
ネ規制による遠隔モニタリング対応を契機と
して、新たな付加価値を自社の製品に搭載で
きる可能性がある。そのため機器メーカー
は、各種制度の導入に合わせて、どのような
サービスが提供可能なのか、または提供すべ
きなのかを今の段階から検討しておく必要が
ある。

3	 ハウスメーカー・デベロッパー
（1）	 対処すべき課題

ハウスメーカーは機器メーカーと異なり、
運用段階のみならず、導入段階での省エネ規
制にも対応する必要がある。具体的にハウス
メーカーには、住宅・建築物の省エネ基準の
適合義務化が実施された場合、自社の製品に
ついて省エネ対応コストが発生する。大手ハ
ウスメーカーは、これまでの経緯から省エネ
基準の適合義務化にいち早く対応できる可能
性が高い。一方、中小工務店などは、省エネ
基準の適合義務化への対応が遅れる可能性が
ある。

ハウスメーカーにとっては、省エネ基準の
適合義務化によるコストの増加をいかにして
他社と比較した際の付加価値にするのかも重
要となる。たとえばセキスイハイムでは、太
陽光発電を装備した住宅に「光熱費ゼロ住宅

（ゼロハイム）」というコンセプトをつけ、他
社に先駆けた拡販をねらった。ハウスメーカ

ーにとってコストが増加する省エネ規制への
対応が快適性や利便性、経済性にどのように
結びつくのかを消費者にわかりやすく伝え、
他社に先駆けて実施できるかどうかは競合他
社に対する一つの差別化のポイントになる。

デベロッパーは、住宅・建築物の省エネ基
準の適合義務化が実施された際に、開発区画
や開発施設を省エネ対応にする必要がある。
また、運用段階の実績値に基づくベンチマー
ク・ラベリング制度、省エネ固定価格買取制
度が導入された場合、モニタリング対応機器
を統合し、開発区画や開発施設全体のエネル
ギー使用の実績データを取りまとめる必要も
出てくる。

今後デベロッパーは、いかにして省エネ規
制に対応しつつ、魅力的な街づくりを実施で
きるかが重要となる。特に、省エネに対応し
つつ、ユーザーにとって経済面と利便性、安
心・安全性などを両立させる技術を、イニシ
ャルコストとのバランスでどのように組み合
わせて導入していくのかが、他社との差別化
を検討するうえでのポイントとなる。具体的
には、すでに実績のある省エネ技術と、実績
はまだ少ないが他社に先駆けて実施すること
で消費者にアピールできる省エネ技術を、バ
ランスよく組み合わせることによって差別化
を図ることが重要となる。

（2）	 事業機会

ハウスメーカーやデベロッパーにとって
は、本稿で提案したような制度の導入によ
り、省エネや新エネが組み込まれた製品や開
発案件の競争力が、通常の製品や開発案件と
比較して増加するというメリットを享受でき
る。そのため、省エネ・新エネ関連の製品を
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保有しているハウスメーカーや省エネ・新エ
ネに対応した開発が可能なデベロッパーにと
っては、これらの制度の導入が事業機会とし
て考えられる。

特にラベリング制度が導入されると、消費
者が省エネ・新エネの善し悪しを判断するの
が容易になる可能性がある。また、ハウスメ
ーカーは、住宅・建築物の省エネ基準の適合
義務化がなされた場合、たとえば、一定の省
エネ基準を満たす建材の組み合わせや機器の
組み合わせをあらかじめ用意しておき、対応
が難しい中小工務店を支援するような事業を
展開することも想定される。

また、需要家のエネルギー使用データを蓄
積することで、データを活用した新たなサー
ビス提供の可能性もある。野村総合研究所

（NRI）では、これまでの調査や実証試験か
ら、一般家庭のエネルギー利用状況から世帯
属性を想定するデータ分析モデルについても
検討を行っている。将来、エネルギー使用デ
ータがさらに蓄積されれば、最適な省エネ運
用、子どもや高齢者の見守りサービス、マー
ケティングへの活用などが期待できる。ただ
し、エネルギー使用データを活用したサービ
ス提供については、具体的なビジネスモデル
の構築や、個人情報となる個別需要家のデー
タの扱い方などについてまだ不明瞭な点が多
いため、今後さらなる検討が必要である。

Ⅳ 海外展開も見すえた官民
 による取り組みの推進

本稿では、民生部門における省エネの推進
に焦点を当て、特に中期的な視点から今後の
省エネ政策の方向性について提案するととも

に、それらの政策が実現された場合の、民間
事業者が対処すべき課題と事業機会について
考察した。

民間事業者は、省エネ政策（制度）が自社
の事業にどのような影響を与えるのかを事前
に把握したうえで、自社にとって望ましい制
度面のイノベーションの方向性を政府に提案
する必要がある。一方、政府は、制度に関す
る企業の要望を集約し、制度面のイノベーシ
ョンの優先順位を決定するとともに、施策実
施のロードマップを作成し、なるべく早い段
階で公表する必要がある。

民間事業者は、政府が公表した施策実施の
ロードマップから各種制度が自社の事業に与
える影響を想定し、競合他社よりも先んじる
ことで事業への影響を最小化し、かつ事業機
会を最大化するための手を打つことが重要と
なる。したがって、省エネ政策の推進および
省エネビジネスの発展に向けては、下記の２
点が重要な論点となる。

● 政府は、民間事業者の幅広い意見をどの
ように集約し、制度の優先順位づけと施
策実施のロードマップへ落とし込むか

● 民間事業者は、ロードマップから自社の
事業への影響をどのように想定し、早い

図7　省エネ政策の推進および省エネビジネスの発展に向けた官民の役割

民間事業者 政府

①自社にとって望ましい制
度面のイノベーションの
方向性

②制度面のイノベーション
の方向性の優先順決定

④他社に先駆けた素早い対応
③制度面のイノベーション
の方針決定

⑥技術面のイノベーション
実現

　新たなビジネスモデルの開発
⑤制度面のイノベーショ
ンの実現

●　対応すべき課題の最小化
●　事業機会の最大化

ポイント1

意見の集約

ポイント2

政策影響の
想定
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段階で対応するか
これを示したのが前ページの図７である。

これを実現した後に重要となるのが、国内で
実現した技術面のイノベーションをどのよう
に海外に展開していくかという視点である。

国内の住宅・建築市場に目を向けると、人
口・世帯数の減少、少子高齢化の進展などを
背景に、国内市場は縮小傾向にある。NRIの
予測によると、2015年度の国内建設投資は、
ピーク時（1992年度、84兆円）の半分にまで
減少する。一方、グローバルでの省エネ住
宅・ビルの市場規模（省エネにかかわる追加
投資分を対象）は、2010年度時点で約20兆円
であるのに対し、20年度に約50兆円、30年度
に約80兆円に拡大すると予想される。

典型的な内需依存型産業であるわが国の住
宅・建築関連企業は、海外の企業に比べて国
際展開が進んでおらず、「ガラパゴス化現
象」に陥っている。一方、わが国の住宅・建
築物の環境・省エネ技術は、世界的に見ても
トップランナーとなっているものが多い。住
宅・建築分野の省エネ、CO2排出量削減の推
進は、先進国だけでなく、中国やインドなど
の新興国においても同様に喫緊の課題であ
る。縮小傾向にある国内市場だけではなく、
アジアを中心に今後成長が見込まれる海外市
場に目を向けることで、ビジネスチャンスは
大きく拡大する。

海外展開に当たっては、現在のわが国の技
術の多くは海外の仕様と大きく異なっている
ことが多く、海外での拡販が難しいケースが
ある点に留意が必要である。たとえば、わが
国の空調や暖房は部屋単位であるが、米国や
欧州の多くの国はセントラル空調や暖房を利
用する。また、新興国においてわが国のエア

コンは、性能が高く高価であることからボリ
ュームゾーンに販売するのは難しい。そのた
め、たとえばトップランナー制度を新興国に
輸出することで、省エネ性能の高い製品が少
しでも有利になるよう環境を整えることが想
定される。その際には、同制度導入による低
炭素社会の実現や関連産業の育成、雇用の創
出といったメリットを訴求することが重要で
ある。最終的には民間事業者の技術力、マー
ケティング力などが最も重要となるが、官民
が連携したこうした海外展開シナリオをいか
に描くことができるかが肝要となる。

最後に環境・エネルギー政策の再構築は、
まさにわが国にとって最も重要な課題の一つ
となっており、国民的な議論が求められてい
る。再生可能エネルギーの導入・拡大に対す
る期待は高まっているが、エネルギーの安定
供給や低炭素社会の実現に向けては、徹底し
た省エネの推進が不可欠であり、今こそその
イノベーションを起こすべきタイミングであ
る。省エネ政策の推進および省エネビジネス
の発展に向けて、官民一体となった取り組み
の推進が期待される。

注

1	 住宅、オフィスビルなどにおける再生可能エネ
ルギーの導入は、供給能力の強化よりも省エネ
量の拡大の側面が大きいと考えられることか
ら、ここでは省エネ政策の一環として扱う

2	 政府の「エネルギー基本計画」（2010年６月閣議
決定）では、原子力発電所を20年までに９基新
増設し、設備利用率を約85%まで向上させ、30
年までに、少なくとも14基以上新増設し、設備
利用率を約90%にまで向上させるという目標を
明記している

3	 ガスタービンや燃料電池、ディーゼルエンジン
などの発電装置で発生する「電気」と「熱」の
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	 ２種類のエネルギーを有効に利用するシステム
4	 政府は、2010年６月に閣議決定した「新成長戦

略──『元気な日本』復活のシナリオ」や「エ
ネルギー基本計画」において、年間での一次エ
ネルギー消費量がネット（正味）でゼロまたは
おおむねゼロとなるネット・ゼロ・エネルギー
ビル（ZEB）や、ネット・ゼロ・エネルギー・
ハウス（ZEH）の開発・普及を目指すとしてい
る。また、国土交通省の主導により、設計・建
設段階で生じるCO2排出量を、運用段階のカー
ボンマイナス分でなるべく早く相殺してCO2排
出量の収支を黒字にするLCCM（ライフサイク
ル・カーボン・マイナス）住宅の開発・研究を
進めている

5	 当該建物の省エネ性能の立ち位置を建物オーナ
ーなどに提示し、第三者にもわかるよう評価・
認証する制度

6	 HEMS（Home Energy Management System）、
BEMS（Bui ld ing Energy Management 
System）とは、住宅やビルにおいて、ネットワ
ークを介してエネルギー計測・管理を行う省エ
ネ技術である。IT（情報技術）などの活用によ
り、エネルギー使用状況や室内環境を把握しな
がら、空調や照明などの機器をネットワーク化
して運転管理し、エネルギー消費量の削減を図
る

7	 電気事業者に対して、新エネルギー等（太陽光
発電、風力発電、バイオマス発電、中小水力発
電、地熱発電）から発電された電気を一定量以
上利用することを義務づける制度。「電気事業者
による新エネルギー等の利用に関する特別措置
法」に基づく

8	 基本的には買い取り価格との関係で決まる。買
い取り価格が高すぎれば社会として大きな費用
負担となる。逆に、買い取り価格が低ければ、
省エネ対策の推進にはつながらないことも考え
られる

9	 米国の一部の州では、省エネによるエネルギー
販売の機会損失を補う仕組みとして、デカップ
リング制度が導入されている。これは、エネル

	 ギー販売量とエネルギー供給事業者の収益をデ
カップリング（分離）する仕組みで、たとえ
ば、電力会社は自ら投資した省エネ投資額を規
制当局に上申し、当該投資が適切だと認められ
れば、その費用を電気料金に上乗せして回収す
ることができる

10	 ある経済主体（企業・消費者）の行動が、その
費用の支払いや補償をすることなく、他の経済
主体に損失や不利益を与えること

11	 ここでは、対策実施による効果、行政的なアプ	
ローチのしやすさなどに鑑みた実現可能性の観
点から評価
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アフリカの金融セクター（上）
ア フ リ カ 経 済 の 現 状 と 銀 行 業 界

C O N T E N T S
Ⅰ　アフリカの金融セクターにあえて注目する
Ⅱ　アフリカを見るポイント
Ⅲ　アフリカの銀行業界
Ⅳ　銀行サービスの浸透

要約

NAVIGATION & SOLUTION

1	 アフリカには50を超える国々が存在し、人口規模の大きい主たる国々のなかに
も１人当たりGDP（国内総生産）水準で先進国に近い南アフリカから、世界
でも最貧国に属するエチオピアまで、経済の発展度合いには大きな差がある。

2	 こうしたアフリカ各国のうち、１人当たりGDPが3000ドルを超える国々は14
カ国存在し、自動車や家電製品などの耐久消費財市場として注目に値する。

3	 慣例的にアフリカは、「北部アフリカ」と「サブサハラ（サハラ砂漠以南）」と
に分けて語られることが多い。国際連合はサブサハラをさらに中央部・東部・
西部・南部の４地域に区分しており、商圏などもこの区分を用いる例が増えて
いる。

4	 筆者らが確認したかぎりでは、アフリカ各国の銀行業界の監督は、すべて中央
銀行が担っている。なかには数カ国共同による中央銀行を持つ国々もある。銀
行業界の監督のあり方は多様で、外資系を積極的に受け入れる国もあれば、法
規制によって、外資ないしは外国人による銀行業の運営を認めない国もある。

5	 銀行サービスの浸透度合いも国によって大きく異なり、なかには、長期に及ぶ
紛争の経験などから、国民が銀行業界のみならず政府を含む社会全体への信頼
感を醸成できず、それが経済規模に対する総預金残高の低さに表れている国も
ある。

荻本洋子 杉浦萌子 奥見紗和子
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Ⅰ	 アフリカの金融セクターに
	 あえて注目する

世界における「最後のフロンティア」とし
て、また、インフラ投資をはじめ多様な投資
機会の源泉として、アフリカは注目に値す
る。しかし、アフリカ諸国がビジネスの対象
となりうる「市場」として日本企業に見出さ
れたのは、最近である。したがって、アフリ
カにおけるビジネスを支える存在である銀行
セクターの現状に関する日本語の調査報告は
皆無に近く、英語の同報告などにしても、対
象国および調査対象という点で限定的な資料
にとどまる。

本稿では、①現地での事業を支えるインフ
ラとしての金融サービス業、②多様な投資機
会を求めてアフリカに流れ込む資金──の両
面からアフリカにおける銀行セクターを描き
出し、同地域での事業機会および投資機会に
ついて、日本企業への示唆の提供を目指す。

本稿は３回にわたる連載とし、その第１回

（上）の本稿では、まずアフリカの経済とバ
ンキングの現状を俯瞰し、ひとくちに「アフ
リカ」といっても、地域および国ごとに実態
が大きく異なること、一方で、「アフリカ地
域銀行」とでも呼べそうな、アフリカ大陸内
で活躍する銀行が台頭している様子などを紹
介する。第２回（中）では、１人当たりGDP

（国内総生産）水準がきわめて低いなかで可
能な金融サービスや、アフリカならではの革
新的な金融サービスなどの事例を紹介し、第
３回（下）では、ホールセール市場について
述べたうえで、本連載を通して得られた日本
企業への示唆を提供したい。

Ⅱ	 アフリカを見るポイント

アフリカ大陸には53カ国注1（2010年時点）
と非常に多くの国家が存在しており、ひとく
くりにできない側面が多々ある。本章では、
①世界の他地域と比較したアフリカ、②アフ
リカ大陸内の地域別比較、③東南アジア諸国

図1　アフリカと世界の1人当たりGDP推移

ド
ル

0

2,000

4,000

3,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

順位 国名 （ドル）

1 赤道ギニア 11,864
2 リビア 11,853
3 セーシェル 11,407
4 ガボン 8,953
5 ボツワナ 7,034
6 南アフリカ 6,609
7 ナミビア 4,993
8 アンゴラ 4,793
9 アルジェリア 4,418

10 チュニジア 3,970
11 カーボ・ヴェルデ 3,549
12 コンゴ共和国 3,297
13 モーリシャス 3,088
14 スワジランド 3,027
15 モロッコ 2,941
16 エジプト 2,759
17 モーリタニア 2,755
18 スーダン 1,638
19 ナイジェリア 1,371
20 ジブチ 1,369

1人当たりGDP（2009年）

1990 1995 2000 2005 2010年

リビア

世界（平均）

南アフリカ

中国
アフリカ全土
（平均）

注）GDP：国内総生産
出所）UN（国際連合）「World Population Prospects」、IMF（国際通貨基金）「World Economic Outlook」より作成
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と比較したアフリカ各国のGDPや人口、１
人当たりGDP──の観点から見ていく。

1	 世界と比較したときのアフリカ
GDP、人口、１人当たりGDPなどのマク

ロデータから、アフリカと世界各地域とを比
較してわかるのは、アフリカの人口の多さで
ある。アフリカはアジアに次ぐ人口を有し、
全土で約10億の人々が暮らしている。しか
し、そのGDPは全世界の２%強でしかなく、
人口のわりに経済規模は非常に小さく、「ア
フリカ＝人口が多く貧しい国の集合体」とい
う図式が浮かび上がる。

しかし、アフリカ全土で見た場合の１人当
たりGDPは約1700ドルで、これはインドの
同1200ドルを上回っている。そして、アフリ
カ53カ国各々の内実を見ていくとさらに見方
は変わってくる。

一般的に、１人当たりGDPが3000ドルの
ラインを超えた国の国民は、可処分所得を生
活費以外に振り向けられるようになるといわ
れており、自動車や家電製品の普及もこのラ
インを超えたあたりから始まる。アフリカで
は53カ国中、14カ国がすでに同3000ドルを超
えており、これらの国は、現在の中国の同
4000ドルと比較しても遜色のない水準である
ことが、前ページの図１からもわかる。

2	 アフリカ大陸各地域の比較
アフリカ大陸は慣例的に、「北部アフリ

カ」と「サブサハラ」と呼ばれるサハラ砂漠
以南の地域に分けて語られることが多い。北
部アフリカは欧州や中東との結びつきが強
く、経済発展が進んでいるという点でもサブ
サハラ地域とは一線を画している（北部アフ

リカ諸国は2009年時点で、西サハラを除いて
すべて、アフリカ全体のGDPトップ10内に
入っている）。北部アフリカでも、特にチュ
ニジア、アルジェリア、モロッコは「マグレ
ブ地域」と呼ばれることも多い。

一方国際連合では、サブサハラをさらに東
部・西部・中央部・南部の４地域に区分し、
アフリカ大陸全体を５つの地域に分けてお
り、この地域区分は比較的多用される。近年
アフリカ大陸内ではさまざまな政治経済共同
体が形成されており、この５つの地域は商圏
としても存在感を徐々に高めている。

図２に示すように、この５地域を、GDP、
人口、１人当たりGDPで比較すると際立つ
のが、東部のGDPの低さと南部の人口に対
するGDPの高さである。南部のこのGDPの
高さは、アフリカ随一のGDPを誇る南アフ
リカ（3300億ドル）によって引き上げられて
いるため（次節参照）、南部のすべての国が
豊かなわけではない。だが東部は、小国の多
い西部とほぼ同等の人口と面積にもかかわら
ず、GDPは約２分の１である。これは東部
の人口の多くが従事する農業の生産性の低さ
に起因しているものと考えられる。

3	 各国別で見たアフリカ
● GDP
アフリカ各国のGDPを見るとトップは南

アフリカで、その総額は上述のとおり3300億
ドルと、現在のタイとほぼ同じ規模である。
これにエジプト同2160億ドル、ナイジェリア
2140億ドル、アルジェリア1570億ドルが続
き、これらは現在のシンガポールやマレーシ
アとほぼ同規模である。このように、アフリ
カのなかでもGDPの大きい国々は東南アジ
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アと同程度の経済規模を有している。
● 人口
次に人口を見ると、アフリカの国々の１国

の人口規模は意外に小さいということがわか
る。国際連合の「人口統計」によれば、アフ
リカ大陸の人口は2010年時点で約10億人に上

図2　アフリカ大陸の地域区分

注）2011年7月にスーダン共和国の南部は南スーダン共和国として独立
出所）UN“World Population Prospects”, IMF“World Economic Outlook 2010”

北部アフリカ
サブサハラ

地域 人口（万人） GDP（億ドル） 1人当たりGDP（ドル） 面積（万km2） 人口密度（1km2）

東部
西部
南部
北部
中央部

29,300
30,300

6,900
20,300
12,700

168
318
363
651
173

575
1,049
5,252
3,209
1,369

5.99
6.14
3.08
8.26
6.61

49
49
22
25
19

モロッコ

アルジェリア

チュニジア

リビア エジプト

スーダン
エリトリア

ジプチ
ソマリア

エチオピア

セーシェル

モーリシャスマダガスカル
モザンビーク

マラウイ

コモロ

タンザニア

ケニア
ウガンダ

ルワンダ
ブルンジ

ザンビア

ジンバブエ

スワジランド
レソト

南アフリカ

ボツワナ
ナミビア

アンゴラ

コンゴ共和国
ガボン

コンゴ
民主共和国

中央アフリカ

チャド
ニジェール

マリ
モーリタニア

（西サハラ）

カーボベルデ

セネガル
ガンビア
ギニアビサウ

ギニア
ブルキナ

ベナン
ナイジェリアシエラレオネ

リベリア コート
ジボワール

ガーナ

ファソ

トーゴ
カメルーン

赤道ギニア
サントメプリンシペ

北部

西部

中央部

南部

東部

表1　アフリカの人口、GDP、1人当たりGDPの上位10カ国

順位 人口（万人）  順位 GDP（億ドル） 順位 1人当たりGDP（ドル）
1 ナイジェリア 15,600 1 南アフリカ 3,300 1 赤道ギニア 11,864
2 エチオピア 8,500 2 エジプト 2,160 2 リビア 11,853
3 エジプト 7,800 3 ナイジェリア 2,140 3 セーシェル 11,407
4 コンゴ民主共和国 6,700 4 アルジェリア 1,570 4 ガボン 8,953
5 南アフリカ 5,000 5 モロッコ 940 5 ボツワナ 7,034
6 タンザニア 4,100 6 アンゴラ 860 6 南アフリカ 6,609
7 スーダン 4,000 7 リビア 770 7 ナミビア 4,993
8 ケニア 3,700 8 スーダン 660 8 アンゴラ 4,793
9 アルジェリア 3,600 9 チュニジア 420 9 アルジェリア 4,418
10 ウガンダ 3,400 10 ケニア 340 10 チュニジア 3,970

注）スーダン共和国に関しては本稿では南スーダン独立以前の情報を使用
出所）UN “World Population Prospects”,  IMF “World Economic Outlook 2010”
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り、20年には20億人に達するとされている
が、現時点で１億人を超えているのはナイジ
ェリアだけである。前ページの表１で示した
のは上位10カ国までであるが、アフリカ53ヵ
国でマレーシアと同じ人口3000万人を超える
国は12カ国のみで、シンガポール（約500万
人）より人口の少ない国は18カ国もある。

● １人当たりGDP
１人当たりGDPを見ると、GDPや人口で

上位に挙がってこなかった国も多い。１人当
たりGDPの大きい国々は大きく３つに分か

れる。第１は人口、GDPともに東南アジア
と同規模のリビア、南アフリカ、アルジェリ
アなどである。

第２は、人口が比較的少なく、かつ資源を
持つ国である。赤道ギニア、ガボン、ボツワ
ナ、ナミビアなどがこれに当たる。第３が、
人口が少なく観光産業が盛んな国である。前
ページの表１ではセーシェルが、それ以外で
は、１人当たりGDPが3500ドルのカーボ・
ヴェルデが相当する。

以上のように、アフリカといえば思い浮か

表2　アフリカ主要国における金融監督の概要

国名 金融監督当局 金融サービス当局許認可事業 許認可銀行数 主な外資系銀行

北
部
エジプト エジプト中央銀行

エジプト金融監督庁
銀行
保険、住宅金融、リース、マイクロイン
シュランス、資本市場

39 （27：国内民間系、7：
外資系、5：政府系）

HSBC、クレディ・アグリコル、BNPパリバ（以上は外資によ
る国内法人）、シティバンク（外国銀行支店）

モロッコ マグレブ銀行 銀行、消費者信用機関、不動産貸付機関、
支払手段管理機関、証券会社、リース会
社、ファクタリング会社

27 （オフショア銀行除く） シティバンク、ソシエテ ジェネラル

チュニジア チュニジア中央銀行 銀行、他の貸出機関 21 （外国銀行支店含む） シティバンク、ソシエテ ジェネラル、BNPパリバ

アルジェリア アルジェリア銀行 商業銀行、金融機関 20 HSBC、シティバンク、BNPパリバ、ソシエテ ジェネラル、CNEP

東
部
ケニア ケニア中央銀行 銀行、住宅金融、マイクロファイナンス、

NBFI、信用照会機関、両替商
43 （27：国内民間系、13：

外資系、3：政府系）
スタンダード・チャータード、シティバンク、バークレイズ、 
Ecobank、United Bank of Africa（UBA）

タンザニア タンザニア銀行 商業銀行、地域銀行、金融機関（決済機
能を持たない）、両替商

41 スタンダード・チャータード、シティバンク、バークレイズ、 
Ecobank、UBA

ウガンダ ウガンダ銀行 商業銀行、NBFI（マイクロファイナンス、
両替商、送金業）

23 スタンダード・チャータード、シティバンク、バークレイズ、  
Ecobank、UBA

ルワンダ ルワンダ国家銀行 銀行、保険、年金基金、マイクロファイ
ナンス、両替商

12 Ecobank、Fina Bank、Access Bank

エチオピア エチオピア国家銀行 銀行、保険、その他の金融機関 15 なし（エチオピア人でなければ金融機関の所有ならびに運営は
できない）

西
部
ナイジェリア ナイジェリア中央銀行

金融サービス規制協調
委員会

銀行、割引事業者、住宅金融機関、地域
銀行、ファイナンス会社、両替商、開発
金融機関

24 （再編前：89） （UBAはナイジェリア本社）

ガーナ ガーナ銀行 銀行、NBFI 28 （25：クラス1銀行、1：
一般銀行、2：その他
銀行）

スタンダード・チャータード、Ecobank、UBA

コートジボ
ワール

西アフリカ諸国中央銀
行（8カ国共通の中央
銀行）

銀行 5 （外国銀行支店は別） ソシエテ ジェネラル、クレディ・リヨネ、シティバンク、
Bank of Africa、Ecobank、UBA

中
央
部

コンゴ民主共
和国

コンゴ中央銀行 銀行、共同金融機関、マイクロファイナ
ンス

21 シティバンク、Ecobank、Access Bank

南
部
南アフリカ 南アフリカ準備銀行

金融サービス理事会
銀行
保険、年金基金、集合的投資手法（投資
信託など）、金融市場（証券取引所含む）

33 （12：国内系銀行、6：
外資系銀行、13：外国
銀行支店、2：共同銀行）

中国銀行、台湾銀行、カリヨン（クレディ・アグリコルグループ）、
シティバンク、ドイツ銀行、JPモルガン、ソシエテ ジェネラル、
スタンダード・チャータード、インドステイト銀行、HSBC、 
RBS

アンゴラ アンゴラ国家銀行 銀行 20 見当たらない（外資20%以上の銀行免許付与は大臣評議会の認
可を要する）

注）NBFI：非銀行金融機関

サ
ブ
サ
ハ
ラ
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べがちな「膨大な人口を抱える貧しい国」と
いう画一的なイメージは、以上のマクロデー
タから見ても、必ずしもすべての国に当ては
まるとはかぎらない。

Ⅲ	 アフリカの銀行業界

アフリカ諸国における銀行業界の監督は、
筆者らが確認したかぎりでは各国の中央銀行
が管轄している（表２）。一部の国には金融
監督当局を設立する動きが見られるが、2011

年７月時点では対象業種は銀行以外となって
おり、銀行業に対する監督は依然として中央
銀行が担っている。

業界構造を見ると、外資系銀行の位置づけ
は国によって大きく異なる。北アフリカ諸国
では、欧米系銀行が支店や現地法人の形態で
進出しており、相応のシェアを獲得してい
る。サブサハラ諸国でも、タンザニア、ウガ
ンダ、ガーナ、コートジボワールなどでは、
やはり欧米系銀行が進出している。南アフリ
カは欧米系に加えて、中国系ならびにインド
系の銀行も進出している。他方、エチオピア
は外国人による銀行業を禁じており、外国銀
行は支店さえも設置できない。アンゴラで
も、外国資本が20%以上入る銀行の免許取得
には大臣評議会の認可が必要なためか、営業
している外資系銀行は見られない。

このように、アフリカ諸国の間では銀行業
界に対する監督姿勢も大きく異なり、加えて
銀行サービスの浸透度合いにも開きがある。

途上国において、企業や個人に銀行サービ
スが浸透していない、または浸透する途次に
あるという現象は広く観察される。その背景
には、①他者に資金を預けることに対する強
い抵抗感、裏を返せば銀行といえども信用で
きないという信頼感の欠如、②余裕があると
きに貯蓄をする習慣がないこと、③蓄財の手
段も、農村部なら家畜、都市部ならオートバ
イや自動車などの実物資産のほうが身近であ
ること──などが影響している。

しかし、実物資産の蓄積には限界があり、
また、経済活動が活発になるにつれて支払い
決済サービスへの必要性が高まり、と同時
に、豊かになるほど社会における相互の信頼
感も醸成されていくことから、個人による銀

表2　アフリカ主要国における金融監督の概要

国名 金融監督当局 金融サービス当局許認可事業 許認可銀行数 主な外資系銀行

北
部
エジプト エジプト中央銀行

エジプト金融監督庁
銀行
保険、住宅金融、リース、マイクロイン
シュランス、資本市場

39 （27：国内民間系、7：
外資系、5：政府系）

HSBC、クレディ・アグリコル、BNPパリバ（以上は外資によ
る国内法人）、シティバンク（外国銀行支店）

モロッコ マグレブ銀行 銀行、消費者信用機関、不動産貸付機関、
支払手段管理機関、証券会社、リース会
社、ファクタリング会社

27 （オフショア銀行除く） シティバンク、ソシエテ ジェネラル

チュニジア チュニジア中央銀行 銀行、他の貸出機関 21 （外国銀行支店含む） シティバンク、ソシエテ ジェネラル、BNPパリバ

アルジェリア アルジェリア銀行 商業銀行、金融機関 20 HSBC、シティバンク、BNPパリバ、ソシエテ ジェネラル、CNEP

東
部
ケニア ケニア中央銀行 銀行、住宅金融、マイクロファイナンス、

NBFI、信用照会機関、両替商
43 （27：国内民間系、13：

外資系、3：政府系）
スタンダード・チャータード、シティバンク、バークレイズ、 
Ecobank、United Bank of Africa（UBA）

タンザニア タンザニア銀行 商業銀行、地域銀行、金融機関（決済機
能を持たない）、両替商

41 スタンダード・チャータード、シティバンク、バークレイズ、 
Ecobank、UBA

ウガンダ ウガンダ銀行 商業銀行、NBFI（マイクロファイナンス、
両替商、送金業）

23 スタンダード・チャータード、シティバンク、バークレイズ、  
Ecobank、UBA

ルワンダ ルワンダ国家銀行 銀行、保険、年金基金、マイクロファイ
ナンス、両替商

12 Ecobank、Fina Bank、Access Bank

エチオピア エチオピア国家銀行 銀行、保険、その他の金融機関 15 なし（エチオピア人でなければ金融機関の所有ならびに運営は
できない）

西
部
ナイジェリア ナイジェリア中央銀行

金融サービス規制協調
委員会

銀行、割引事業者、住宅金融機関、地域
銀行、ファイナンス会社、両替商、開発
金融機関

24 （再編前：89） （UBAはナイジェリア本社）

ガーナ ガーナ銀行 銀行、NBFI 28 （25：クラス1銀行、1：
一般銀行、2：その他
銀行）

スタンダード・チャータード、Ecobank、UBA

コートジボ
ワール

西アフリカ諸国中央銀
行（8カ国共通の中央
銀行）

銀行 5 （外国銀行支店は別） ソシエテ ジェネラル、クレディ・リヨネ、シティバンク、
Bank of Africa、Ecobank、UBA

中
央
部

コンゴ民主共
和国

コンゴ中央銀行 銀行、共同金融機関、マイクロファイナ
ンス

21 シティバンク、Ecobank、Access Bank

南
部
南アフリカ 南アフリカ準備銀行

金融サービス理事会
銀行
保険、年金基金、集合的投資手法（投資
信託など）、金融市場（証券取引所含む）

33 （12：国内系銀行、6：
外資系銀行、13：外国
銀行支店、2：共同銀行）

中国銀行、台湾銀行、カリヨン（クレディ・アグリコルグループ）、
シティバンク、ドイツ銀行、JPモルガン、ソシエテ ジェネラル、
スタンダード・チャータード、インドステイト銀行、HSBC、 
RBS

アンゴラ アンゴラ国家銀行 銀行 20 見当たらない（外資20%以上の銀行免許付与は大臣評議会の認
可を要する）

注）NBFI：非銀行金融機関
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行サービスの利用が増えていく。他方、経済
活動が活発になり成長が持続していく過程で
は、増加する運転資金を含めた資金需要が必
然的に高まることから、企業の資金調達によ
る銀行活用も広がる。

以下の節では、銀行の概要と特徴を国別に
述べる。このなかでは、銀行サービスの浸透
度合いを知る目安の一つとして、銀行業界の
預金総額と同時期のGDPとを比較している。
この値は通常、先進国であれば100%を超え
る。１人当たりGDPが8000ドルを超えるマ
レーシアで約150%、同5000ドル弱のタイで
100%強、3000ドル弱のインドネシアで約
50 %、1000ド ル 強 に 達 し た ベ ト ナ ム で は
100%を超えるが、900ドル弱のラオスは約
25%である（いずれも2009年当時）。では、
アフリカの諸国ではどうであろうか。以下、
銀行業界の制度とともに、そのサービスの浸
透度合いも見よう。

1	 エジプト
エジプトは2009年７月に、エジプト金融

監督庁 （Egyptian Financial Supervisory 
Authority）を設立したが、資本市場や保険
業などの非銀行業に対する監督当局を統合し
たにとどまり、銀行業は引き続きエジプト中
央銀行が監督している。免許を受けている銀
行数は39、うち国内民間系が27、外資系は
７、政府系が５である。外資系銀行には外国
銀行の支店に加えて国内法人も含まれてお
り、HSBC、クレディ・アグリコル、BNPパ
リバなどが現地法人を設立している。

エジプト中央銀行の「2009／10年度年次報
告書」注2によると、10年６月末での預金総
額は8925億エジプトポンド（LE）（約1611億

ドル）で、2009/10年度の同国GDP総額8377
億LEの107%に相当する。エジプトの１人当
たりGDPが3000ドルに達しないことを考え
ると、これは高い水準であるといえよう。銀
行の負債の７割が預金で、しかも自国通貨建
て預金の比率が77%と高い点からも、エジプ
トの銀行セクターは成熟しつつあるといえ
る。

他方、資産で見ると銀行業界の総資産中、
民間向け与信額は約４割にとどまる。近年、
特に短期ならびに長期の政府証券への投資が
３〜５割増えており、政府部門が増大してい
ることが、銀行資産構造からもうかがえる。

2	 モロッコ
モロッコの中央銀行はマグレブ銀行（Bank 

Al-Maghrib）という。同行は商業銀行に加
えてファクタリング会社、証券会社、消費者
信用機関などをも監督する立場にある。許認
可を受けている銀行は27あり、主力外資系銀
行としてはシティバンクおよびソシエテ ジ
ェネラルがある。

マグレブ銀行の「2009年版年次報告書」注3

によれば、09年末時点での預金総額は8281億
ディラムス（以下、DH、約1027億ドル）、同
年の同国のGDP総額6545億DHの127%にも達
している。モロッコも１人当たりGDPは
3000ドルに達していない。貸出総額は5680億
DH、そのうち民間向け貸し出しは5274億
DHと、93%に達する（2009年）。

3	 チュニジア
チュニジアにおいては、チュニジア中央銀

行（Central Bank of Tunisia）が銀行および
他の貸出機関を監督している。許認可を受け
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ている銀行は21あり、主な外資系としてシテ
ィバンク、ソシエテ ジェネラル（UIBとし
て営業）、BNPパリバ（UBCIとして営業）
がある。

チュニジア中央銀行の「資金統計」によれ
ば、預金規模は328億ディナール（約243億ド
ル、2009年末）と、同国の2009年のGDP総
額538億ディナールと比較して６割程度にす
ぎないが、この水準は１人当たりGDPが
4000ドルに満たない国としては極端に低いと
はいえないであろう。

民間向け銀行貸出総額は、2009年末で348億
ディナール、政府向け債権が30億ディナール
とされていることから、モロッコ同様、民間
向け貸し出しが９割以上を占めることになる。

4	 アルジェリア
アルジェリアでは、中央銀行であるアルジ

ェリア銀行が商業銀行ならびに金融機関を監
督している。許認可を受けている銀行は20あ
り、主な外資系としてはHSBC、シティバン
ク、BNPパリバ、ソシエテ ジェネラルなど
が見られる。

IMF（国際通貨基金）注4によれば、2009
年末預金総額は４兆9379億ディナール（約
680億ドル）で、09年の同国のGDP総額９兆
3064億ディナールと比較して５割程度にすぎ
ない。アルジェリアの１人当たりGDPは
4000ドル程度であり、経済成長の程度に比し
て極端に低い水準でもないといえる。

5	 ケニア
ケニアではケニア中央銀行（Central Bank 

of Kenya）が、銀行、住宅金融、マイクロ
ファイナンス、非銀行金融機関（Non Bank 

Financial Institution：NBFI）、信用照会機
関などを監督する。「銀行監督報告書」によ
れば2009年末現在、銀行は43あり、その内訳
は国内民間系銀行が27、外資系が13、政府系
が３である。主な外資系としては、スタンダ
ード・チャータード、シティバンク、バーク
レイズといった欧米系のみならず、United 
Bank of Africa （ナイジェリア本社、略称
UBA）、Ecobank（トーゴ本社）といったア
フリカ域内で成長している銀行が目立つ。ア
フ リ カ 域 内 の 有 力 銀 行 で あ るUBAと
Ecobankについては、本章12節で簡単に紹介
する。

預金総額は2009年末時点で１兆60億ケニア
シリング（以下、Kシリング、約130億ドル）
と、前年同期比16%の伸びとなったが、それ
でも09年の同国のGDP ２兆485億Kシリング
と比較すると５割程度にすぎない。しかし、
１人当たりGDPが1000ドル前後であること
を考えると、他のアフリカ諸国と比較して、
経済成長のわりに銀行サービスの浸透度合い
は高いといえる。外資系銀行が13営業してお
り、比較的開かれた金融行政が取られている
ことなどが奏功している可能性はある。

銀行貸し出しが7216億Kシリングであるの
に対して政府債券保有残高は2602億Kシリン
グと、相当な水準にある。

6	 タンザニア
タンザニアの中央銀行はタンザニア銀行

で、監督範囲は商業銀行、地域銀行、決済機
能を持たない金融機関、両替商などとされ
る。銀行数は41で、外資系銀行には、欧米系

（スタンダード・チャータード、シティバン
ク、バークレイズ）に加えて、前述のアフリ
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カ系のUBAおよびEcobankが含まれる。
タンザニア銀行の「四半期経済報」によれ

ば、預金総額は2009年12月末時点で７兆8527
億タンザニアシリング（以下、Tシリング）
とされ、09年の同国のGDP25兆5103億Ｔシ
リング（約59億ドル）と比較すると３割程度
にすぎない。現にIMFも、サブサハラ諸国の
なかで特にタンザニアにおける銀行サービス
の浸透度合いは低いと指摘している。ケニア
よりも１人当たりGDPがさらに低く、名目
値で約400ドルにすぎないことからもやむえ
ない側面がうかがえる。

他方、国内向け与信残高５兆680億Ｔシリ
ングのうち４兆9922億Tシリングが民間向け
貸し出しとして計上されており、相対的には
対政府よりも民間に対する銀行の貸し付けが
進んでいるといえる。

7	 ウガンダ
ウガンダの中央銀行はウガンダ銀行で、商

業銀行、NBFI（マイクロファイナンス、両
替商、送金業）を監督する。銀行数は23、主
な外資系は同国でもスタンダード・チャータ
ード、シティバンク、バークレイズで、これ
らに加えてUBAおよびEcobankがある。

ウガンダ銀行の「監督年次報告書」によれ
ば、2010年12月末の預金総額は８兆235億ウ
ガンダシリング（以下、Uシリング、約40億
ドル）で、2009/10年度のGDP総額36兆3300
億Uシリング（IMF予想）の２割程度にすぎ
ない。ウガンダの１人当たりGDPもやはり
500ドル程度であり、低所得が銀行サービス
の浸透度合いの低さの大きな要因であること
は間違いない。

資産側では純与信額が５兆3688億Uシリン

グ、政府証券保有残高が２兆5265億Uシリン
グで、経済における政府部門の役割が依然と
して大きいことがうかがえる。

8	 ルワンダ
ルワンダではルワンダ国家銀行が中央銀行

として、銀行、マイクロファイナンス、両替
商に加えて、保険および年金基金も監督する。

銀行数は12と少ない。欧米系銀行は見当た
らず、外資系銀行としてはEcobankおよびケ
ニアを発祥の地とするFina Bank、ナイジェ
リア本社のAccess Bankなどが営業してい
る。

ルワンダ国家銀行の「年次報告書」によれ
ば。2009年12月末時点の預金総額は4220億ル
ワンダフラン（以下、Rフラン、約７億ドル）
で、これは09年の同国のGDP ２兆9221億Rフ
ランの14%にすぎないが、それでも05年の水
準（1922億Rフラン）と比較すると２倍以上
増えている。ルワンダの１人当たりGDPは
ウガンダと同程度であるが、貧困に加えて、
1994年の民族間大量虐殺および難民排出の歴
史を考えると、ルワンダ経済が正常に運営さ
れ、国内銀行が成長していること自体がむし
ろ奇跡のようにさえ感じる。前述の年次報告
書は、これについて「銀行の支店およびマイ
クロファイナンス拠点が急速に全国に広がっ
たことによる金融サービスの浸透（financial 
deepening）が奏功している」と分析している。

資産側は2008年までの「監督報告書」によ
るしかないが、これによれば、07年から08年
にかけて銀行業界の総資産が3847億8000万R
フランから5110億9000万Rフランに急増する
なか、政府証券保有残高は518億6000万Rフ
ランから141億5000万Rフランに大幅に減少
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Nigeria）は、銀行、割引事業者、住宅金融
機関、地域銀行、ファイナンス会社、両替
商、開発金融機関を監督する。ナイジェリア
では世界金融危機後に就任した中央銀行総裁
が銀行再編を推進し、これまでに９銀行を「国
有化」した。この結果、それまで89あった銀
行は24にまで集約された。外資系銀行は見当
たらず、これまで見たとおり、むしろナイジ
ェリアには、他国で活躍するアフリカ域内銀
行に同国を本社とする銀行が多い。

ナイジェリア中央銀行の「年次報告書」に
よれば、2009年末には預金総額は８兆6289億
ナイラ（約580億ドル）となったが、これは
09年の同国のGDP24兆4524億ナイラの35%に
相当する。ナイジェリアの１人当たりGDP
は1000ドル強と、ルワンダやウガンダに比べ
れば高い水準にあるものの、銀行制度はかつ
て多くの問題を抱えていた。前述の中央銀行
総裁は９行を国有化したうえ、そのうち８行
の経営陣を入れ替えるなど業界改革を推進し
ていることから、銀行業界への信頼は高まり
つつあると推測される。

資産側は短期与信がほとんどで、なおかつ
政府短期証券の残高が２兆ナイラを占める。

11	ガーナ
ガーナでは、ガーナ銀行が中央銀行として

銀行その他の金融機関を監督する。許認可を
受けた銀行は28で、そのうち25が「クラス１
銀行」として営業している。外資系銀行とし
ては、スタンダード・チャータード、バーク
レイズのほか、UBA、Ecobankも現地法人
を構えている。

ガーナ銀行の「マネタリー調査資料」によ
れば、2009年12月末時点での預金総額は81億

した。一方で、自国通貨建て与信額が1950億
2000万Rフランから3349億Rフランへと急増
している。詳細は確認を要するが、国内の企
業活動が活発化し、政府証券を保有するより
も相対的に民間企業に貸し出す方向に銀行資
産が活用され始めたのではないかと推測でき
る。

9	 エチオピア
エチオピアでも、エチオピア国家銀行が銀

行に加えて保険その他の金融機関を監督す
る。銀行数は15と少なく、外資系銀行は存在
しない。エチオピアでは「エチオピア人でな
ければ金融機関の所有ならびに運営はできな
い」注5と定められているためである。

エチオピアの国家銀行の「年次報告書
（2008/09年度）」によれば、銀行業界の総預
金額は2008/09年度末で781億5000万ビール

（ 約66億 ド ル ） で あ り、2009年 の 同 国 の
GDP3162億ビールと比較すると25%の水準に
とどまる。エチオピアは１人当たりGDPが
300ドル程度という最貧国の一つであること
からやむをえないといえるかもしれない。

2008/09年度末の与信総額を見ると、総額
512億ビールのうち、56億ビールが中央政府
向け、82億ビールが公共企業向け、34億ビー
ルが共同組織向け、340億ビールが民間およ
び個人向けとなっている。預金と与信総額の
差額は主にエチオピア国家銀行の準備預金

（195億ビール、超過準備預金84億ビールを含
む）となっており、経済に対する信用供与が
不十分ではないかとの懸念を抱かせる。

10	ナイジェリア 
ナイジェリア中央銀行（Central Bank of 
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セディ（約58億ドル）であり、09年の同国の
GDP359億セディのわずか２割である。ガー
ナの１人当たりGDPが1000ドルに達してい
ることを考えると、かつてのナイジェリア同
様、銀行業界全体が問題を抱えている可能性
もある。

ガーナ銀行の「年次報告書」によると、
2009年末の銀行業界による与信総額は69億セ
ディで、民間向けはそのうち48億7000万セデ
ィに達する。

12	コートジボワール
コートジボワールは、西アフリカ諸国中央

銀行（Central Bank of West African States：
BCEAO） が 銀 行 業 界 を 監 督 し て い る。
BCEAOは、ベナン、ブルキナファソ、コー
トジボワール、ギニアビサウ、マリ、ニジェ
ール、セネガルおよびトーゴの８カ国からな
る西アフリカ経済通貨同盟（West African 
Economic and Monetary Union）によって
設立され、共通通貨であるアフリカ金融コミ
ュニティフラン（以下、CFAフラン）の発
行、金融市場の監督、金融業界の監督などを
担っている。この８カ国には人口が比較的少
ない国が多く、コートジボワールが最大で
2000万人強、ブルキナファソで1600万人強、
ニジェールが1600万人弱である。

コートジボワールで許認可を受けている銀
行は国内系で５行、外資系は支店を含めてソ
シエテ ジェネラル、クレディ・リヨネ、シテ
ィバンク、Bank of Africa、Ecobank、UBA
などがある。

預金総額は、IMFによる2009年の予想値で
２兆2194億CFAフラン（約47億ドル）とさ
れ、09年の同国のGDP（10兆73億CFAフラ

ン）の２割程度にすぎない。１人当たり
GDPが990ドルであることを考えると、やは
り銀行サービスの浸透が遅れているといえよ
う。コートジボワールは2002年から内戦が続
いていたが、10年の大統領選挙で選出された
候補が11年４月に正式に大統領に就任したこ
とから、政情は今後安定すると期待される。
銀行サービスの浸透度合いも今後の課題とい
えよう。

国内与信残高は、同じIMFの予想値では
２兆1512億CFAフラン、そのうち１兆9031
億CFAフランが民間セクター向けである。

13	コンゴ民主共和国
コンゴ民主共和国の中央銀行はコンゴ中央

銀行（Banque Centrale du Congo）で、銀
行、マイクロファイナンスなどを監督してい
る。銀行数は21あり、外資系銀行としては、
シティグループの名前がリストに掲載されて
いるほか、Ecobankも支店を構えている。他
方、免許取消ないし撤退した銀行のなかには
Banque de Crédit Agricoleの名前が見られ
る。

銀行サービスの浸透度合いはきわめて低
く、2009年の同国のGDP総額12兆7968億コ
ンゴフラン（以下、Ｃフラン）に対して、預
金総額注6は１兆1621億Ｃフラン（約14億ド
ル）と、９%程度にすぎない。

2009年３月時点のIMFの報告によれば、紛
争対策で必要とされた多くの国防費用負担を
支えるため、政府はコンゴ中央銀行からの借
り入れを増やしてきた。一方で、コンゴ中央
銀行はインフレ抑制のために金融引き締め政
策を取ってきたというが、2006年から09年ま
でのインフレ率は20%以上で推移し、08年に
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は44.7%を記録している。そもそも、紛争が
続くなかでは銀行預金が伸びるとは考えにく
い。2011年11月に実施される大統領選挙前で
あることから、社会的安定が確立されたとは
まだいえない状況にある。したがって、銀行
サービスの浸透にも時間を要するであろう。

14	南アフリカ
南アフリカでは、南アフリカ準備銀行が中

央銀行として銀行業を監督している。銀行数
は33行に達し、そのうち12行が国内系、６行
が外資系、13行が外国銀行支店、２行が共同
銀行である。外資系銀行および外国銀行支
店には、Calyon Corporate and Investment 
Bank注7、シティバンク、ドイツ銀行、JPモ
ルガン、ソシエテ ジェネラル、スタンダー
ド・チャータード、HSBC、RBSといった欧
米系の大手銀行グループに加えて、State 
Bank of India、中国銀行、台湾銀行といっ
たアジア系も見られる。南アフリカが、アフ
リカ大陸における一大金融センターの地位を
獲得し始めているといえよう。

2009年の同国のGDP総額２兆1766億ラン
ドに対して、09年末の預金総額は２兆170億
ランド（約2381億ドル）注8と９割に達してい
ることからも、南アフリカにおいては、銀行
サービスが経済成長に相応して浸透している
ことが確認できる。南アフリカの１人当たり
GDPは6000ドルを超えている。

15	アンゴラ
アンゴラではアンゴラ国家銀行（Banco 

Nacional de Angola）が中央銀行として銀行
業界を監督している。銀行数は20とあるが、
外資系銀行の名前は見当たらない。外国資本

が20%以上保有する銀行への免許の付与には
大臣評議会の認可を要すると定められている
ことが、外資系銀行の進出を阻んでいる可能
性がある。

2009年末時点での要求払い預金総額は１兆
4656億クワンザ（約185億ドル）注9であるの
に 対 し て、09年 の 同 国 のGDP総 額 は ５ 兆
5433億クワンザであり、預金総額はGDPの
26%にすぎない。アンゴラの１人当たりGDP
は5000ドル弱と、アフリカ諸国のなかでは高
い水準にあることを考えると、それに比して
銀行サービスの浸透度合いはきわめて低い。
外資系銀行の参入が事実上阻まれている点を
考えると、銀行間の競争が抑制されている可
能性がある。加えて、そもそもアンゴラの経
済が原油に大きく依存していること、さら
に、2008年後半の世界金融危機と原油価格の
下落から、政府が国内で支払い遅延などを引
き起こしたこと注10も合わせると、銀行制度
への信頼感を醸成するのも難しいであろう。

16	アフリカ域内銀行の成長
南アフリカやナイジェリアに本社を置く銀

行のなかには、アフリカ諸国に拠点網を広げ
「アフリカ域内銀行」といえる規模に成長し
ている銀行がいくつか出現している。

（1）	 United Bank of Africa Group　	
	 （UBAグループ）

UBAグループは1948年にナイジェリアに
設立されたBritish and French Bankを前身
とし、61年の会社法のもと現社名となった。
ナイジェリア中央銀行が2004年に着手した銀
行再編の過程で05年にStandard Trust Bank
と合併した後、Continental Trust Bankを買
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収して急成長し、現在はナイジェリアを含む
アフリカ17カ国、および英国、フランス、米
国に拠点を持つ。2010年12月末時点の連結総
資産は１兆6177億ナイラ（約8300億円）であ
る。

EIU（Economist Intelligence Unit） に よ
れば、2009年８月時点でナイジェリア国内銀
行 中、First Bank of Nigeria、Zenith Bank
に次いで資産規模で３位にある。2010年12月
末時点でグループの拠点数（支店および事務
所）は726、ATM（現金自動預け払い機）を
1223台、デビットカードなどを使えるPOS

（販売時点情報管理）端末を1230台有する。
総職員数は2010年12月末時点で１万2891人、
そのうち取締役が９人、管理職が457人と、
日本の銀行に比べると取締役と管理職の比率
が少ない。推測ではあるが、IT（情報技術）
システムの活用よりも人手をかけて事務処理
をする部署が多く、そのための人員を多数抱
えているのであろう。

業務内容としては、シンジケートローン
（協調融資）の幹事といった形で法人業務も
営んでいるが、海外送金や個人向けローン、
デビットカードおよびプリペイドカードの発
行、インターネットバンキングなどの個人業
務に、より力を入れている。

（2）	 Ecobank

Ecobankは、西アフリカ商工会議所連合会
（Federation of West African Chambers of 
Commerce）の主導により1985年に創設され
た、 ト ー ゴ に 本 社 の あ るEcobank Trans-
national Incorporated（ETI）を持ち株会社
とするアフリカ域内銀行グループである。現
在、アフリカ30カ国で746支店を運営し、

１万1000人以上を雇用する。2010年12月末現
在の総資産は104億7000万ドルにすぎない
が、ROE（株主資本利益率）は10.4%、ROA

（総資産利益率）は1.4%と、ある程度の利益
率を上げている。

サービス内容を見ると、個人向け・法人向
けともに、預金ならびに資金管理、送金およ
び支払いサービスなどが中心で、貸し出しを
含む与信業務の営業は控えめな様子がうかが
える。個人向けカードといえばEcobankでも
デビットカードが中心である。また、「地域
内カード」と称して28カ国のATMで利用で
きるATMカードも発行している。

Ⅳ	 銀行サービスの浸透

途上国においては、銀行サービスが企業や
個人に浸透していない、または浸透途上にあ
るという現象は広く観察されることである。
特にアフリカ諸国、なかでもサブサハラの諸
国は、他の地域の途上国と比べても、銀行サ
ービスの浸透度合いがさらに遅れていること
が指摘されている。本稿でも１人当たり
GDPに表される経済成長が同水準にある
国々のなかでも、銀行預金残高GDP比が極
端に低い国が少なからず確認された。

また、世界銀行グループの研究機関である
CGAP（貧困層支援諮問機関）と世界銀行の
調査注11によると、成人1000人当たりの銀行
口座数は、調査対象となった途上国全体は平
均で737なのに対して、サブサハラ諸国では
平均で163にすぎない。また、成人10万人当
たりの銀行支店数は途上国全体の平均が10店
なのに対して、サブサハラ諸国の平均は３店
である。加えて中小企業貸し出しについてい
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えば、そもそもデータが存在しない国が多
い。

銀行サービスの浸透度合いのこうした低さ
は、相互信頼の希薄さに由来するのかもしれ
ない。言い換えれば、アジア新興国における
相互信頼ないし相互扶助の仕組みは、アフリ
カ諸国と比べれば概して根づいているといえ
るのであろうか。

とはいえ、アフリカ諸国をまたがる地域銀
行の誕生と成長は、今後、アフリカ大陸にお
ける銀行サービスの浸透を促す原動力の一つ
ともなりそうである。次号（2011年11月号）
の本連載第２回では、このようなアフリカ諸
国において、個人や中小企業向けの銀行サー
ビスを積極的に提供するマイクロファイナン
スの動きが一部で起きていることを紹介す
る。マイクロファイナンスはバングラデシュ
の事例が有名であるが、アフリカでも一部の
国で活用されている。加えて、急速に普及し
てきた携帯電話を活用したSMS（ショート
メッセージサービス）送金やSMSバンキン
グなどの事例もある。これらの事例は新しい
サービスを開発しようとする日本の金融機関
にとって多少なりとも参考になるのではない
だろうか。

注

1	 2011年７月にスーダンから南スーダンが独立し
54カ国となったが、本調査実施時点で入手可能
なデータは53カ国ベースのため、本論考では53
カ国をベースに論じる

2	 Central Bank of Egypt “Annual Report 
2009/2010”（エジプト中央銀行のWebサイト
http://www.efsa.gov.eg/より）

3	 “RAPPORT ANNUEL SUR LE CONTRÔLE, 
L'ACTIVITÉ ET LES RESULTATS DES 
ÉTABLISSEMENTS DE CRÉDIT” EXERCICE 
2009

4	 IMF “Country Report No. 11/40” February 
2011

5	 エ チ オ ピ ア 国 家 銀 行 のWebサ イ ト（http://
www.nbe.gov.et/aboutus/faq.htm　2011年 ６ 月
19日確認）

6	 コ ン ゴ 中 央 銀 行“Bulletin Mensuel D’
Informations Statistiques Mars 2011”

7	 2010年12月末時点での名称（“Bank Supervision 
Department Annual Report 2010”による）

8	 南アフリカ準備銀行“Selected South African 
banking sector trends，” March 2011

9	 IMF “Country Report No. 11/51，” February 
2011 

10	 IMF “Country Report No. 11/51，” February 
2011

11	“Financial Access 2010 : The State of Financial 
Inclusion Through the Crisis” CGAP and 
World Bank Group, September 2010
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中国における銀行の保険窓販の動向
神宮  健 中国における銀行の保険窓販は、不適切販売や販売ルート確保のた

めの賄賂といった問題を抱えてきた。最近では消費者の利益保護の
ための規則が発表される一方、保険の販売ルートをさらに拡大する
動きもある。

額の手数料を支払い注2、銀行側は手
数料収入を隠蔽するといった賄賂に
つながる問題もある。

保険購入者の裾野が広がるにつれ
て、こうした問題に手を打つ必要が
強まっている。規制当局である銀行
業監督管理委員会（銀監会）と保険
監督管理委員会（保監会）の動きを
見ると（表２）、2010年１月に保監
会・銀監会が連名で「銀行の生命保
険代理業務の構造調整強化による銀
行の生命保険代理業務の健全な発展
の促進に関する通知」を発表し、同
年11月には銀監会が「商業銀行の
保険代理業務の合法的販売およびリ
スク管理のさらなる強化に関する通
知」を発表している。

この11月の通知では、①商業銀
行の各支店において、顧客に保険商
品を直接販売する者は、保険代理従
業人員資格証書を持つ銀行の販売員
でなければならず、商業銀行は保険
会社の社員を銀行に駐在させてはな
らないこと、②商業銀行の各支店が
業務提携できる保険会社数を原則３
社以下にすること──が定められた。

2011年３月には、これらの通知
の内容を一部受け継いだ形で、「商
業銀行の保険代理業務の監督管理手
引き」が発表された。この手引きは
消費者の利益保護の立場からつくら
れており、主な内容は以下のとおり

ては、銀行の窓販を通した銀行顧客
へのアクセス増が期待できる。

このように銀行の保険窓販は銀
行・保険会社双方にメリットがある
が、消費者保護の点から、中国でも
長年にわたりさまざまな問題が指摘
されてきた。具体的には、保険商品
を銀行の商品（貯蓄預金など）のよ
うに装って販売したり、リスクの説
明が不十分であるといった不適切販
売が挙げられる。また、保険会社が
銀行販売員に手数料を直接支払うこ
とが多く、保険会社としては銀行に
販売ルートになってもらうために高

銀行の保険代理業務における
潜在的リスク

銀行の保険代理業務（銀行による
保険商品の窓口販売）は、中国にお
いても銀行の自己資本規制が厳しく
なるなかで、中国の銀行にとって安
定した手数料業務として重要になり
つつある。2008年の「銀行・保険
の協力と業界をまたぐ監督管理の協
力の強化に関する了解覚書」注1によ
り、銀行と保険会社は相互に持分投
資することが可能になり、過去２年
間、銀行による保険会社の買収が進
んでいる（表1）。保険会社にとっ

表1 銀行と保険会社の資本関係

①銀行による保険会社の買収例

買収年月 銀行 保険会社 持株比率 注
2009年9月 交通銀行 中保康聯人寿 62.5% 「交銀康聯」に改名。銀行に

よる保険会社買収の最初の
ケース

2010年5月 北京銀行 首創安泰人寿 50.0%

2011年6月 建設銀行 太平洋安泰人寿 51.0% 「建信人寿」に改名
進行中 招商銀行 招商信諾人寿 50.0% 2008年5月に売買契約を結ん

だが、その後3年間動きがな
く、2011年6月に買収を再開
認可待ち

進行中 農業銀行 嘉禾人寿 51.0% 認可待ち
進行中 工商銀行 金盛人寿 60.0% 認可待ち

②保険会社による銀行の買収例

買収年月 保険 銀行 持株比率 注
2011年6月 中国平安 深圳発展銀行 52.38% 深圳発展銀行は平安銀行の支

配株主（90.75%）

出所）各種報道をもとに作成
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である。
第１に、顧客サービスを安定させ

るため、銀行（の１支店）と各保険
会社の提携期間は1年以上でなけれ
ばならない。

第２に、保険代理業務を行う各銀
行支店は、保監会の発行する「経営
保険代理業務許可証」を保有しなけ
ればならない。また、販売員は、上
述の2010年11月の通知の条件を満
たし、さらに投資連結保険（変額保
険）を販売する者は、少なくとも1
年以上の保険販売経験を有し、最低
40時間の専門的訓練を受けなけれ
ばならない。

第３に、保険会社と銀行における
保険業務代理の契約は、原則的に本
社間で結ばなければならない。

第４に、保険会社の銀行に対する
手数料の支払いについては、保険会
社の一級支店が銀行の一級支店注3

（あるいは少なくとも二級支店）に統
一して振り込まなければならない。
また、保険会社は銀行に対する手数
料を簿外で取り扱ってはならない。
さらに、保険会社の社員も銀行およ
び銀行員に対して業務提携の契約以
外の利益を提供してはならない注4。
銀行および銀行員も契約以外の利益
を要求してはならない。これらは、
いうまでもなく賄賂を防止する措置
である。

第５に、銀行は保険商品の複雑さ
に応じて販売する場所を分けなけれ
ばならない。特に、変額保険は銀行
の貯蓄商品のカウンターで販売して
はならない。また、あたかも銀行が
売り出しているような文言や預金・利
息といった概念を使用してはならな
い。これは、銀行預金などと混同す
るような売り方を避けるためである。

第６に、保険会社は合理的な手数
料などを定めなければならない。む
やみに規模のみを追求して価格競争

の悪循環に陥ることを避けるためで
ある。

第７に、保険会社と銀行は責任の
区分を明確にして、相互に責任転嫁
することを避けなければならない。

第８に、監督管理面で保監会と銀
監会は、銀行の保険代理業務に関し
て交流を強化することになってい
る。縦割り行政の弊害を防ぐためと
思われる。

今後の展開
銀行の保険窓販に対して以上の改

善策が打たれる一方で、保険の販売
ルートをさらに拡大する動きも見ら
れる。

2011年４月に保監会は、「保険会
社の金融機関への保険業務代理委託
に関する監督管理規定」の草稿注5を
発表した（９月上旬時点で正式規定
は未発表）。これは、銀行・証券会
社など、保険会社以外の金融機関の
保険代理業務に関する規定である。
保険窓販に銀行以外の他の金融機関
が参入することで、手数料引き下げ
競争や賄賂といった問題の改善につ

ながることが期待されている。一方、
ブローカレッジ業務依存からの脱却
を目指している証券会社にとって
は、手数料を得られる業務が増える
ことになる。

注

1	 銀行業監督管理委員会、保険監督管
理委員会発表

2	 代理手数料の基準には、保険期間が
5年間で保険料一括払いの場合は保
険料の3％、分割払いの場合2.5％
などがある（ニッセイ基礎研究所 
沙銀華、片山ゆき『日･中･英対照 
中国保険用語辞典』保険毎日新聞社、
2008年）

3	 一級は省レベルの支店、二級はその
下の市レベルの支店

4	 具体的には、現金、有価証券、費用
立て替え、旅行提供などが挙げられ
ている

5	 パブリックコメント募集用の草稿

『金融ITフォーカス』2011年９月号
より転載

年月日 規定など

2008年1月16日 「銀行・保険の協力と業界をまたぐ監督管理の協力の強化に関する了
解覚書」（銀監会・保監会）

● 銀行と保険会社は関連規定を満たし、有効なリスク隔離措置を
取ったうえで、相互に投資（試行）できる

2009年11月5日 「商業銀行による保険会社の持分投資（試行）の管理弁法」（銀監会）
● 各商業銀行は1社の保険会社にしか投資できない

2010年1月13日 「銀行の生命保険代理業務の構造調整強化による銀行の生命保険代理
業務の健全な発展の促進に関する通知」（銀監会・保監会）

2010年11月9日 「商業銀行の保険代理業務の合法的販売およびリスク管理のさらなる
強化に関する通知」（銀監会）

● 各銀行支店が協力関係を結べる保険会社数は3社以下
● 銀行支店で顧客に保険を販売する者は、保険代理従業人員資格証
書を取得した銀行販売員でなければならず、保険会社社員は銀行
支店で保険を販売してはならない

2011年3月7日 「商業銀行の保険代理業務の監督管理手引き」（保監会）
代理資格や経営規則など、銀行の保険代理業務の各方面について詳し
く規定（本文参照）

2011年4月7日 「保険会社の金融機関への保険業務代理委託に関する監督管理規定（草
稿）」（保監会）

出所）銀監会、保監会資料をもとに作成

表2 規制面の動向
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重要性を増すライフサイクルマネジメント

急激に増大する電力使用量
米国インテルの創業者の一人で

あるゴードン・ムーア氏は、1965
年に半導体の集積度向上に関する
ある経験則を唱えた。「ムーアの
法則」 と呼ばれるこの法則は一般
的に「半導体の集積度は18カ月ご
とに倍になる」と理解されている。
これに従うと、半導体の集積度は
５年後には約10倍、20年後には約
１万倍という計算になる。

１チップのICの半導体の数と
いう意味では、ムーアの法則は今
日までその有効性を失っていな
い。その結果、1965年ごろには体
育館ほどの大きさのコンピュータ
が持っていた性能は、今のモバイ
ルPC（パソコン）やスマートフ
ォン（高機能携帯電話端末）で実
現されてしまうのである。ストレ

ージ（データ記憶装置）も同様に
記録密度を増大させてきた。

これらの技術革新は小型化、消
費電力の低減という恩恵をもたら
しているが、データセンターにと
っては別の問題が出てきた。扱う
データの量が、小型化などの技術
革新を上回る勢いで増大している
のである。もともと数字しか扱え
なかったコンピュータは、文字列、
音声、画像、動画も扱えるように
なり、世界中に張りめぐらされた
ネットワークを通じて世界中のデ
ータをコンピュータに集めること
も現実的になってきた。このデー
タの保管場所がデータセンターで
ある。

データセンターには、小型化さ
れたコンピュータや記憶装置を可
能なかぎり詰め込むことが要求さ

れている。これによって図１に示
すように、データセンターの単位
面積当たりの電力使用量や床荷重
は指数関数的に増大してきた。局
所的には、IT（情報技術）機器
を格納するラックの単位で30kVA
という電気容量を必要とする場合
もまれではなくなってきている。
これは一般的な家庭の10軒分の電
力使用量に相当する。電力を多く
消費するということは、それだけ
多くの熱が発生することである。
面積が１坪（約3.3m2）にも満た
ない１ラックがこれだけの電力を
使用し、それによる熱を冷却しな
ければならないのがデータセンタ
ーの実情である。

熱を冷却するためには空調設備
を大きくしなければならない。た
とえば、冷却用の空気を大量にコ
ンピュータに送り込むために床を
高くするなど、冷気循環のスペー
スを確保する必要がある。問題は
電力や熱だけではない。停電など
の災害時にもデータを守るために
自家発電装置を充実させるなど、
いざというときに備える必要もあ
る。

予見が難しいデータセンター
の要件

データセンターは、企業のコン

増永直大／三浦  滋

N R I  N E W S

最近のデータセンターを取り巻く状況は、システムの高
集積化に伴い電力・空調、床荷重など非常に大きな能力が
求められるようになってきた。このため、既存のデータセ
ンターの設備更新だけでは対応できない状況になってきて
いる。これらの状況から、データセンターを「所有から利
用へ」シフトする企業も増えている。本稿では、一般企業
向けにサービスを提供するデータセンター事業者の立場か
ら、データセンターの課題を整理するとともに、ライフサ
イクルを意識したデータセンター戦略について考察する。
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ピュータ利用が進んだ1980～90年
代にかけて多く建設されてきた。
これらのデータセンターには、オ
フィスや工場の一角に設置された
ものもあれば、専用の建物として
建てられたものもあるが、いずれ
も近年の要求仕様の高度化に耐え
られなくなってきている。

データセンターを専用の建物と
して建設した場合、建物の耐用年
数は50年、電力・空調などの主要
設備の耐用年数は15年というケー
スが多い。一方、データセンター
に収容するコンピュータやネット
ワーク機器など多くのIT機器は
耐用年数が５年である。このよう
に、データセンターを構成する建
物、設備、機器はそれぞれ異なっ

たライフサイクルを持っているた
め、これを全体として整合させる
データセンターのあり方を考えて
いかなければならない。 

1980～90年代にかけてつくられ
た多くのデータセンターは完成か
ら20年以上が経過し、すでに設備
の更新時期に入っている。しかし
設備更新に当たって、これから20
年先のIT機器の技術進歩を見通
した要求仕様がどのようなものに
なるかを予見することはきわめて
困難である。今でこそ、１人１台
以上の情報端末を持つことも普通
で、ネットワークは世界中でつな
がり、情報を瞬時に検索すること
も簡単である。しかしわずか20年
前には、オフィスにPCはほとんど

なく、データセンターに置かれた
メインフレーム（大型汎用コンピ
ュータ）の端末があるのみだった。
もちろんインターネットも電子メ
ールも一般利用はほとんどない状
況だった。今からさらに20年後、
技術革新が社会をどう変えている
のかを想像するのは困難である。

データセンターの
３つの課題

以上のような背景を踏まえると、
データセンターが抱える課題は次
の３つに整理することができる。

①ライフサイクルを考慮した長期
計画
まず、電力・空調などの主要設

図1　データセンターの設備動向
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注）電源・空調設備、耐床荷重などを増強した一般建物をデータセンターとするには限界がある。必要電力容量が6kVA /ラックを超えたあたりからデータセ
ンター専用の建物・設備が必要と想定される
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備についての長期的なリプレース
計画が必要となる（図２）。たと
えば、野村総合研究所（NRI）で
はデータセンター自体のライフサ
イクルを35年と設定して長期設備
計画を策定している。その間に主
要設備を１回は更新することにな
る。

しかし、実際には計画どおりに
いかないケースが少なくない。デ
ータセンターでは無停止運用のシ
ステムが多いことや、計画が長期
であるのに比べてIT機器の技術
進歩のスピードが速いことなどが
その理由である。そのため、米国
では建物を機器と同じ５年で更新
するコンテナ型のデータセンター
なども出現している。

とはいうものの、米国の大手企
業もさまざまな形のデータセンタ
ーを利用しながら実際のメリット
を比較している段階であり、決め
手となる答えが出るまでにはまだ
時間がかかりそうである。いずれ
にせよ、長い時間軸で考えた場合、
主要設備の更新を前提とした柔軟
な設計と、設備投資の平準化のよ
うなライフサイクルを意識したマ
ネジメントが重要ということであ
る。

②移転戦略
次に、データセンターが寿命を

迎えたときに新たなデータセンタ
ーが必要となるため、移転戦略も
検討する必要がある。基本的に止

めることのできないシステムを移
転するには、現と新の２つ以上の
データセンターを並行して運用す
る期間を設けるなど、長期的なマ
ネジメントが必要となる。

データセンター事業者の間で
は、事業規模や想定需要によって
も異なるが、竣工時期を計画的に
ずらして複数のデータセンターを
建設し、主力センターを移転させ
ていく経営戦略が主流となりつつ
ある。また、このような移転計画
を組むことにより販売計画が立て
やすくなるため、価格戦略の見直
しを積極的に行う事例もある。サ
ービス提供価格は総コストと販売
量との関係で決定されるが、設備
コストを積み上げて価格へ反映さ
せる従来の考え方ではなく、複数
のデータセンター全体のスクラッ
プ＆ビルド計画を長期的視点で組
むことにより、総合的な販売計画
のなかで戦略的な価格を実現する
考え方も登場している。

③サービス範囲の見直し
データセンターのサービス範囲

も変化への対応が必要である。デ
ータセンターのサービスの構成要
素はファシリティ（建物、設備）、
IT基盤（ネットワーク、サーバ
ー）、アプリケーションソフトな

図2　データセンターのライフサイクルの考え方

法定耐用年数15年で更新する場合の設備簿価推移

期待耐用年数20年で更新する場合の設備簿価推移

例：主要設備の更新を「法定耐用年数15年」と「期待耐用年数20年」の間で1回だけ実
　　施すると仮定した場合、適切なライフサイクルは30～ 40年と推定できる

残
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どに分類できるが、近年ではクラ
ウドコンピューティング（以下、
クラウド）のように、これらをト
ータルに提供するサービスが主流
となりつつある。

ネットワークサービスと一体で
サービスを提供する傾向も強まっ
ている。ユーザーはデータセンタ
ーがどこにあるかを意識する必要
がないため、前述の移転戦略の策
定に当たって自由度が高まる。デ
ータセンターを他へ移転する際は
IT基盤のリプレースを伴うが、
リプレースと同時に基盤の高集約
化・最適化も実施する必要がある。

最近では、環境に配慮して空調
設備の効率化を図る観点から、空
調設備とIT基盤設備のレイアウ
トを総合的に行う動きも進んでき
た。NRIもこの分野に力を入れて
おり、「ミドルファシリティ」と
呼んでいる。ミドルファシリティ
の領域では、設備の技術者とIT
の技術者とのコミュニケーション
を円滑にし、双方が必要とする情

報を適切に交換できる環境を整え
ることが重要である。

データセンターも
「所有から利用へ」

以上のように、データセンター
に対する要求仕様が厳しさを増
し、またファシリティ、IT基盤、
アプリケーションソフトの総合的
なサービスへのニーズも高まって
いる。

このような背景から、ユーザー
企業ではデータセンターの自社所
有ではなく専門事業者のデータセ
ンターを利用するケースが増えて
いる。先の読みにくい環境下で自
ら設備投資をするよりも、システ
ムのサイクルである５年後、10年
後のときどきで最適なデータセン
ターを利用するほうが得策との考
えからである。クラウドに代表さ
れる新しいシステムの考え方も、

「所有から利用へ」という流れを
加速している。

ユーザー企業向けにサービスを

提供するデータセンター事業者に
とっては、耐災害性や高度なセキ
ュリティ、エネルギー利用効率を
最大限に高めた電力・空調設備と
いった性能面の信頼性だけではサ
ービスとして物足りないと思われ
るような時代となった。顧客の事
情に応じた「本当の安心」を感じ
てもらえる総合的なサービスメニ
ューを、ライフサイクルマネジメ
ントを重視した価格戦略で提供す
ることが、これからのデータセン
ターの真の付加価値になると思わ
れる。

『ITソリューションフロンティア』
2011年９月号より転載

増永直大（ますながなおひろ）
システムマネジメント事業本部本部付
兼運用サービス事業部主席

三浦  滋（みうらしげる）
システムマネジメント事業本部業務管
理室長
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未曾有の被害をもたらした東日本大震災。直接被
害を受けなかった地域でも、原発事故に伴う電力供
給不足などにより、今なお多くの影響が出ている。

想定をはるかに上回る大震災を経て、多くの企業
が事業継続計画（BCP）とディザスタリカバリ（DR）
の見直しの必要に迫られている。本セミナーは、震
災に負けない強いBCP/DRを策定するためのヒント
となりうる２つの事例紹介を中心に構成した。
①金融機関におけるBCP/DRコンサル事例
重要な社会インフラである金融機関では、災害時

にも事業を継続するためにどのような基準に基づ
き、どのような対策を取っているのか。一般の企業
と比較して、より厳しい基準で対策がなされている
金融機関の事例を参考に、BCP/DRに対する考え方
を紹介した。

金融機関では、一般にFISC（金融情報システム
センター）安全対策基準を満たすことがスタートラ
インとなっている。FISCとは、システム開発から
運用、維持、設備の保持などに関連する広範な項目
についてのガイドラインである。野村総合研究所

（NRI）では、FISC安全対策基準を満たしながらさ
らに考慮が必要と思われる項目について、独自の知
見によりさまざまなアドバイスを行っている。

講演では、バックアップセンターの立地やファシ
リティ要件、RPO（目標復旧ポイント）・RTO（目
標復旧時間）を考慮したシステム構成、事業継続計
画策定時のポイントに至るまで、幅広く解説した。
②震災時のNRIデータセンターにおける危機管理
計画実践事例

震災前、危機管理計画の重要性は広く認識されて

はいながらも、実際には錬度の高い計画を準備して
いる企業は少ない状況であった。

2010年度、NRIでは全社の危機管理計画の一環と
して、データセンターにおける危機管理計画を、

「実務に耐えうる」を旗印として大幅に見直した。
具体的には、事業継続に必要な要員のアサイン、災
害シナリオの見直し、危機発動のトリガーの問題を
中心に、より現実的な計画条件にあらためて再定義
した。

このように見直した危機管理計画の有効性は、大
震災の発生によって偶然にも証明される形となっ
た。特に有効に機能したのは、危機発動のトリガー
を引く権限者を具体的に設定していたことである。
以前の計画では職務領域ごとに権限者を設定してい
たため、全体で見ると権限者が複数になり、発動責
任が曖昧になる可能性があると見直しの段階で指摘
されていた。今回の震災では、発動権限者が明確に
なっていたため、データセンターに震災対策本部が
設置されたのは、震災発生からわずか15分後だった。

有効に機能した部分が多かった半面、今後改善す
べき点もいくつか見つかったが、本実践事例は、こ
れから危機管理計画を策定される多くの企業にも参
考になる点があるだろう。NRIでは、長年にわたる
システム運用経験をベースに「システムマネジメン
ト」をテーマとするセミナーを定期的に開催してい
る。関心のある方はぜひ参加いただきたい。

F O R U M  &  S E M I N A R

クラウド時代のBCP/DR

事業を継続せよ！  震災に負けない強いＢＣＰ/ＤＲとは
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基盤サービス事業本部

内部監査室 

監査役室 

本社機構 

情報技術本部 

中国・アジアシステム事業本部 

未来創発センター 

品質監理本部 

[グループ会社][野村総合研究所]

経営会議 

NRIプロセスイノベーション株式会社

野村総合研究所（大連）有限公司

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・ホンコン

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・シンガポール

[海外拠点]

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・ヨーロッパ

野村総合研究所（北京）有限公司
上海支店

野村総合研究所（上海）有限公司
北京支店

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・アメリカ
NRI・パシフィック
NRI アメリカ ダラスオフィス

マニラ支店 
モスクワ支店 

ソウル支店 
台北支店 

コンサルティング事業本部 NRIセキュアテクノロジーズ株式会社 

北米支店 

取締役会 株主総会 

システムコンサルティング事業本部

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.
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